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この 資 料 は 、 日本 自転 車振 興 会 か ら競 輪 収 益 の 一 部 で あ る機

械 工 業 振 興 資 金 の補 助 を 受 げ て 昭和49年 度 に実 施 した 「コ ン

ピュ ー タシ ス テ ムの 評 価 に 関 す る調 査 研 究 」 の成 果 を と りま と

め た もの で あ ります 。
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近 年 、 わ が 国 の コン ピュ ータ利 用 は急 速 に進 展 し、設 置 台数 にお・い て、 世 界

第二 位に ま で普 及す るに 到 りま した。 この 間 コ ン ピ ュー タの 適用 業 務 も多面 的

に な る と共 に 、そ の利用 形 態 もオ フ ラ イ ンか ら オ ン ラ インへ 高度 化 し てお り、

不 ッ トワー ク 方式 を基 軸 とす る情報 処 理 シス テ ム も逐 次拾 頭 しつ つ あ りま す 。

す で に 、 世界 各 国 にお・い て 、 コン ピュータ・ネッ トワー クは 、実 験 システ ム、

商用 シ ステ ムが 開 発 され 、ま たわ が 国 にお・い て も、 先駆 的 な 試み が な され つ つ

あ り、今 後 ま すま す そ の開 発 ・導入 の テ ン ポは 早 ま って ゆ くもの と想 定 され ま

す 。

リソース'シ ェア リング を 目的 と して 形成 され る コ ン ピ ュー タ・ネッ トワー ク シ

ステ ムが 、 社会 に導 入 されるに際 しては、技 術 面 もさ る こと な が ら、利 用 面 、 制

度 面 な どの い くつ かの 問題 をま ず 解 決す る こ と が要 請 され ます 。

当 財 団 で は 、 「コン ピュータ・システ ム評 価 委 員会 」を設 け 、 コ ン ピュータ・ネ

ッ ト ワー ク形 成 にお・け る問題 点 の調 査 研 究 を行 ない 、 本報 告書 は 、そ の 成果 を

と りま と め た もの で あ り ます 。

こ こに 、 調査 にご尽 力い ただ きま し た委員 各位 、お よび 専門 委 員 に対 して 、

深 く感 謝 の 意 を表 し ま す 。

本 報 告 書 が各 方 面 に利 用 され 、わ が 国 の 情報 処 理 の発 展 に 寄与 す る よ う念 願

す る次 第 であ ります 。

昭和50年3月

財団法人 日本情報処理開発 センター

副会 長 斉 藤 有
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ま え が き

報告書の構成は3部 にわかれ 、第1部 は情 報の利用形態、 コン ピュー タ ・ネ ットワークとの関連

お よび情報 システム全般にわたる評価 など、大局的見地か らの総 論を述べ、第2部 は 当委員会の委

員に よるコンピュータ ・ネ ットワニクについての背景面、利用面、あるいは技術面か らの問題点の

指摘が展開されてい る。第3部 は コン ピュータ ・ネ ットワークに関する文 献調査(INSPEC及

びUSGRAな どの文献 データベースを中心に した調査)に もとずいて、 コンピュー タ ・ネ ットワ

ークの現状お よび今後の方向についてまとめ られ ている。本報告書は、全体報告の第2部 に属す る

ものである。
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は じ め に

われわれは、 コン ピュータ ・ネットワークの研究を、 これらの問題点について ネッ トワー クの利

用者 とい う主体に よる検討か ら始 めた。

第1章 は、 利用の側面 からみた コン ピュータ ・ネ ットワーク形成の背景の解 明を試みた ものであ

る。

L1節 では コン ピュータ ・ネッ トワークをマ ネージメ ン ト・イン フ ォメー ション ・システ ム(M

IS)を 形 成 するための必要 不可欠の要素 として位置 づけている。MISが 期 待 されたほ どには進

展しなか っ耀 由 として・情報 の利用技術の立ち遅れ があ り・ ⇔ ピ・一夕'ネ ・トワークは・ .こ

の而ての重要 な解決手 段の1つ であることが指摘 され ている。

L2節 は 、企業活動 と情報の関 係について述べ たもの である。 と くに、氾濫す る情報の中 に生 き

る企業 にとってその取捨選択 は利益に大 きな影響を与え る ものであ り、企業活動におけ る情報 とそ

のマネー ジメン トは もっとも大 きな課題で ある。 この ような情況の もとにおいて、 コン ピュータ ・

ネットワークが企業の情報活動 に メリヅトを与え得 るとす れば、それは情報 の蓄積、 検索お よび解

析 ・加工の段階 での コス トの低 下に寄与 することであろ うことが論 じられてい る。

1.3節 は、大 型化、 集中化 に よるコン ピュー タ能力の拡張は、いまやその限界を露呈 しつ つある

が、 その打破の ためには、 コン ピュータ ・システムと、人間お よび社会との インタウェースに 係わ

る問題をまず解決 しなければ ならない。 コン ピュータ ・.ネットワー クの形成に際して も同様の こと

が課題 と して提起 され るであろ うと述べ られてい る。

L4節 は 、 コンピュータ ・ネ ッ トワークに対す る企業、行政機関、大学 等の研究機関 および国民

生活か らの期待 が述べ られ、 同時に この ような期待 に答え るための コン ピュータ ・ネ ッ トワークを

形成す るに先立 って解決 されなければな らな い問題、例えば プライバ シーの保護等の注 意が換起さ

れてい る。

第2章 は、 コン ピュータ ・ネ ットワーク技術をめ ぐる諸問題の重点的観察である。

2.1節 は、 コン ピュータ ・ネ ッ トワークを技術的観点か ら概念づけた ものである
。 と くに、網構

成とネッ トワーク ・コン トロール ↓プログ ラムの留意点 が指摘 されてい る。

2.2節 は 、 コン ピュータ・ネ ットワークがデー タの利 用にとっての 有効 な手段 であるとい う観点

か ら、 ネ ッ トワークにお けるデー タベ ースに係わる問題点 が述べ られている。 と くに、 データベー

スの共通化について興味深い指示が ある
。

2.3節 は、 日本にお けるコン ピュータ ・ネ ッ トワークに関する重要 な研究のひとつであるJIPN

ETの 概要 、と くに ネッ トワークの実験 として具備 されるべ き条件が述 べ られてい る。今後、JI



PNETの 研 究の進展 に伴 って、 ネ ットワークの評価お よびその高度利用 に対する重要 な素材 が提

供され る ことが期待 され る。

第3章 は、現実 に稼動 して いる コン ピュータ ・ネ ッ トワークの事例研究 であ る。3.1節 はGE社

のMARK－ 班、3.2節 は カル フォル ニア州の コン ピュー タ ・ネッ トワークについてその機能
、利

用形態及び若干の問題点の指摘 がなされてい る。

第4章 は、 コン ピュータ ・ネッ トワークを形成 する に際 しての システ ム環境 面からみた問題 の換

起である。

4・1節 は、制 度上か らみた組織間イ ンタ フェースの 問題点が述べ られてい る
。 コン ピュー タ ・ネ

ッ㌧ワークは、異な る組織体の リンクが要請 されるが、その 時に起 る問題は技術 的な もの よりも、

非技 術的(例 えば データの機密保護)な もの が多い ことが考察 されている。

4.2節 は 、 コン ピュータ ・ネッ トワークをサー ビスとその コス トから評価 した ものである。現在

のコン ピュータ ・ネッ トワー ク技術 では、その コス トに見合 うサー ビスは期待 できない であろうと

いう敵 い指摘がなされパ る・

4.3節 は、 コンピュータ ・ネッ トワークが社会 に及ぼす影響が述 べられてい る。 コン ピュータ ・

ネ ッ トワークは、企業経営、行政、 あるいは 研究の高度 化に大 きく資する とともに
、それだけには

とどまらずそれぞれの組織 その ものに対 して も大 きな影響 を及ぼ す ことが指摘 されている。

なお・、当第2.部 は

第1章 寺 西健二、大原謙一郎、藤井 純、上野 滋

第2章 佐々木高夫、橋本 昌幸、山本欣子

第3章 柳井朗人、高瀬 保、

第4章 竹折政敏 大林久人 、藤崎 重隆

の各委員が 夫々分担 し執筆された もので ある。
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1利 用 の側 面 か らみ た コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク形 成 の背 景

1.1マ ネー ジメン ト・インフォメー シ ョン ・システム(MIS)の 展開経緯

1.1.1MIS発 展 の背景

MlSに つ いての定義は必ず し も明確ではない が「経営の総ての階層にお いて、それぞれの業務 遂

行に必要 とされる情報を必要な時期に必要 な形 で提供す るための効率的な仕組み 」と解釈 するのが一

般 的な定義のように思われる。

この中の 「すべての階層 と必要な情報の関係 」を示す もの として図1に 示す関係が よ くその説明用

と して用い られた。

MISな る概念は勿論米国において誕生 した ものであるが、 その概念が一・般 に定着 したのは昭和40

年(1965年)前 後 からであ り、それ までは 米国においてもいわゆる トータル・システム論議 の盛 んな

時代であ り、 さらに さかのぼればIDP(lntegratedDataProcessing)な る概 念がそ

の原流 をなす もの のように思われ る。

IDP－ トータル・システムーMISな る概念の 系譜が明確な る区画のないまs時 代的な背景 と共 に

次第 に変遷、 形成 されて行 った もの と見 る事 が出来 よう。 もっと も米国に布 いては我国にお・け る程 明

確にMISが 時代の思潮 として論議 された ことはどう もなかった ようでは あるが、 これ 等の変遷の時

代的 な背景 としては

1)コ ン ピュ ータ利用水準の高度化

2)コ ン ビュ ーs・ システムの技 術的な発展

3)経 営 科学 や計量経済学等科学的手法の発 展

4)企 業 をと りま く経営環境の複雑化

等 が考 え られ る

一般 に コノ ピ一夕利用の水準 を

A段 階 一 部分的業務の事後処理段階

B段 階 一 総合化による事後処理段階

C段 階 一 定常的判断業務の機械化段階

D段 階 一 総合的な経営管理お よび非定 常的意思決定への活用段階

の4段 階に分類 して、 昭和40年 前 後にお ける米国一流企業 の電算機利用の 水準を回顧 すれぱ、その

多 くがA段 階、B段 階 を経 てC段 階 の水準に達 し、 更に先進 的な企業にお いてはDの 段階 に進 みつつ

あったと見 る事 が出来、MIS的 指向の芽ばえは十分に あった もの と推察され る。

次にコ ンピュ ータ ・システムの技術的発展 段階 の角度 により当時を見れば、いわゆる第 三世代 コンピ

ュ ータの利用に突入の時代であり、具体的には

1)新 しい回路 素子(SLT、IC等)の 実用化

2)同 時 遊行処理 コンピュ ータの出現

3)大 容 量外部記憶装置 の開発

一1一



図1経 営組織 と情報の流れ

A経 営の階層 B経 営の基本的機能

トップ ・マネ ジ メ ン ト

ミドル ・マネジメン ト

下層
マネジメント

経営の階層

＼＼
__ノ

ト ッ フ

ミ ドル
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① ② ③

'

　
情報の用途

C主 要な企業活動

①
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マネジメン ト・コン トロール

現場 管理

情報の
用 途
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①
テ ー ラー メ イ ド、 予 測 、 精 度 は よ

くな り、 計 画、 長 期

② 内部情報 現在、過去と若干の将
来、計画と管理、短期

③
狭い 責任範囲、 内部情報、過去、

管理、 日々

'
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4}オ ン ライン ・リアルタイム技術の進歩

5)TSS技 術 の進展

等がこの時代の電算機技 術士の特徴 と考え られる。'

これ等の技 術 も現時点より見れば、明らかに一時代前 の技 術ではあるが、当時はなやかにその革新性 が

宣伝 された第三世代 コンピュータに過大の期待 がかけられた事 を思 えば、 これ等の技術が今迄出来な

かった何かを提 供 して くれそうな期待が生 れ、 それ がMIS形 成 への思考 につなが った事 も当然の事

の様に思われる。

Ll.2訪 米MIS使 節団

1967年10月 奥 村綱雄氏 を団長 とする 「MlS使 節 団 」が米国に派遣 され、米国MISの 現 状 と

動向を視察 して帰国 したが、 この使節団の帰朝後の報告 と民間及 び政府 に対す る各種 の提言を契機 と

して、わが国 におけるMISへ の 関心は ブーム的な高ま りを見た。

報告 の要点は、米国にお けるMISは 現在発展の過程にあり、これについての 明確な定義 は確立 して

いないが、 今見えざる革命 として静かに着実に進展 している。米 国の大企業 はMISの 実施に当 りあ

らかじめ経営 上のニーズを徹底的に検討 し、経営 目標 を明確に し、 その上で達成 さるべ き究極的 な構

想を描 き出 している。 しか しその進め方は長期計画の下に着実に一 歩一歩 日常業務 の分野にお ける基

礎 資料の収 集か らは じめ、必要性 に応 じた個別業務 を処理す るサブ ・システムを開発 している。 しか も

この場合常に採算性 を重視 し、 サブ ・システ ムの周辺よ り高 次の経営情報 を付加 しなが ら漸進的に総

合的なMISに 引 き上げて行 くとい った堅実な方法 をとっ'てい る。・tt・

現 在では原価や経理 な どの過去 の実績に関するものから、販売、生産といつた現時点での企業 活動 の分

野に適用す る方向に進んでお り、 さらに これか らの4、5年 間に米 国企業のMISは かな りの段階に

進 み1970年 代 には経営の有力な用具 として トップ ・マネージメン トの戦略的決定 な らびに研 究開

発 など将 来につながる方向 にまで利用 されて行 くもの と見られると している。 き

以上の米国にお けるMISの 動 向を基礎 として民 賦 政府 に対 して行った提言は大略以下の ごとき

ものであった。

(民 間に対 す る提 言)

1)ト ッ プマネージメン トがMIS確 立 に自ら積極的に取 り組むべ きこと。

2)企 業 はMISの 確立 をめざ し総合計 画の下(サ ブ ・シスデムの開発に取 り組むべ きこと。

3)生 産、 販売、会計な ど基幹的業務 の簡素化と標準化 を促進 し、情報環境の整備改 善を計 るこ と。

4)企 業 内にお ける コンピュー タ教 育の計画的継続的実施。

5)中 小企業経営者は コス トの低減 と企業近代化のため コンピュータの利用、特にコン ピュ ータの

共 同利用 を計 るべ きこと。

6)医 療、 法曹、教育等の分野におけるコンピュータ共同利用 の準備の促進。

7)コ ン ピュ ータをめ ぐる労使問題の民主的、科学 的な解決。

(政 府 に対す る提言)

1)政 府、地 方 自治体は行政の効率化の ため総合的、有機的 な行政情報 シス テムを採用すべ きで あ
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る。 その基礎 として行政事務 の簡 素化、デー タ ・ソース(資 料源)の 一元化等 に努め るべ きである。

2)多 次元 にわたる委員会の設置 とPPBSな ど 近代経営 管理技法の積極的導入

3)通 信 回線に よる情報の伝達に関 し法制面、料 金制度等、諸 問題 を根本的に再検討す ること。

4)コ ン ピュ ータ人 口を大量に養成す るため大学、高 専の コンピュータ教育を拡充す ること。

5)コ ン ピュータ ・テクノ ロジーに ょる国際競争力強化のためコン ビューs・ システ ム開発 に大 巾

な財政資金を投入 す ること。

6)コ ン ピュータを中軸とする情報 シス テムが行政、教育、 社会、 経済等 に及ぼす影 響の重要性 に

鑑み これに関す る強力な行政 委員会の設置を検討す ること。

,以上の民間、政府両面に対す る提 言がいわゆる 「MIS提 言 」であ り当時各方面に多大の反響を呼

び、MISブ ー ムの端緒 となった。

1.1.3MIS提 言 とその 受けと り方

以上の提言 と報告に よ り日本 中の ・ンピュ ータ ・ユ ーザ ーは大な り・j・な りMIS旋 風 の"ゆ さぶ り"

を受け、 自らの システムを一度はMIS的 角 度か ら見直すことを迫 られることとなった。

とは云 うものの何れの ユーザーも当時 これが米 国VCk・け るMISの 代表例だ とbっ て 示された如 き

高度かつ老大 なMIS体 系を確立す る事は とうてい不可能であ り、 それはそれとしてMISに 対 する

段階的 アプローチとして企業の当面す るサブ ・システム開発 を着実に指向する事 となった様に思 われ

る。'

調 査 団 参加 各 員の 米国MISの 動 向に関 する受けと り方は、必ず しも一 様ではなく、各人各様q受
'
けと り方が うかがえるが、殆ん ど共通 して強調せ られ ている点は

1)MIS確 立 に対す る トップ ・マネー ジメ ン ト参画の重要性

2)総 合 的長期的計画策定の重要性

3)サ ブ システ ム積 み上げ の重要性

4)大 容 量 ファイル作成の重要性 と技術的可能性

5)TSSを は じめとする オンライン ・リアルタ イム技術の重要性 と可能性

等 を指摘出来る ように思われる。 これ等の 指摘は現時点 より見て も相当に当 を得た もの と思 われるが

MISを_つ のコン ピュー タ ・シ1テ ムとして見る時それがい かに老大 な システムであ って もr企 業

内の閉じられたシステムであり、そこにおいて取 り扱われるデータは企業内のデータであり・ システム脚)連 けいや

他の システムのデータ、 ソフ トウェア等 の リソースの共用、つま りコンピュータ ・ネ ッ トワークとレて

の思想や発想が全 く見 られないのは この時点での システムに対す る発 想の一 つの限界 を示す もの と見

る事が出 来よう。事実 この時点 より1、2年 を出ず してNIS(Nationallnformation

S,、t。m)の 発 想 柱 ・り、MISの 最SgWt企 業 綱 的れ べ・レを達成するためぱ ・ステ鋼 の

デ ータの連けい(外 部情 報 データの取 り込 みと利用)が 不可欠であるとの思考が打 ち出 され同時に

デー タのセキュ リテ ィ、 情報の プライバシー等 の思想 が現われは じめてい る事はMIS-NIS－ コ

ン ピュ ータ ・ネッ トワークと続 くその後 の発 展の系譜 として興味 あることである。

.(Nisと ・ ン ピー ・ ・ネ・ ・ワーク思想がその源流を同 じくするかどう力綱 らJO'では ないが全
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く無 関係 とする事は出来ないであろ う。)

当 時の論 調と してMlSを 論 ず る時それを以下の3つ の階層に分けて説明す る事がa」般的であ った

ように思われる。

1)オ ペ レーショナルMIS

2)マ ネジ リアルMIS

3)戦 略計 画M工S

これ ら各階層別MlSの 特 徴 とする点は表1の ごとくであるが、前述の ごとく戦略計 画MISに と

って最 も重要 な要素は、予測 とこのため必要 な外部情報(デ ータ)で あ り、 これをい かに効率 よ く入

手 し、自らの システムの 中に とけ こませ るかが、このレベルのMISの 成 否 を左右す るもの と云え よ う。

MISブ ー ムに"ゆ さぶ り"を かけ られたユーザー各社が、それに もかかわ らず敢て高度なMISを

目標 とせず当 時殆ん ど完 成または着 実に進行 中であったオベレーショナル ・レベルのMlS完 成 とマ

ネジリアノレ・レベルMISの 段階的発展を当面の 目標と して、地 道な機 械化進展の道 を選ぶ事 とな った

のは当時か ら既に見られたMIS論 議 が抽象的に過 ぎるとの批判を別に して、 当時 の コンピュータ・シ

ステムの限界と して この外部情報の効率 的な取 り込 みの困難 さがその重要 な一 つの原因ではなかった

かと思われる。(こ の困難 さは多少の程度の差 こそあれ現在で も継続 して存在 している。)

この外部情報取 り込みに対する発 想が、磁気 テープ等の媒体に よる情報の交換の段階 を経て、TSS技

術 、デ ータ伝送 技術、 データ ・ペ ース技術等 の進歩 と共に 次第に コンピュータ ・ネッ トワークの発 想

につ なが って行 った ものと思 われ る。

1.1.4代 表 的kMISの 例

当時米国における典 型的なMISの 実例 と して以下のごときシステムが紹介 されるの が一般であ っ

た。

1)ア メ リカ.ン・エァ ラィンズ社 のSABERシ ス テム

2)ウ ェメテ ィング ・ハ ウス社のTOPS

3)ロ ッ キー ド・エアク ラフ ト社の インター ロック.シ ステム

4)MITプ ロジェク トMAC

これ等 システムの詳細は省略す るが現時点 よりこれ等 を見れば、戦略的 レベルMISと 言 える程 の

システ ムは どう も見当らない ようであ り
、 その大 部分がオペレーシ・ナ・レ・・ぺ・暗 い し若干 マネジ

T〕アルMISの レベルに達 してい る事が うかがえる程度の システ ムで あり
、何故 あれ程やかま しく戦

略的意味が強調 せられたのか不思議 な気 がしないで も左い。

代表例に見 られるシステムをMISの 角度 よ り総括的にながめれば

1)MISは かな り低 次の レベルの ものであ って も売文 な システムであること
。

2)MISの 概 念が(a)情報 処理 の迅速化
、(b)意志 決定 の適確化、(c)定 常的 管理の効率化の3点 を含

まねはな らぬ とすれぱ、代表的 と云われるシステムで も多 くの疑問が あること。

3)さ らに意志決定の メカニkム
、 経営戦略検討の プ・セスを考 えると必ず しもこの よ うな システ

ムを拡大 し積 み重ねてい くだけでは高 レベルMlSに 到達出来そ うもない
。

一5一



ー

Φ
一

家1各 階 層 別NISの 特 徴

階 層 シ ス テ ム 機 能 デ ー タ 技 法

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

予測情報 PPBS

戦 略 計 画 ト ッ プ ・ マ ネ ジ プ ロ ジ ェ ク ト ・ 戦略目標と方針の設定
外部情報 リス ク ・ア ナ リシ ス

MIS メ ン ト シ ス テ ム 長期企業モデルの作成
不定期情報 シ ス テ ム ・ア ナ リ シ ス

イ ン ダ ス ト リア ル ・ダ イ ナ ミッ ク ス

ト ッ プ ・ マ ネ ジ

掌

内部情報
シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

マ ネ ジ リアル

Mis

メ ン ト

ラ イ ン ・マ ネ ジ

ト ー タ ル ・ シ ス

テ ム

総合同時管理

例外管理 鷹 霞鰍) 多変量解析

イ ン ダ ス ト リア ル ・ダ イ ナ ミ ック ス
ヤ ー 期間情報

内部情報
定型管理の 自動化

オ ペ レー シ ョナル

MIS

現 場 管 理 者 サ ブ ・シ ス テ ム 例外管理
、 麟 個別の躰 的)

リニ ア ・ プ ロ グ ラ ミ ン グ

待 合 せ 理 論
リポー ト作成

日々の情報

、 、



,

、

,ら
匂

意志決定、経営 戦略への役立 ちは サ ブ ・システム整備の延長線上 に出来る ものではなく、外部情報の取 り

込 みと自らのシス テムへの融合 を前提 と した経営戦略の メカニズ ム解 明には じまる経営科学的 アブ・一チ

の 延長線 と進 歩 した電算機技術の高度な可能性 追及の延長線上に求 められねば な らぬ ことが当時からおぼ

ろげなが ら感 じとられていた ように思 われ る。

これ等 の議論 とは多少見 る角度 を変 え、代表例 をコンピュータ ・システムとしての角度 より見れば、何 れの

システム もす ぐれたファイル ・マネージメン ト・システムと見る事 が出来 よう
。当時においで もMISは

最 上等の ファイル ・マネー ジメン トである との論調が見 られることは その後 のデータベ ース ・マネージメ

ン ト技術の発展を示唆する ものと見る事が出来 よ う
。

代表例に示 される システムは何 れ も当時としては2大 なシステムであり、大 システム即MISと 見 なされ∫

た感 がないで もないが;現時 点 よりこれ を見れば、そ れ程驚 くようなシステムと も思 われない。 これは勿論電

算機その ものの進歩のほか、大容量磁 気 ディスク、データ伝送技術、 データ ・ベ ース技術等 のその後の長足の

進歩に負 う所 が多 く、当時ブーム的に騒 がれたMIS作 りも、結局 この ような技術面の 制約下 で議論のみが先

行 した観がないで もない。

1.L5MISの 経験

MISブ ームは昭和43年1年 間でアッと云う間に終った極めて短いブームであった
。(ち なみに昭和43年 版コンピ

ュrタ 白書はまさC'(MIS特 集の観がある奈44年 版 白書にはMISな る文字は全 く見当 らない。)

しか しこれをMIS思 想 その ものの終えんと見る事 は勿論 正 しくないであ ろう
。 第一世代 コンピュータ

が事後処理業務 を中心 としたデータ ・プロセ シングを可能に し、その抽象的概 念がIDPで あ った。 第二

世代コン ピュ ータは総合的事後処理業務 の機械化を可能にし、その抽象的概念 として トータル ・システムが

生れた。 さ らに第三世代 コンピュ ータは定常的(一 部非定常的)判 断業務 の機械化 を可能 としてMISな

る概念を生 んだ。 この ように見て くれはMISな る概念 も或る時代の機械化 を指導 す る理 念 であ り、MIS

が求 め、MISが 指 向した ものはその まま 今日で も生 きていろとい うべ きである
。

ただユーサーはMISの 段階 を認 識 し、 真の企業 の=一 ズと現時点での コン ピュ ータ技術の可能性 に基

礎 を置 き、地 道なシステム作 りの道 を選び、MIS、M工Sと 騒 がな くなっただけの事であ る。

当 時の電子計算機にまつわる技術の みを もって しては、MISの 高 次レベルの達成は結局不可能 であ り、

この 意味ではMISの 高 次元論議は抽象論 議の先走 りであ ったと見るほかはなく
、現在 もう一 度データ ・ペ

ース技術
、 コンピュ ータ ・ネッ トワーク技術 を含 む進 歩 したハー ド・ウェア、 ソフ ト・ウェ ア技術の下 で

や り直す べき時期が来ているのではあるまいか。

1.2企 業 における情報

1.2.L企 業 活動 と情報

(1)企 業 に於ける情報 の考え方

企業 とは、 あ らゆる活動 を通 じてそ の価値を実現する機関である。そ してあ らゆ る企業活動は、 これに

並行 した情 報活動を伴っている。企業は、これ らの行動にょり発生する出費(コ ス ト)を 極少化 しつつ、

その実現す る価値 を極大化する事 を 目的 としている。あ らゆる企業の 行動は、 この 目的の達成に貢献す る
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事に よってのみ正 当化 され得 るのである。

もとより、 社会的 コンセンサスとしての価値観が多様化 するに伴い、企業 の追求 すべ き「価値 」が

収益の みに止 ま らず、種 々の社会的価値の複合体にな りつつある事 は、企業 が社会的存在 である限 り

当 然の事である。 しか し企業の実現す る価値の尺度は何であ れ、企業行動の基本原理 が最少のコス ト

で最大 の価値 を生 む システムの追求 とその運営にある事 には何の変 わ りもない。

企業の情報活動 も、 この原則 の適用を免れ るものではない。企 業は、情報の生み出す価値を極大化

しつつ、情報活動 の コス トを極少化 し、情報 活動 を1最 も効率的に、 価値の創出に結びつけようとす

るであろう。

ここでは、企業の あらゆる面での情報活動 を広 くとりあげ、 それが具体的にいかなる行動 となって

あ らわれるかを例示 した後、 こうい う情報がいかなるパ ターンを経 て企業 の価値創出に結びつ くかを

考えて、企 業にお ける情報 コス トの分析に入 りたいと思 う。

(2)工 場 建設にお・ける企業 行動 と情報活動

先ず、一般的 な企業行動の 最 も基本的 な出発点 となる 、工場建設 とい う行動に、情報活動 がいかに

関連す るかを例示 したい。.

新 しく工場 を建設 しょ うとする場合、企業は先ず、 あ らゆる情 報 を入手 しようとする。実験結果、

文献、 見積 書、 あ るいはパ テン ト、 ノウハウ等、技術的情 報に止ま らず、 工場建設予定地の社会環境、

必要建設資材の市況、 工事発 注予定先の技術水準 や経営 情況等、 入手すべ き情報は多様 であ る。

この様に、.工場建設作 業は先ず、情報入手活動 からは じまる。 こうして入手 された情報は多 くの場

合、 建設チ ームのファイル キ ャビネッ ト、又は 中央情報 セ ンターの コンピュ ータ、あ るいは場 合によっ

ては担 当者の頭脳に蓄'積 され るであろ う。

工場の レイア ウ トを決定 し、 設計 を行 う段階では、 これ ら蓄積 された情報は、 それぞれ検索 されて、

選択 される。検索の作業 は、 コー ドに従 って何 らかの形のフ ァイル から引 き出 され る場合 もあるが、

情報の蓄積 法が多様であれぱ、そ れに従って検索法 も多様 にな らざるを得ない。例 えば、 ある特定の

情報 が、担 当者 あるいは其の他の経験 者の頭脳の中にの み蓄積 されてい る場合は、 その検索法 は、 そ

の人 と会 って話 を聞 く事以外 にはあ り得ない。

工場設計の作 業は、その まま、情報の解 析加工の プロセスに他な らない。設計担当者はあ らゆる実

験デ ータを解析 し、機器 の強度 とコス トを推定 し、流量 と容量 を計算 し、 あち ゆるデー タを、 設計図

に集約せ しめるのである。 この 段階 では、 コン ピュ ータが大 きな役割 をはたすであろう。

こうして出来上 った設計 図、 仕様書、 などを利 用 して、工場建設 が実行 される。 こ うして情報入手

作業 からは じまった工場建設作業 は情報利用に よる工場建設の実行 にょ り完結す るのである。 ここで

情報の入手 から利用ーまでの各過程での、情報の処理 の巧拙 が、 結果 と しての設計 図の優劣を決める事

にな り、情報 はた くみに利用 された場合、 より安価 な・ より安全な・ より効率的 な工場の建設を可能

にするとい う'形で、 企業 の価値に貢献するのである。

一方
、 こうして利用 された情 報は新たに蓄積 された情報とな り、社 内の他 部署 からの検索の対象 と

なると同時に、情報 自体が ノウハ ウ又は、 パテン トとい う形で販売の対象 とな り得る事に、 ここで注
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(3)販 売 活動 における企業 行動 と情報活動

一方では
・企業の最 も日常的な行動である販売活動に於ての情報活動は、 らかに して行 われている

で あろ うか。販売め行動様式は、 業種に より、又企業にょ り大 きく異なるため工場建設の例の様に一

般化 された論議は困難であ るが、 今、あ る 自社製作の製品を販売 する場 合を考 えてみよ う
。

交渉に出かける販売員の頭の中には、取 引に関す る情報がつ め込まれ ている
。 これ らは例 えば、 コ

ンピュ ータから打 ち出 された 自社の売上実績
、 今日現在の受注残 在庫状況等 のデータや、研究所で

作成 した品質評価の結果の様な ものから、酒席でひろった取引先の噂話に至るまで、多種多様である.

これは全べ下・実験室での実験から・深夜の酒宴に至るまでの、多様な情報入手活動の結果入手され

蓄積 された情報である。

これ らの情報 は、販売員の頭の 中で総合され
、 自社製品の位置、取引相手のニ ーズ、 等の形で整理

,

されるであろう。 これは、 意識す るか否かにかかわらず
、情報 の解 析、 加工 の プ・セスが実 行されて

しへるとい う事にほ かな らなレ・。

こうして解析加 工さ れた情報は・交渉の場で大 いに利用 されるであ ろ う。 それと同時に、 交渉の場

では会話 を通 じて新 らしい情報 が入手 され、 これが瞬間的に解析 されてた だちに利用 される とい うプ

ロセスが並行的に進 行 して行 くのである
。

ここで注意すべ き事は、 この場 合情報は、 価格や販売量のオ ファーを決定 した り、販売戦略 を作成

した りす る意志決定 に応用 されるだけでな く、 む しろ、 自己の持つ情報を相手 に伝達す るとい う事で

利用 され るとい う事である。 自社製品が、 いかに高品質で しか も買 い手 にとって有利であるかを、販

売員 は買い手に納得させ ようとするであろ う。そ の為には、販 売員は自己の持つ情 報を慎重に選択 し

て相手 に与える事であ ろう。 そ う して、 これ らの情報は相手に伝達する事 にょっては じめて利用 され、

拡販 につなが り、企業に とっての 価値 に結びつ くのである。

こうめ 情報伝達の作業を・より馴 的に・ より技術的に筋 のが宣伝 ・広報の醐 である.・ れ

は販売促進 のみならず、企業に対する社会の好感度を高める事 を通 じて も
、 企業に とっての価値に結

び つ くであろう。

企業の情報醐 は・ 以上の例 であ げた工場 建設と販 売の例に限 らず
、あ らゆ る企業活動にと もない、・

それと並行 して行われてお り、企業 に価値を創出すると同時に、 コス トの発生源 と もな っているので

ある。

L2.2企 業 にお ける情報 の価値

(1)情 報 の価値創出の プロセス とパタ ーン

以上 見て来た ように、 企業行動は、常 にこれと並行 した情報活動を伴 っている
。 この情報活動 は、

以上 の例か ら も明らかな様 に一 解析加工 利 用

とい うプロセスを経て、.企業に とっての価値創出に結びつ くのである
。
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従 って、情 報の価値は即 ち 「利用 」の段階でいかに企業の 目的 に貢献 するかで計測 される。 それ以

前の プロセスは全べて、 「利 用 」の段階に必要 とされる情報 を、 効率 的に準備する プロセスであ り・

企業に とって情報 に価値を創出せ しめる必要条件では あるが、価値 の創出に直接結びつ くものではな

い。それでは企業 によ り、 情報はど うい うパ ターンでどうい う価値創出に結びつ くのであろ うか。

前述の例の中に見られ る様 に企業 に ょる情報の利用 には大別 して三つのパ ターンがある。一つは情

報を応用する事に より、 自らの判断、行動 をより有利にするとい う形であ り、先の工場建設の例で見

られ る情報の利用は、 この パ ターンでの情報利用で ある。二 番 目のパ ターンは情報 を外部に伝達する

事により、 外部の判断を 自己に有利 な方向に誘導する事を通 じての価値創出であ り、販売員の側でふ

れた様に、 この パターンでの 情報利用は、 それに特化 された広報宣伝 活動 に限 らず、 日々の 交渉事全

べてにわたって取 り入れ られている。第三のパターンは情報 自体を販売することに より利益 を得 る方

法であ り、 らわゆる情報産業の例以外 に、 一般企業 も例えば ノウハウ ・パ テン トの販売 とい う型で情

報販 売の利益を得 ることが出来る。

これ ら三つのパ ターンを通 じて利用 される情 報は、 その生 み出す価値 にょって、それぞれ四分 され

るで あろう。

即 ち、(i)増 収増益、⑩ 不確実性 の減 少、帥経営環境の改 善、働 内部管理の充実てある。企業の情報

活動はすぺて、 最終的には これらの価値を生 む様に情報 が利用 される事を 目的として行 われているの

である。,'

(2)情 報 の価値創出の計測

それ ならば、 これ らの価値 とは、 それぞれど うい うもので、 そ れは計測 することが可能であ ろうか。

第一にあげた増収増益の効果は コス トダウン、 拡販、 付加 価値の増大等の効果 である。 とれは企業

に とって先ず追求すべ き効果であ り、前述の例 の中に もくりかえ しあ らわれている。 この効果 を生 み

出すパターンが情報の応用 であ れ、伝達 であれ、又は情報 自体の販 売で あれ、 この効果は企業 にとっ

て、 金銭の タームで直接計 測可能で ある。

これに対 し不確実性 減少 の効果 とは情報 の利用に より、将 来鉛 こ り得 るべ き事に対する予見の確度

を高め る効果 を云 う。 これは、 しば しば情報の価値を代表す るもの と して取扱 われる効果で もある。

この効果は例えば 「期 待利益 」の推定等、 種々の方法で推計 する事は可能であるが、一般的 には金

銭の タームで計測 する事は 出来 ない.し か し不確実性 減少の効果 を持 つ情報 の中には、生 産プロセス

の改 良に関するノウハ ウや特許情報又は 社会、経済、市場情況に関ずる調査結果 など、情報 自体と し

て販売する事の可能な情 報 もある。 これ らの情報の販売に ょる効果のみは、 直接に計測可能で ある。

三番 目の経営環境の改 善の効果 とは、企業の立たされている環境を より良い ものと し、 より効果 の

ある戦略的行動をと り得 る様 な情況 をつ くる事を云 う。例えば、 いわ ゆる企業 イメージの改 善 とか・

外部の関係者 との友好関係の樹立とか、又は、企業の社会的地位 の強化 とかが・ ここでいう経 営環境

改善の効果 と云えるであ ろ う。 ここでは企業 の持つ情報は経営環境改 善の方策の決定 に応用 される と

い う以上に、それが伝 達 され、 納得 され る事にょり、 価値創出に結 びつ く事が多い。

この効果 も一般的には金額 的に計測 出来 ない。 しか しなが ら、経営環境 づ くりの如何が資金調達の
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可否を決め、 人材登用 の範囲を画 し、又 は新規立地の実現 を左右 するなど、 直接金額 タームでは計測

されない重大 な効果 を生む事は広 く認 識 されている。

最後の 内部管理 の充実 とは、企業 の姿を正 しく把握 し、敏速に行動出 来る様な体制をつ くり、 より

効率的 な価値追求 を行なえる様 な内部管理 体制 をつ くり、運営 する事を可能 にする様 な、情報利用の

効果である。

この効果 も例えば管 理体 制 の 合理 化 による人 員 縮 少 の様 に、 一部計測可能 なもの もあるとはい

え、一般 には計測で きない。 ただ、経営環境の改 善や、内部管理の充実 に資する様な情報 も
、 これが

例 えば、 ソフ トウェア販売 とい う様 な形で、販売可能 な場合 には計測可能 な価値に結 びつ く事は云 う

まで もない。

ここで以上述べた所 をま とめると、下の表2の 様 になる。 ここではその生 み出ず価値 が直接金銭の

タームで計測可能 な もの を○、 そ うでない もの を×であ らわす。

表2情 報の利用と効果の計測可能性

増収増益
に資する
情報

不確実性減
少に資する
情報

経営環境
改善に資
する情報

内部管理
に資する
情報

情出
報パ
の

価 多
値1
創 ン

応用に よる価値 ○ × × ×

伝達 〃 ○ × × ×

販売 〃 ○ ○ ○ ○

○:直 接 的に金額 タームで価値が計測出来る もの

×:直 接的に金額 タームで価値が計 測出来 ない もの

',・

∀

(3)情 報 の 負の価値創出

ここまでは、 情報の価値創 出に ついて述べたが一方 では、情報は負の価値(・ ス)も 隼 む事に注意

しなければ ならない。 ここでは負の価値(ロ ス)の 創出に応用、 伝達、 この2つ のパターンを考 える。

(こ の場合、情報の販売 による ロスー 例 えば ノウハウ販売に よる将来の市場 の喪失 一 は販売条件

の 中に既 に組 み込まれている もの として、 ・スとは考 えない。)応用 の ロスは誤った情報、又は正 しい

情報の誤用に よる ものであ り、損害は甚大 である。 しかし企業の情 報活動を考 える時、 より本質的な

・スは情報の伝達
、特 に意 図せざる伝 達(漏 洩)と 意図せざる主体による利 用に伴 うロスである。企

業 が競争社会 に生 きてい る限 り、 必らず秘密の情報 を もつ ものであ り、 これ ら情報は 自社及 び限定 さ

れた主体に よる利用 を前提 とされている。 これらの情報が競争相手 のみな らず、意図 せざる第三者 に

ょり利用 された時には思わぬ損失につながる結果 となる。企業の情報活動 の一 面として こうい う事態

の防 止の為 に も、努力が払 われてい る事を忘 れてはな らない
。

(4)企 業 にお ける情報価値 と情報 コス ト

ここまでの分析で、 情報が応用、伝 達、情報の販売 とい う3つ の パターンを通 じて利用 され、企業

にとっての価値創出に結びつ くプ ロセスが明らかになったと同時に、情報が負の価値(ロ ス)を 生 む
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可能性 がある事が指摘 された。

企業は、 これ らの価値を創出 し、 ロスを防 止す る為 に情報活動 を行 ない、最低の コス トで最大の価

値 を生 み出すべ く努めるであろ う。 ここで注意 してお きたい事は、先の表2に 見る通 り、 情報の価値

創出の 中で、金額的に直接計測出来ない もの のウェイ トが極 めて高いとい う事である。 これ らの価値

創出は通常、定性的にのみ把握 されているが、 これ らの価値が発生 しなかった 時に被 る、 「得べか り

し利益 」の損失(オ ポテユニティーコス ト)を 推計 してみると、 これら定性的 にしか把握 されていな

.い 価値 の重大 さが認識 され得 るであ ろ う。

これ ら直接 的に計測不能 な価値創出の ウェイ トづけには、 しかし、企業の体質、経営者の個性に よ

り、企業相互間に大 きな差がある。企業 の情報 コス トの評価、 従 って 情報活動 の範囲は、 この差 を反

映 して、企業相互 の間で大 き く異なるであ ろう。

これ らの事を一応の前提と した上 で企業における情報 コス トの分析に入 りたい。

1.2.3企 業 における情報 コス ト

(1)情 報 入手 か ら利用までの プロセス

以上で情報はkど ういう行動 プロセス又はパターンを通じて、企業にとっての価値の創出に結びつくカを見て来た。

それでは、 これらの価値を生 むためには、 企業はいかなる情報活動 を行い、 そこでど うい うコス ト

が発生 するのであろ うか。

前述の様 に、 情報 は企 業に'入手 され てか ら最終的 に利用 され るま でに

『 →[謬→解析加工 利 用

の プロセスを経る。 情報の 価値が最後の 「利 用 」の過 程では じめて生ずる事は、上 に見た通 りである

が、情報の コス トは、 この全 段階 を通 じて発生 しているのである。

これ らの コス トは、最終的 に利用 された時生 まれ る価値の中に体化 されてはじめて正当化 され る。

ここで、 これ ら各 段階での実 際的な行動 はいかなる ものであ り、そ こで ど うい うコス トが発生 してい

るかを考 えて みたい。

(2)情 報 入手のコス ト

情報の入手 とは、情報 を、 企業の境界 を超 えて企業 内に もた らすあ らゆる活動 をい う。 これには大

別 して2つ の カテゴリーがある。 その第一は、情報の伝達を受ける活動 であ り、社外 にすでに存在す

る情報 を社内に導入す る活動 であ る。第二 は、情報の生 産活動 であり、 これは、新 ら しい情報 を社内

でつ くり出す活動である。 それぞ れに伴 うコス トをここで概観 してみたい。

先ず第一の、情報の伝達を受けるコス トには、純粋の情報購入費用 と・情報 交換 の活動 を通 じての情

報導入の 費用 がある。情報購入の費用 とは、書籍1出 版物の購入費や、委託調査費、 ノウハ ウ料、特

許料等 の出費であ り、対価が確定 していて、具体的な金銭の授受がと もな う。 これに対 し、 情報交換

の活動を通 じての情報導入の費用 とは、伝聞、 交信等 に ょる情報入手の コス トであ り、企業 のコス ト

の内、 接待 費の大部分、出張費用の一 部、通 信費の一部等は この カテゴ リーの情報 コス トであると思

われ るが、 明確な境界は引 き難い。
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第二の、 情報生産の コス トは、具 体的 には実験、試験、研究費がこれたあた るが、情報 の生 産は、

これ ら情報生産のための意 識的活動 に於ての み行 われているのではない
。例えば、 製品生 産の現場で

は、工場 の運転は即 ち、製 品生 産の活動 であると同 時に
、工程管理に関 する情報の生 産活動 で あり、

販売の現場では、販売活動 自体が、情報の入手活動であると同時に、市場、 社会 及び業績 に関ずる情

報の生産活動 で もあ る。 この様に、企 業の 日常活動の現場では、意識的であるか否かにかかわ らず、

日々の活動を通 じ新 らい(情 報 が刻 々生産 され ているのである。 これらの情報生 産の コス トは、 外見

上 ゼ ロとしてあつかわれるが、 しか し、 こうい うゼロ費用の情報が、 しば しば大 きな価値創出に結び

つ く事 に留意 してお・きたい。

(3)情 報'蓄積 と検索の コス ト

第二 段階の、情報蓄積の アクテ ィビテ ィーとは、入手 した情報 を取 り出 しやすい方法で保 存管理 す

る事である。 この活動は、場合 によっては、書類 をファイルに整理 する事によ り、又はデ ータを コン

ピューターにイ ンプッ トする事に ょり
、又は単に、担当者が記憶する事にょ り実行 される。

第三段階の、検 索とは、 これ ら蓄積 された情 報を取 り出す作業で あるが、蓄積の方法に より多様な

手 段がとられる事は、1.2.1で み た通 りで ある。

これ らの段階で発生 する費用は、デ ータバンク、検索サ ービスの利用費、 コンピュータの費用、社

内情 報セ ンターの 経費、 ファイル保 管費用等、情報の蓄積形態によりさまざまであるが、 一般 的にこ

の費用は、企業には受け入れ られ難い傾向にある。

これは情報が、企業 の構成員の知識、 あるいは経験 とい う形で蓄積 され
、伝 聞とい う形 で検索 され

るとい う外見上ゼ ロ ・コス トの システムが思 レ・の ほか有効に働いているため
、 情報蓄積及び検索に対

する追加的出 費が経済的 に正当化 され難い ことに もよるが、それ以上に、企業 に於 ける情報 の基本的

性格 に よる所が大 きい。

企業にとり、情 報の蓄積、検索 の システムに対する出費が正当化 され得るために は、(i)蓄 積、検索

されるべ き情報量 がある一定 水準 以上に達 し、(のその情報 が、部署間共通 に利用 され、 ㈹反復利用 の

機会 が多 く、働 しか も反復利用の頻度 が予見出来、(V)さ らに、 必要に応 じて社 外 より情 報を入手 する

事が、社内の検索 システムか ら検索 する事に比して、困難であるとい う様な条件 が満足 され なければ

な らない。 ところが、企業に於 ける情報は、特定 目的のために反復利用 される ものは多いが
、一般的

に反 復禾11用の頻度は小 さ く、将来の ニーズに対する予見 も、時 々刻 々変化 し、部署間の共通性は少 な

い。企業 の情報の内、上記の条件 を満足する ものは、業績管理に関す るデ ータ、 人事及 び勤務状況に

関 するデ ータ、特許情報等 に限定 され るのが一般的であろう。

一方
、 本格的に情報の蓄積、検索 システムを実施 しよ うとすれば、入手 され る情報及 びこれに対す

る将来のニーズ を想定 したシステムを設計 し、 さらに、企業に於て しば しば見 られる事であるが、 将'

来 の ニーズが変化 した場 合に、 シス テムを修正 し、既 蓄積情報を再整理 し、 それを 日常的に運営 しな

ければならない・そのためには、莫大 な人件費、 ハー ドウェアとスペースの コス トが必要であ る。現

状の技術 水準では、 これ らの出費 を正当化する様 な分野は かな り限定 された範囲に止ま る事は当然で

あ ろう。
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しか しながら、将来 の技術 開発によ り、安 価で弾力的 な、情報の蓄積検索 システ ムが・経済的に正

当化 され得 る範囲 内で可能になれば、 より効率的な蓄積、検索 シス テムに対するニーズは高い。

(4)情 報 の解析 ・加工 の コス ト

第 四段階である情報の解 析、加工は、企業の情報活動の 中核をなす ものであ り、情報 を価値 に結び

つけるべ く準備 するキーポイン トである。 この 段階では、先 にふれた 「利用 」段階での価値創出のパ

ターンを意識 して、デ ータの整理、 統合、解析、加工が行われる。その結果、情 報に 「応用 」に ょる

価値創出を求める場合 には、 応用 され得る形式での図面、 表、 レポー トとい う様な ものに情報は集約

され、 又情報 が伝達又 は、販売 とい う行為による価値を追求する場合には、 受け手に受 け入れられ、

理解 されやずい形 に情報 は作 りなお される。 この場合特 に、先 にふれた、情報に よる負の価値創出の

回避には万全の注意が払 われるであろう。

これ らの アクテ ィビティーの コス トを考 える場合、 ここで も、 社外の サー ビスを導入するコス トと、

社内での用役 に ともない発 生す る コス トとに分 けて考える ことが可能 である。第一の、社外のサ ービ

スを導入す るコス トは、例えば、社外の計算 センター、 コンサル タン ト、 エンジニア リング会社、設

諦 務所、弁理士、弁護士 事務 所、 ・ピー ライ・一、 デザ イナー等の サー ビスに対する費用力三これに

あたる.こ の場合には、情報 ・ス トは 「対刷 とい う形 で明確碇 議 す碑 が可能 であ り・情報入手

コス トの場合 の 「情報 交換 を通 じての情報導入 コス ト」(例 えば接待 費)の 様に・情報 コス トの境界

領域にある様 な ものは少 ない。

一方
、 社内での情報の解 析加工の コス トは、 これに比べると定 義が困難である。いわゆる本社戦略

部門の費用、 コンピュータの 費用等 は、大部分が情報の解 析加工の費用 と思われるが・其の他に も・

販売、購買、人 事労務 等事務 部門の コス ト、設計、生産、 品質管理等 の部門の コス トの中に含 含まれ る

情報の解析加工の コス トの ウエイ トは極めて高い もの と思われる。

(5)情 報 利用の コス ト

これらの段階 を経て最終的 な情報の利用が行われるわけであるが、情報利用のコス トは・利 用のパ

ターンにょ り大 きく異 なる。

情報が 「応用 」とい うパターンで利用 される場 合は、それに伴 うコス トは小 さい。叉、情報の販売

にょ り価値 に結びつける利用 パターンをとる場合 も、い わ ゆ る情 報 産業 の セールス活動を除けば一

般企業 による情報の販売 に要する費用は、 ノ ウハ ウ料 等の交渉に関す る費用 のみ と考え られる。

一方
、伝 達に ょる価値創出 を行鉛 うとする場合には、 これに要す る情報費用は莫大である。

伝 達の情報 コス トも、 他の情報 コス トと同様、 社外の サービスの購入 と、 社内での用役の利用の2

つの カテゴ リーに分ける事が出来 る。 社外の サー ビスの購入 とは、 社外 にある伝達機関の利 用であ り、

テレビ、 ラジオ、 新聞、雑 誌等の メデ ィアに支払 われる広告代金がその最大の ものである。 これは・

金額的に把握 する事 が可能である。.

一 方
、社 内に発生 する情報の伝 達コス トは、例えば パンフレッ ト、製 品仕様書、年次報告書等の製.

作 、配布の コス トであ り、 これ ら も、 比較的容易に把握 する事が出来る。

しかしなが ら、情 報の伝達 は、それ以外の 日常活動 の中で も行 われてお り、 これ が情 報にょる価値
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創出につながる事は、 すでに述べた通 りである。 これらのコス トは、販売、 購買等の、本社事務 部門

の運営費、接待 費の一部、等 に含 まれてお り、 情報 コス トと して金額的に把握す る事は困難 であ る。

(6)情 報 コス トの配分

この様に、情報は入手の段階か ら利用の段階に至るまでの過程で、それぞれに、種々のコス トを発生せしめ

ている。これをまとめると、次の表3の 通 りとなる。 ここでO内 に示 したのは、情報 コス トが一部含まれ

た費 目であ り、情報 コス トプロパーと して分離 する事の困難な もの である。

これ ら費用の相互 間の関係は、情報利用のパ ターンと効果が異なるにつれて:業 種業 態間で大 きく

相違 するであ ろう。例fttt、 情 報 を、広告宣伝 による伝達 とい うパ ター ンで 多用 し、ーこれが増 益に直

接結 びつ く消費者物資 を販売 する様 な業種では、宣伝費 とい う形での 「情報利用 」の コス トの 比重 が

大 きくなるのに比 し、市場環 境が安定 してお り、社 内管理 体制 の合理化に よってのみ収 益を増加 させ

得 る様 な製造業 では、情報 の応用 によ りコス トダ ウンの効果 を上げ るべ く、解 析加工に努力を集中す

るで あろ うし、又、既存の事業 に加 え導入技術で拡大 を図る企業 は、情報入 手に出費 をお しまないで'

あ ろう。

この様に、情報 コス トの、各段階 への配分は企業 の環境、 戦略、価値観に よ り大 き く差があるが、

上の表 から も}般 的に云い得 る事は、特に情 報の蓄積、検索の段階 への コス ト配分の少ない事である。

これは・前述の様 に、企業に於け る情報の基本的性格に よると同時に
、'現在の所では、 この 段階で の

「ゼロ ・コス ト ・アクティ ビリテー 」に比 して機 能差に より正当化 され得 る範囲 内の コス トでこれ ら

の段階 を有効に カバーする手 段が開発 されていない事に よる ものである
。

⑦ 企業にお ける情報活動 と、 コンピュータ ・ネ.ト ワーク

以上見て来た様に、企業 の情報活動は、最終的に、情報の応 用、伝達又 は販売とい う形で、企 業の

価値に結びつ く事を 目的 と して、 これ らの価値を超 えない出費の範囲 内で行 われている
。 しか しなが『

ら、 すでに(4)で ふ れた様に、 これ らの価値の 中には定性的に しか把握 されていない もの も多 くあ り
、

又、1.2.3に 述 べた様に、 情報 コス トの 中に も、情報 コス トとして分離す る事の困難な ものが多い
。

これらの評 価如何に よって企業 の情報活動の範囲 及びサー ビスに対するニーズは大 き く異なるのであ

る。

そ うい う情況の もとで、 コン ピュータ・ネットワーク・システムが、企業の情報活動に メ リッ トを与 え

得 るとすれば、それは、情報 の蓄積、検索及び解析加工の段階 での
、 コス トダ ウンに貢献す る事 を通

じてであ ろう。

しか し、一般的に企業は、情報 の解析加工の プロセスには、 あま り大 きな不満は感 じていない。現

在利用 し得 るコンピュ ータの能力を超 えて、 ネッ トワークを駆使 する必要 があるほ どの ニー≧は
、 近

い将来に赴いて も、一般的 に出て来 るとは考え られない。

一方
・蓄積・検索の 面では、合理 化は必要ではあ るが、現在最 も一般的な、 「ゼロ ・コス ト」の蓄

積、検索法にとってかわるためには、企業に とって極めて低 コス トで利用 し得る ネッ トワークが敷 か'

れ る必要 があるであろ う。

さら'に、 ネッ トワークの張 り方によっては企業にとり、 「情 報 の 負の 価 値 創 出 」につなが り兼ね
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ない事を考 え合わせると、 これの防止のための万全 の処置 をとり、企 業側での危 惧の念を除 く事が必

要である と思われる。

1.5コ ン ピュー タ ・システムの限界 の克服

コンピュ ータが社会 の近代化の担い 手 として登場 しそか ら久 しい。 この間、計 算の 自動化、高速化

の道具 から、,情 報の処理機械へ と進歩 し、情 報システム形成へと大 きな貢献 を した。 しか しながら個

個の利用 の実体では コン ピュー タへの期待 は必 らず しも実現されていない。特 に大規 模なシステムを

構成 した場合 しば しば コン ピュ ータの能力に限 界を感 じさせ られる。 これは コンピュ ータが極めて複

雑 な機械で、機 能が簡単に把握 で きない こと、 またこの1/4世 紀の間の コン ピュ ータの進歩 が余 り

に も急で、何時 も発達過程にあった こと、またその過程で何かが大 きな問題 となって、機械 システ ム

として もバ ランスをとれなかった こと、 さらにその機能 を適確に とらえるのが難か しく、情報処理 シ

ステムとなった場合、 コンピュ ータ以外の構成要素 となじみ難 くか った こと、等 々い くつ かの要因が

考 え られる。

しか しながら、人間の進歩 の物語 りのなかで現れて くる多 くの近代文 明の利器 といわれるものは、

確かに物 質文明での労力節約の探求 の成果 と して、人類 に経済的繁栄を もた らした一方、 物質世界を

超越 したい と願 う知 的開発 の世界では失望を与 えている。 コンピュ ータを労働力を減 らす道具 として

だけではな く、入間の知的能力 を増 強する有力 な手段として登場 し、 人間の望 みと、 その能力の間の

大 きな隔た りをつめ る役割 りを与 えられただけに、 その能力に対する一喜一憂は極めて大 きな ものと

な っている。

自然と超 自然の間の境界が 明瞭でなかった古代で、知的な道具であった魔術は、 特に情報の処理 と

か、 意志の決定の場 では重要な役割'りを果し、 その例を古代ギ リシャ、 デルフ ァイの神託に見ること

がで きる。 コ ンピュ ータは最近の エレク トロニクスの目覚 しい発達で予 想以上に能力を増 し、時には

デルファイの神託に も等 しい期待 を持 たれ るようにな っている。 この ような舞台に立た された コンピ

ュー タ.シ ステムでは、 その能力の限 界の認識が極 めて重要で、運 用如何 では古代の魔術の もた らし

た以上の悲喜劇 を起 しかねない。

以下 コンピュータ ・システムの機能の評価を、 その発達の過程を追 って検討 し、 その能力の限界が、

機 械的 な機能か ら、 ソフ トウェアを含めた コン ピュ ータ ・シス テム、 さらにそれを利用す るく間社会

の システムで、それぞれ との ような形 で現 れるか を見 よう。 そして これ らの限界 を打 破するために・

どの ような技 術的なア プローチがあるか、 また システム ・アブ・一チとしては どんな考え方を とるべ

きかを考えて 見たい。

1.3.1コ ン ピュ ータの歴 史とその評'価の変 遷

(1)パ ーペイジのマ シンとその夢の実現

1g世 紀 の中頃、現 代の コン ピュ ータの基本 原理 をすべて備えていた といわれ るパーペ イジの 自動

計 算機械 が現れて、 コンピュ ータの歴 史が始まったが、 この パーペイ ジの夢は、1世 紀以上た った 今

日ようや く現実 の もの とな ったことを見 ると、このパーペ イジの偉大 さに驚 く以 上に・ コン ピュータ
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表3企 業 に お け る主 な 情 報 コス ト

情報活動
社 外 か ら の 情 報 ・

サ ー ビス 導入 コス ト
社内での用役 実施 コス ト ゼ ロ ・コス ト ・アク テ ィ ビテ ィー

情報入手 ○書籍 ・出版物の購入費 ○試験 ・研究費 o日 常の生 産 ・販売活動等

○ ノ ウ ハ ウ、 パ テ ン ト代 金
を通じての情報入手と生

(接 待費 ・出張経費 ・通信費 ・委託調査費)

産

蓄積・検索 oデ ー タ バ ン ク ・検 索 サ ー Oプ ア イル保管費 o記 憶 と 社 内 コ ミ ユ ニ ケ ー

ビス使用費 〇一部企業での情報 センタ ションとを通 じての蓄積'

一運営費 検索

(コ ンピュータ費 用の一 部)

解析・加工 O計 算 セ ン タ ー ・コ ン サ ル ○本社戦略部門費

.

タン ト利用費 ○ コ ン ピュ ー タ ー 費 用

○ エ ン ジ ニ ア リ ン グ料 金 事務部門運営費 ・設計 ・

o設 計士 ・弁 理士 ・弁護士 生産 ・品質管理 ・研 究開

等手数料 発部門費

○ コ ピ ー ラ イ タ ー ・デ ザ イ

ナ一等 の費用

利 用 oテ レ ビ ・新 聞 等 メデ ィ ア O宣 伝 ・広告集 ・及び文書 o事 務所 ・工場の体制への

利用費 等作成費 情報の体系化
`

○広告代理店 ・他広報機関

利用費
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の期待 され る能力 と、実際との隔た りの大 きさをあらためて認識 させ られ る。HGウ ェル ズの空想科

学小説の世界で しかなかった 月旅行 が50年 もたたない中に実現 したことを考 える と、 コンピュータ

の夢の大 きさと長さは非常な ものであ った といえ よう。

(2)近 代 コ ンピュ ータの開発期

このパーペイ ジ ・マシンが動 かなかった要因である技術 力の未熟 さは、その後100年 た ってハー

バー ドMARKIが で きてか らも、 何年 か続 いてbり 、 トランジス タが発明され、 コア ・メモ リが使

用 されるよ うになって、 ようや く商用 コンピュ ータが普 及 し始めた。 この 間の コンピュータの開発は、

使用部品の進歩、 コンピュータの信頼性、お よびその経済性 とがたがいに追 いかけ合 う形で進 め られ、

いわゆ る世代に よる進展が見 られ る。

第一世代 では使用部品に よる能力の進歩 が特徴で、実際にで き上 った ものの機能、 信頼性、 経済性

は決 して満足で きた ものでなかった ことは、 その 末期の代表的 な コンピュータ、IBM-650の 機

能が今 日の ミニ コン ピュータに も劣 ることを見て も明 らかであ る。

しかしながら、 この世代では、 これ らの不満は何 れ使用す る部品の進歩に よって取 り除 かれ るとい

う期待か ら、 コン ピュータの能力の限界を感 じさ せる ものではなかった。 逆にエレク トロニクスの進

歩が始まって、 コンピュータは無限の能 力を持 ち得るとい う夢 はふ くらむ一方であった ように思 われ

る。

トランジス タとコア ・メモ リに よって、 経済的に商用 コン ピュ ータの実現が可能にな った第二世代

では、入出力装置 の強力 とプログ ラム言語の 開発に重 点がおかれ、 コンピュータ ・システムとしての

形を整 えて きた。近 い将 来の産業構造の改革 の中心と して、多 くの技術 開発が華 々,しく進め られ始め

たの もこの世代で、 コンピュータへの期待は もは やその 開発に直接たつ さわる ものに留ま らず、 まわ

りの人 々に急速に拡がった。

(3)コ ン ピュー タの普及 とつまづ き

20年 近 い開発の成果 を一挙に もり込 んで第三世代の代表的 コン ピュ ータ、IBM-360が 登場

して、 コンビ一夕はさ らに広 い分野に、 また社会 システムの枢要部 へ浸透 し始め、 コンピュ ータ産業

自体 も大 きな分野 を占め るよ うになった。 この世 代にな って初めてコン ピュー タの機能に対 する不満、

期待 外れの声が出ている。 その第1番 目の ものは、汎用商用 システムに対 するもので、主 としてオペ

レーティング ・システムの機 能に対 してである。何 レベル かの システム構成に対 して、 同 じ制御 プロ

グラムで能率のよいマル チプログ ラム機能 を期待 させ たOS-360は そ の約束を果 すのに5年 以上

もかかっている。

第2の つまづ きは タイムシェア リング ・システム(TSS)で 、 同時に多数の人が遠 い所 か ら大型

コンピュータの能力を享受で きる と期待 されて登場 したが、 初期のTSSの 多 くは、専門家の"bも

ちゃ"と い う批判がでる程で あった。大型 コンピュ ータの設計思想に も一時大 きな影響を与え、 オペ

v－ ティ ング ・システムの開発が、このTSSの 機 能の取 りあつかいをめ ぐって論議 を呼ぶ ことにな

った。

この よ うに コンピュ ータのハー ドウェアが一応 安定 し、商品 としての普及が始'まると直 ちにコン ビ

一18一

■

、〉

●

'
τ



、

v

,

ユ 一夕に対 する無限の夢 には、多 くの かげ りがさし始めたが、 これ らの問題の 多 くは、 コン ピュータ ・

シス テムの中にあったので、 ハ ー ドウェア、 ソフ トウェア両面の技術的努 力て、漸次難点 を解決 し、

第三世代の コンピュー タは定 着した。 しかしなが らこの努力の間に、LSI等 多 くの技 術開発があっ

て も、従来のように5、6年 で次の世 代の コン ビューsを 期待で きないことがは っきりし、 第四世代

の声は、3・5世 代 とな り、 さらに時期 の見通 しが得 られな い間にFS(FutUreSystem)と い

う表現へ と変 った。

1.3.2コ ン ピュータの能力の 評価

これまでのべたよ うに、 コンピュ ータの能力には、全体としては 次の世 代への期待換言すれば夢 が

伴 なっていたけれ ど も、その 世代 世代で個 々の機能に対 してはそれ を評価 する"は か り,,が 無 かった

わけではない。演算速度k対 しては、 ギ ブソン ・ミックスが、処理能力の簡単 な表 現には、 メモ リの

アクセス ・タイムが、また コン ピュ ータ ・シス テム間の データの授受に対して は、 チャネル伝送速度

とい った ものが使用 され、 ソフ トウェアを含めたデータ処理能力 としては、 ベ ンチ ・マーク ・テス ト

が用い られている。 これ らの性 能評価のは かりは、それぞれ.はっ きりとした数字で規定 され、誰 で も

それ を確認 することがで きるけれ ど も、 どれ もコン ピュ ータの総合能力 を表 わず"は か り"に ならず、

その点で は一応の 目安に しかな らな い。

最近 では コンピュ ータのデ ータ処理能力を測定 して、 その処理 システムの能率を向上 するための ハ

ー ドウェアまたはソフ トウェアが開発 され
、 かな り利用 されてい るが、 これ らといえど も、 その利用

例での測定 と、 評価を与 え.るの みで、一般 的な評価基準にはな り難 くい。 この よ うにコ ンビュ ー'タの

能力の評価が難 かしいことは、 コ ンピュー タがそれぞれかな りまとまった機 能を持つ多 くの機器の組

み合 せで構成されていること、 機能の規定が極めて難 かしい ソフ トウェアを介 して使用 される所に直

接の原因が見出され る。

しか しなが ら前節の コンピュータの発 達の過程か ら見 られるよ うに、 この評 価の難 しさは寧ろ評価

基準の設定の難 しさにあ る。 さらに極言す ると評価自体を避けよ うとする考え方に も原因があ ろ う。

すなわち現在 において も大型 コン ピュ ータはFSを 目ざしてお り、 その将 来の時点 の設定如何で評価

が大 きく変 る所に問題がある。

このよ うに コ ンピュ〒タの能力の評価は、 その評価の対象の範囲、 すなわ ち、 個 々の構成要 素、 コ

ンピュ ータ ・システム、 さらに コン ピュー タを中心に したデータ処理 シス テム、 といったよ うにつな

が りの輪が大 き くなるに従 って、 評価要 因が多 くなるのみでな く、評価基準 を考え る側の立場の相違

が大 きくな り評価が難 かし くな ると同時に様 々の評価が生ずることになる。

1.3.3コ ン ピュータの能力の限 界

コン ピュ ータの能力の評 価が重要 視され始めたのは、個 々の コン ピュ ータ ・システムの能力の限界

を見極めて、経済的な使い方をして、 次の コン ピュータの開発の方向を見 きわめたい とい う現実的な

理 由のほかに、 コンピュータの能力 を過大視 して新 しいシステム開発 を企て る誤 りを避けたいとい う

考 え方 もでて きていることにょ る ものと思われる。 コン ピュータ技術の驚 くべ き発達は、 これまで そ

の限界 を、見通 しので きな い先 へ先 へと押 し流して きたが
、 技術 の 及 び難 い.要素 が 多 くなるに した
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がって能力の限界を考 えさせ られ るよ うな場 面がでている。

しかしなが ら、 前にのべたよ うに コンビュタの能力の評 価があいまいであることからこの限界 も極

めてあいまいな形で しか把 え ることがで きない。 ここで現在限界が感 じ られ る問題 をい くつか考 えて

見よ う。

(1)コ ン ピュータの大型化の限界

大型 コン ビュー・タの開発 は、 どの世代を通 じて も重要なテーマであった。今 使って いる コンピュー

タが、 さらに上位の コン ビュー～に、 種々の面でつながって いるこ と、すなわ ちシ リーズ、または フ

ァミリーといつた概念 がで きたの もこのためであろ う。 したが ってそのシ リーズの最上位のコ ンピュー

タに限界が生 じたとする と、 コンピュ ータその ものの限界をはっ きりさせ ることになる。物理的な大

きさの限界は、 部品の微小化で当分考え られないが、 複雑化に対 しては設 計上 の問題 とそのオ ペレー

ティング ・システムの開発 の難 しさから期待 した能力を発揮 するまで時間が か 、り、能力の限 界を感

じさせる結果 とな る場合がしば しばでてい る。 しか もその原因の多 くが、 人 間の直接関係する点であ

るだけにその感 が深 い。

② 知的機能を要 求される分野での限界

物体の認識等 のよ うな、知 的機 能を要求 され る分野、い わゆる人 工知能の実現 は・ コンピュータに

託 された1つ の夢で ある。 しか しこの分野では、 これまでの コンピュ ータは多 くの場 合無力で・経済

的な総合的パターン認 識は未だ開発 テ ーマか ら抜けだせない。 この分野では、現在の コンピュ ータ'

シス テムの能力の延長では解決で きそ うに もない問題 が多 く、 この 意味 でその能 力の限 界を知 らされ

る1つ の 分野 といえよ う。

(3)ソ フ トウェア作 成上の問題

コンピュータ ・シス テムで の問題点は、 しばしば ソフ トウェア上にある とされ ることが多い。 有効

な機 械的製作の手段がな く、最後 は入の労作に頼 らざるを得な いため、特 に大規模 システムで多人数

で製作 されるソフ トウェアの品質 には限界 があ り、大型 コンピュー タの開発の際の難点と もな ってい

る。

(4)大 規 模なデータ処理 シス テムの限界 ＼

コンピュータを使 った大規 模の デー タ処理 システムは数多 く完成 されて、現代社会で大 きな役割 り

を果 している。 反面い くつかの システムが その 開発の過程で破綻を きたし、 また完成 して も使用する

人 々の期待 を裏 切っている。 これの中の多 くは大型 コンピュータ自体の未熟な ことに原因を求 めるこ

とがで きるが、 大型 システ ムの開発手法の未熟さに原因があった り、 また システムそれ 自体の人間社

会 との融和といったさ らに基本的 な所に原因が ある場合 もある。 しかしなが ら、 このよ うな未知の要

素を含 む大 システムの開発 が コンピュ ータに期待 される以上、 その破綻 の責任 がコン ピュ ータに負わ

され るのは止 むを得ない。 ・

大規模 システ ムでの問題点の1つ の例は、その災害対策で ある。 ジャンボジェッ ト機の ように大形

の ものの災害は極めて大 きな社会的問 題につながる。 コンピュータ ・シス テムの場合では、災害時の

影響 は非常に広 い範囲に及び、 さらに現象 が複雑 さ らに緩慢 な場 合が 多 く対 策 がた て 難い。また知
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的機能に対する人為的破壊に対しては防 止が難 かし く、 これ らの対 策が具 体的な'コン ピュ ータ'シ ス

テムの限界 とな る場 合がある

1.3・4限 界打破への挑戦

コンピュータが技術革新の波に乗 り、 自ら も.革新の担 い手 として驚威 的進歩 を遂げて きたことは前

に も述べ た。 この進歩の行 く手にあらわれたい くつかの 面での限界は、既に技術の及ばな い面で 現れ

ているが、未だ この技術の進歩は限 りな く続け られ、やは りコンピュータ ・システ ムの限界打破の武

器 とな ろ う。 こ 、ではそのい くつかの有力 なアプローチを挙げ、 これを如何に人間の英知 に結 びつけ

て真に コンピュータを人間社会に福音 を もた らす下僕 とな し得 るかを見よ う。

(1)メ モ リの進歩

コアメモ リは形の小型化 とと もに、価格 も予想以上に低下し、 コンピュ ータの能力の向上に大 きな

役割 りを演 じた。またデ ィスク ・メモ リが大容量の ファイル ・メモ リを経済酌 に実現 し、 この内部外

部 のメモ リの組合 せで、単一 レベルの考え方がパーチュアル ・メモ リ ・システ ムと して登場 した。今

後 も処理能力の向上、 プログラ ミングの容易性 に対 して メモ リの進 歩は大 きな鍵 を握 る もの といえ よ

う。高 速 メモ リとしては、ICメ モ リに よ り飛躍的な コス ト・/くフォーマンスの向上が期待 で きるの

で、 直接 アクセスので きる高速大容量 メモ リによ り、単一 レベル ・メモ リの もた らす能力は更に増強

されよ う。一方超 大容量 の補助 メモ リめ 実用化によ り、 メモ リの階層 レベルが少な くな り、 コン ピュ

〒タの構造 の複雑なことによる問題 の多 くは解 決 されることになろ う。

(2)コ ン ピュ ータの可変 構造化

コン ピュ ータの進 歩の特徴であ る世代による改変 では、演算制御部、 入出力、 ソフ トウェアの何れ

かがシステムとしての進歩の足 をひっぱ っていた。 特に 開発に多大の労力を必要 とす る大型 コン ピュ

ータでは この傾向が大 きい
。 したが ってモ ジュール化の考え方は常に設計 の基本 とされていたが、 こ

れ までは'個々の コン ピュータの 内部でのモ ジュール化に留ま っていた。 最近 のLS1に よるマイクロ"

プ ロセッサは、 この モジュール化をさらに強力に押 しすSめ る可能性 を示 す もので、 少ない種類の基

本 プ・セ ッサを組み合せることによ り、要求 され る処理能 力に対応す ると同時に、 用途に対 して もダ

イナ ミックに構造 を変化 で きることにな ろう。 最近 の超大型 コンピュータでは この形 をとる ものが多

く、 さ きに述べた単 一レベル大容量 内部 メモ リとの組み合せに より、新 らしい超大型 コンピュ ータ ・

シス テムへの道が開けよ うとして いる。

このよ うなハ ー ドウェアの進歩に より、大型化に対する限 界、 また知的 認識機能での限界への挑戦

が進め られ るこ とになろ う。

(3)ソ フ トウェア

人 間の労力に大 きく依存す るソフ トウェア開発は、 常に コンピュ ータの進歩の過程に最後にと り残

される障壁 とな ろう。 プ・グ ラム言語 を自然言語 に近づける努力、会話形に して入間 との結びつ きを

増すこ と、 プ・グラムの構造化をはか り、 ブ・グ ラ ミングの際のエ ラーを減少 させること等、 ソフ ト

ウェ ア技術の開発努 力が続 けられているが、 これ らによる急速な成果を期待す るこ とは難 かしい。 む

しろ、 さきに述べたハー ドウェアの構成を変 えることによ って、 ソフトウェアの構成を簡単化するこ
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とによる効果の方が先に現れ るものと思 う。

オペ レーテ ィング ・シス テムの複雑 さは、このハ ー ドウェ アの援けによってかな り除かれるが
、考

え方の上で も、 管理の性格、対象による区分を明確につけてその構成 をすっ きりす る必要が ある。 こ

のためには、 システムに要求 され る機能 を明確に把握 するこ とが重要であるが
、 これは システムの限

界を知 るこ とにつなが り、 これが逆 に ソフ トウェア開発に対 しての段階 を設定す ることにな り限界打

破の.1つ の 決 め手になる もの と思 う。

(4)コ ン ピュータ ・システムの成長

システ ム化 とい う考 え方は、大規模な プ・ジェク トを成功 させ るために必須の もの として
、 その方

法論、・手 段等 の開発が進 められてい る。 さらに コン ピュ ータが この考 え方を推進す る原動力 となって

いることは前 に もの べた。 い くつかの大 プロジェク トが コン ピュ ータの力によ って成功 し、無 数の コ

ンピュータ ・システ ムが先進 国の あらゆる面の活動を支えてい ることは事実であるが
、一面コ ンピュ

ータの能力 の限界を感 じさせ る実例 も多い
。 この場合 の多 くは、前に ものべたように シス テム自体の

問題 と考 えるべ きであ ろうが、 コン ピュータが システ ム化の原動 力で ある以上、 コンピュー タに能力

を発揮 させるこ とが、 限界打 破に対 して も第1の アプローチであろ う。

システムが行 きづ まる1つ の要因は、 コンL'ユ 一夕に課せ られた役割 りとその能力との アンバ ラン

スであろう。構成要素の機能 を明確にしてか らシステム化 を始めるべ きことは 明らかであるが、開発

的要素 の大 きいシス テムでは、 予測で きないことの処理、拡 張性 への対応は、 コンピュ ータの持つ融

通 性に頼 らざるを得 ない場合がある。

コンピュ ータの能力の拡張は
、これまでにのべたコ ンピュ ータ技術の最終的 ともいえ る進歩 と整備

によって、 コン ピュータ 自体の期待 される能力と実体 との間に大 きな ギャップを作 らず、 また機能単

位での ビルデ ィング ・ブロ ック構造 により、構成 をそれ程複雑化 せずに達成で きるよ うになる。 した

がって システムが行 きづまった場 合に、 これまでよ り早期に対 策が とれるよ うにな り大規模 シス テム

の開発を容易にす ることがて きる。

コンピュ ータの成長 にこの よ うな見通 しが得 られ た場合
、残 る大 きな問題は システムにお ける人 間

とのつなが りである。 こsで は ソフ トウェアの場 合と同 じよ うに、人間の作業によるための 問題 もあ

るが、 この多 くは上記のよ うに成長 した コン ピュ ータではかな り解決 され るので、 こ 、ではコン ピュ

ータ側 から見て
、 さ らに外側にある人、人のあつま り、すな わ ち社会 とのインタフェ ースが 問題 とな

る。 コンピュ ータ ・システムでの最大のそしてその限界での 問題は、ハ ー ドウェア、 ソフ トウェア、

そして人 とい う形で とらえなければな らない。

(5.)シ ス テム限界への挑戦

大規模な コン ピュータ ・システ ムを成功 させるための最後の鍵 は、 上記のよ うに人 との 融和、 さら

に社会 への 自然な浸透であ る。近代の多 くの機械 は同 じよ うな点で人間社会 と葛藤 を起 し、個 々に解

決 して相互 に融和 し今 日の機械 文明を築 いて きた。 コン ピュ ータの場合は、人の知的活動 との接触 が

多いだけにこの葛藤は大 きい。 この葛藤 を切り開 くことが限 界打破への具体的な努力の方 向とな ろう。

この努力 は、他の同 じよ うな大 きい技術革新の場 合 と同様 に、人間社会の縦横への浸透 と、時間的
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竃

なつなが りの確保 とい う形て行なわれなければな らない。 こ 、で時間的なつな が りとは、 コ ンピュー

タ ・システム 自体、 かよ びその利用 システ ムが連続的、 かつス ムースな発展 を とげ るよ うに すること

であ り、入間社会の縦の方 向への拡が りとは、 コンビュ タ ・システムが個 々の人に平等 に利用で きる

よ うな普及、 また横 への拡が りは地域的 な拡が りを意味する。

コンピュータ技術の進歩は世 代 とい うステップを踏 んでいた。 これによ り、 その間、 常に技 術上 の

アンバ ランスを内蔵 して いたこ とはさ きにのべ た。 このことは利 用する側に も不安 を与 えていたが、

さきに ものべた成長 したコン ピュータについてはこの 不安は解 消されよ う。 しか しなが ら何世代かの

間に作 られた コンピュ ータ ・システムの遺 産は今や無 視で きない ものにな ってお り、成長 した コン ピ

ュ ータは、当分の間、この旧世代の遺産との共存を余儀な くされ る。この努力は勿論
、新 らしい コン

ピュ ータの技術上に も要請 され るが、 あらゆる面での総合的施策 が必要である。 すなわ ち旧世代の コ

ンピュータ活用 に対す る経済的援 助施策
、 また複数の旧世代機の相互利用の促進、新 らしい コンピュ

ータとの連動 システム等
、 このよ うな種 々の後向 きとも思える努力が要求 され る。 この結果大規 模シ

ス テムで、新 らしい技 術を期待 しすぎるための行 きづま り、 また経済的な破綻 を防止す ることがで き

よ う。

コンピュータは
、利 用分野の 面では広 く普及 して いるが、個人 個人に とって 身近 かな存在 として拡

ってはいな い。大規 模な システムでの行 きづま りは、 直接 システ ムを運営 する入の レベルよ りは、最

終的にその シス テムに属 する人 々との融和の限度が原因 とな る。 このための1つ の アプローチは、 コ

ンピュー タの能 力のユーティ リティ化で あって
、誰 もが平等に何処 でで も、 何時で もコン ピュ・一夕を

容易に使え る状態になれば、 コンピュータ ・システムの認識が普遍化 し、 入間生活への 自然な 受入れ

がで きるとと もに、災害および人 為的な破壊 による損害 も最小限 に止める見通 しが得 られることにな

ろ う。

オ ンライン ・コンピュ ータ ・システムが発達 しデー タ処理能力 が急速に拡大された。TSSに お い

て も遠隔地 からの利用が1つ の要件 であ る。 これまでのこのよ うな横への拡が りは、処理 に対する直

接の ニーズに従 った ものが多いが、 さらに システムの普遍性、 信頼性 の向上を 目標 にした地域的な拡

が りを積極的 に行な うことによ り、上記のユーティ リティ化 もさらに進み人 間社会への浸透 もさらに

深 く広い もの とな ろ う。

以上のよ うに、 コン ピュ ータの進歩 も、 その限界 も、 また限界の打破 も、 システムとしての小 さな

つなが り、小 さな輪か ら、 段階的に大 きくな ってゆ く1つ1つ の輪の中で とらえ られ る
。 したが って

現実的にぱ、 コンピュ ータ ・システ ムを構成する要素が、 時間的、 空間的に、効率 の よい しか も自

然 なネッ トワークを形成 することは、 コンピュータの限 りな き発展を助長 する大 きな要 因 とな ろう。

1.4コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク に 対 す る期 待 と そ の 社 会的 要 請

1.4.1コ ン ピ ュ ー タ ・ ネ ッ トワ ー ク の 効 用

コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クの 出 現 に よ っ て 得 られ る 効 果 は 、 そ の 加 入 者 が シス テ ム全 体 の 資 源(リ

ソ ー ス)を 利 用 で きる と こ ろ に あ る 。 す な わ ち、 ネ ッ トワ ー ク を 構 成 す る 総 て の コ ン ピュ ー タ の 処 理
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能 力、保有 するブ・グ ラム、 ファイル に蓄積 されている情報 を共有で きるほ か・ システム内の通信 も

可能 となるため、加入者単 独では持つ ことので きない大 きな能力 を利用で きることである。具体的に

いえぱ、 い くつかの大学 ・研究機関 を結ぶ コンピュー タ ・ネッ トワークがあれば、その中のあ る大 学

で 中規模の コンピュータしか持って いな くて も、大規模 のファイル、多数 の プ・グ ラム、大型機の処

理能力 を利用で きるた め、研 究能 力にお いて大学 間の格 差を解 消することがで きるのである。

つ ぎに利用技術 面からの コン ピュ ータ ・ネッ トワークへの アプローチを しらべ てみよ う。 古い資料

であるが第2図(ア ーサー ・D・ リトル、1966)に よれば、 最 も早 くコンピュ ータと通信 の結合

システムが導入されたの は、 航空会 社の座席予約
、シス テムであった。 初期的な開発 に伴 うリスク と多

額 の投 資によって、ア メリカ航 空会 社な どの大手 会社はIBMや ユ ニパッ クな どの主要 コンピュータ

会社の援助で、広範な リアルタイ ム・システムを形成 した。 この結果 として、 オ ンライ ン技術上の多

・瑞 験を得… がで きたのであ・た・(図 ・[ら)

同 じ頃、大企 業は自分の持っている専用通信回線交換機 能を、総合的な データ処理 装置に変 えつつ

あ った。このよ うな例が シル ベニァ、 コダック、 ウェスチ ング ・ハ ウスな どにみ られた。 コンヒュ ー

。による・。セージ交換 は、 ブ・グ ・・面で多額 の投資が必要であ・た.(図 ・[プ)

1965年 頃 までには、デ ータ通 信の機能 を持った多重 処理 コン ピュータが設置 され るよ うになっ

た。 これらは主 として銀行な どに利用 され、銀行用の特殊な端 末装 置(テ ラー ・ターミナル)も 開発

・れた.。 ス。・の主雄 賭 は、 ・CR、1・M、RCAな ・であ・た.(図 ・[》)

つ い で 、1965年 か ら66年 に か け て 、 キ ー デ ー タ社 、IBM、GEな ど の サ ー ビ ス ・ ビ ュ ー ロ

ーが デ ー タ通 信 活 動 を 開 始 し た 。 この ほ か 、ATTや ウ ェ ス タ ン ・ユ ニ オ ン 社 な ど も、 デ ー タ通 信 サ

ー ビス・開始した
。(図 ・[〉)

オ ンライン化 の発達によって、従来か ら多数の コンピュータを組織 内に持 ってい た大企業 は、 コン

ピュータを分散する代 りに、 中央 に大 きな多重処理 コンピュータを設置 し、通 信回線 を利 用して、 中

央でデ ータ処理 を行 なお うとする傾 向が出て きた。 しかし、実際に は67年 初 め頃 までは実現 しなか

・た。(図 ・[〉)

一・一一方では
、TSSを 利 用 している端 末ユーザ ーがさらに自分の ところでデ ータの事前 ・事後処理 を

した り、 数種類の端末装置 を接続するな どのた めに、安価な小型 コンピュータを端末 として利用する

例 もでて きた。 これ によって、 中央コン ピュ ータの負荷 を軽減し、通 信回線料 の節 約 と、端 末の効率

を 高 め る こ と が で き る よ う に な っ た 。 こ う し た 機 能 を 持 っ た ・」・型 の 第3世 代 働 ≦・ ξの コ ン ヒ=・一夕 令

・一 ・一によ・て も作 ・れる ようにな・・ きた.(図 ・[〉)

1967年 中頃 まで に、 これまでのTSSコ ン ピュ ータに、 さ らに強力なデ ータ通信機能が付加 さ

れ た ものが利用され・・予 想され た。(図 ・[〉)
び

そ の 後 イ ン フ ォ ー メ ー シ ョ ン ・ユ テ ィ リテ ィ が 出 現 す る気 配 が あ り、 ウ ェ ス タ ン ・ユ ニ オ ン 社 な ど

が計画して喚(図 ・[》)

以上がADL社 の 「デ ータ通信市場の 見通 し 」とい う資料の一部であ るが、 前 に も述 べ た よ うに

、966年 に作 。た もので、 今からみれば多少の違 い 硯 られ るが・ 時間的 なずれ を考慮 すれば・ わ
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が 国に適 用で きそうであ る。

このなかにある、 分散 コン ピュータが集 中化 し、 つ いで端 末がインテリジェ ント化 す る傾 向は、 わ

が国で も現在進行中の ものである。 この よ うな インテ リジェン ト化は コンピュータ同志の通信回線に

よる結合が、 ハー ド的に もソフ ト的に も可能であ るこ とを立 証し、 さらにインテ リジェ ン ト化の普及

によって、 コン ピュ ータ同志の結合 も容 易になって くる もの と思 われる。すな わち、 コンピュータ ・

ネッ トワーク化 への第一歩 と考えてよいであ ろ う。

さて、第3世 代の大規模高性能 のコンピュ ータが出現 するよ うになって、 グ・ッシュの法 則に基づ

いた、 コンピュータの中央集権化が進め られて きた。 この ことは端末側に とって みれば、 デ ータを収

奪 され るだ けで 自主性の喪失 と考 え られ た。 一方、高 度の複雑な 多量 処理が可能 と思 われ.た巨大な コ

ンピュータ も、 オ ンライン ・プログラム作成 や障害処理 の複雑さ、 オペレーティング ・システ ムのオ

ご バー ヘ ッ ド機 能 が カタログ通 りに実現で きな かった ことな どか ら
、 利用者に幻滅 を もた らしてい

る。 さらに、 流行のデータ ・ベース も各種の管理 プ ログラムが、 必 らずし も全能ではな く、機 能的、

能 率的 に も多 くの問題 を残して いる。 こ うした情 況か ら、 小型低 価格 コ ンピュ ータの出現 によって、

端末の インテ リジェンス化が進 められ るとともに、 さらに単一巨大な コンピュ ータに総て を処理させ

るよ りは・纐 捌 噸 数の ・ ンピー タを持 ・ftegう が・ はるかに嚇 がよいことが判 ・て きた○ こ

うした コン ピュータの機 能別 分担方式は、 システ ム全体 の有機性を発揮 させるために相互連絡が必要

とな り、 コン ピュータ ・ネッ トワークへと発展 してゆ くであろう。

このよ うに、 現状では 単一巨大 な コンピュータよりは、 複数 コンピュ ータによる 機能別 ファイルを

持つ方 がよ り効果 であ り、 こ うした形態を持って いるユーザ=一も、官庁 ・民間を問わず相当数ある。

これ らのユ ーザ ーの うちには、既 に組織内 コンピュータ ・ネットワークかあるいは コンピュータ ・

コ ンプレックスの形態にな ってい るところ もある。 これが普及 して、大部分のユーザーが組織内にネ

ッ トワークを持つ ことが、業界あるいは企業 間な どの広域 的コン ピュ ータ ・ネッ トワーク実現への第

一歩 とな るで あろう
。,

し かし、現在の段階 では通信 回線料 の問題や、 プロ トコルの標準化、 あるいはコ ンピュー タ ・メー

カー側の消極性な どの問題があって、 急速 に普及するまでには至 っていない。

コン ピュータ ・ネッ トワーク実現普及化のいと ぐちは、まず電電 公社 によるデ ィジタル ・デ ータ通

信網の開設であろ う。 これによって、高速 ・高品質で低価 な通信回線が利 用で きるようにな るか らで

ある∩

つ ぎに 日本情報処理開発 セ ン タ ーのJIPNETな どの実験的 コンピュ ータ ・ネッ トワークの成

功 と、経験の拡散 が普及のいと ぐちとして考 え られ る。近い将 来、 二三の省庁において、JIPNET

を モ デルに した省庁間 ネッ トワーク導入の 気運 もでてい るよ うで ある。

1.4.2産 業 界にお けるコン ピュ ータ ・ネ ッ トワー クへの期待

情 報化社会 といわれる現状 に赴 いて、行政な り企業な りの組織体 の経営 管理は、ま すまず外部環境

に対 する迅速な反応を必要 として きて いる。 すなわ ち、通信 や交通の発達 とこれに伴 う人や物 質の広

域的流動性は、 もはや行政体 や企業体が、 他に無関係で単独に存続 して ゆ くことを不可能 にして きた・
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い いかえれば、政策 や経営施策 の立案に当 って、広汎 ・的確かつ新鮮なデ ータを利用 し、 即時 に判断

対処す ることが絶対的に必要 とされ るよ うな社会になって きたのである。 いわゆるMISの 確立が急

務 とされ るようにな つたの であ る。

MISは 内部構造として、、オ ペレーシ ョナル ・システムと プランニ ング ・システムに対応する有機

的な情報処理機能 を もっでいる。オ ペ レーシ・ヨナル ・システムは コンピュ ータを中心 とする販売活動

な どの現場作業にお ける情 報処理機能であ って、通常、定型的な業務処理 を中心とした定常的な情報

の流れ を形成す る。 一 ・

オベレーシ ョナル 。シス テムには、 チェック機能、制御機能 が伴 い、オ ペレーシゴナルな情 報処理

をベースとする経営の意志決定 に必要な報告書、統計などの作成 を も行な う。現在の、銀行におけ る

オ ンライン ・バ ンキ ング ・シス テムお よび製造業、商社等の経理 システム、生 産管理 システム等の多

くは、 このオ ペレーショナル ・シス テムと考えられる。 オペ レーシ ョナル ・システムが戦術的な 機能

であるのに対して、 プ ランニ ング ・システムは戦略的機能 をはた す ものといえ よ う。

プランニング ・システムは、 オペ レーシ ョナル ・システムか ら供給され る情報拾 よび、社 内外の関

連情報 を収集 し、 これ を総合処理 して、 戦略的情報 をよ り上位の上層部に提供ず る機能を もっている。

すなわち、 プランニング ・シス テムで は、組織体 内で収 集した情報ばか りでな く、 組織外 か らの情

報収 集が重要な役 割を演 じてい る。 例えば製造業においては、 自社の生 産や販 売な どの情 報ば か りで

な く、 経済情勢、 市場動向、輸出入の情 況な ど、広 く国内的国際的な情報 もあわせて必要 となる。従

来この よ うな組織外か らの情報は、 主 として報告書や資料 といった印刷物の形 で入手 され るのが普通

であ り、オペ レーショナル情報 とあ わせて編集分析な どを行な うには、 再入力の手 間が必要であ る。

しか も印刷物その ものが時期的に遅れ るうえに、 再入力加工な どの手間のために、 さらに遅れ を生 じ

情 報の新鮮味を失 い、 あま り効果があが らなかったのが実情であ った。 こうした ことか ら、MlSの

開発を志 す企業 が、 コン ピュータに直ちに入力で きる新鮮な外部情 報への要 求が強 くな って きた。

一方オペレー シ。ナル ・システムで も、業務上の関係か ら企業 内部の オンライ ン化 による、 オペ レ

ーショナルな情報の流通 に とどま らず
、企業 系列 間あるいは銀行 システムで実現 されている ような、

業界内のオ ンライ ン ・ネッ トワークによる情報流通 が必要 とされ るように なった。 この よ うな ネッ ト

ワークは国内的ばか りでな く、 国際的企業においては、 グ・一パルな規模 で考 えられてお り、既に実

用化 されている もの もあ る。

オペレーショナル情報の流通拡大 は、 当然 プランニング情報に も反映 し、 商業的 デー タ ・バンクの

みな らず、行政機 関か らの情報提供 も、 緊急の課題 となって きて、行政機関の デー タ ・バ ンク機能の

整備 が叫ば れている。

この ように、MIS開 発 面か らの企業 間vatsけ る情報流通が具体化するにつれて、そのイ ンパク ト

は当然行政機関に も及び、官庁 ・企業 間あるいは官庁相互においての情報流通 の必要性 も高ま?て き

て いるo

この結果、企 業間、官庁 ・企業間、業 界間な どにお ける コン ピュータ ・ネッ トワークの形 成が徐 々

に行な われ るよ うになろ う。 このよ うな ネッ トワニクは情報の流通 を主体 とした ものであるが、 また
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商業的計算センターとの ネッ トワーク も考えられ、企業などは これ らの センターを利用 して、情報 の

みな らず、 プ・グ ラムの利 用を も可能 とする。既に現在で も、GEのMARK－ 皿などの利用 も多 く、

将来の発展が期待 されて いる。

1.4.3行 政機関の コン ピュ ータ ・ネッ トワークに対する期待

行政機関では・それそれ個別に情報処理機能 を持っているが・ 今までは主 として オペ レーショナル

な機能 のみを発揮 している。 と くに行政 機関相互 のタテ割 り意識 がお互 の情報流通 を妨げて きたため、

政策立案に必要な迅速的 確な情報 を他機関から入 手することは困難であ った。 このため、同 じような

調査 ・集計 を複数の省庁 で行な うな どの無駄 も多かった。

産業界でMISの 導 入が真剣に検討 されるよ うになって くると、 行政機 関におけるこのよ うな動 向

に対する対処の遅れが 目立つ ようにな って きた。 そこで行政管理庁な どが中心 とな って、AIS(行

政 情報 システム)の 採用の ための研 究が行なわれ るよ うにな った。一方、 中央 省庁の情報処理部門の

要員に よって構成 される 「電 子計 算機利用に関す る技術研究会 」が工業技 術院 内に結成 され、省庁間

の技術格差 を解 消するとと もに、情報 交換など も円滑 に行なえるよ う、 各種の問題を研究す ることに

なった。

この利用研や行管が イニシアティブを とって、行政機関 内部 で も相互の情報交換 を行 なお うとする

気運 が生れ、緊密な政 策上の関連 のある省庁 間では既 に交換が行な われ ている。 現在の ところ、 コン

ピュータ ・ネッ トワークにはな っていないが、近 い将 来形成 され る可能性 がある。

郵政省、行政 管理庁が主体 にな つて研究 していた行政情報 ネッ トワーク(AICON)も 、 実現の

可能性がでて きたので、 この設置に よって、 省庁 間ネッ トワークの開設 が期待 される。

また、省庁 間、あるいは官庁企業間の情報交流を実現するた め、 ク リアリング ・セ ンターの構想な

ど も研究 された。

一一方
、行政 サー ビスの面では、住民 登録 納税その他各種届 出事務 や許認可事務 の簡 素化、一元化

の ため、地 方 自治体 間、 あるいは中央地方間の ネッ トワーク形成が要望 されている。

このほ か、 交通 管制、防 災、環境 監視などの ネッ トワークについては、地 方 自治体が地域的に形成

して鉛 り、 これらを統合 して、 中央 に結ぼ うとい う、 コンピュ ータ ・ネ ッ トワークの形成 も、管轄 省

庁において検討 され てい る。

福祉面にお いては、医療の地域格 差の是正、 診療の迅速化 ・能 率化を達成す るため、既に各種の病

院 管理 シス テムな どが実用化 されてい るが、 厚生 ・通産両省 が主体 とな って、国家的規模での医療情

報 ネッ トワークの形成が進め られてい る。

1.4.4大 学 ・研究機 関の コン ピュータ ・ネッ トワークに対する期待

大学 ・研 究機関な どの文教施 設では、以前 か らそれぞれ独 自の コン ピュ ータを導入 して、必要な研

究 ・教育に利用 して きて いるが、組織 の規模によって大型 のコン ピュ ータを多数完備 しているところ

もあれぱ、 中小型程度 しか持 っていな い と こ ろ もあ る。 こ のた め、 大学 ・研 究 機 関 に よ っ ては

研 究 や教 育 に十 分な 効 果 を発 揮 し得 な い悩 み もあ った 。 この よ うな格 差 を解 消 す るに は、

これ らの機関の コ ンピュータ相互の ネッ トワークを形成 し、総 ての機関が平等 にその能 力を利用で き

一28一

ケ

'



●

●

ることが望ま しレ㌔

米 国のARPAネ ッ トワークの成功 が、 わが国の大学 ・研究機 関 ネットワーク形成を促進 するよう

にな った。 と くに、現在整備中の筑波地区 に構成 され る学 園都市においては、 多数 の コン ピュ ータの

設置 が計 画されてお り、 ネッ トワーク形成 も考 え られている。

大学 ・研究機関のネッ トワーク形式 によ り、 関連する各種の問題の検討や、 新 らしい技法の開発 な

どが期待 され、 これ が一般の コ ンピュータ ・ネッ トワーク形成 に大 いに役立 つ もの と考 えられ る。 イ

ンハウスではあるが、既 に開発 された京都大学OPKEJIPNETな どの経験は、現に コンピュ ータ ・

ネッ トワークを作 ろ うと しているユ ーザーや メーカーに とって得る ところが多い といわれ ている。

L4.5国 民生 活における コン ピュ ーダ ・ネ ットワークへの期待

情報 化社会の1つ の シンボル として、 キ ャッシュ レスがある。 現在、 クvジ ッ トカー ドや バンクカ

ー ドあ るいは キャッシュデ ィスペ ンサ ーな どが 次第に普及してお り、一方では給料 の 口座振込 も増加

しているので、近 い将来 キ ャッシュ レス時代 といえる ものが部分的に も到来 しそ うな情勢であ る。

このよ うな現状 に基づいて、 全銀協 システムは じめ、銀行間 コン ピュ ータ ・ネッ トワークがい ち早

く形成され、 これ らが総合的 な銀行 ネッ トワークに編成 されそ うな気配 もでて きている。

また、 ス ーパ ーマーケッ トな どの小売業では既にPOS(ポ イ ン ト・オ ブ ・セールス)端 末機の導

入に よって、販売事務の合理化 が進んでいるが、 キャッシュ レスの普及に伴 って、 これ ら小売業 のコ

ン ピュ ータと前述の銀行 コンピュ ータとの 間で ネッ トワークを形成 する必要 もで てくるであろ う。 さ

らに、 小売業 のコンピュ ータは、当然のことなが ら、仕入や配送 を合理 化する必要か ら、卸売業や配

送 ・流通業 などとの業界間 コンピュータ ・ネ ッ トワー クを組 む必要が生 じ、 こ うして、複雑な業 界間

ネ ッ トワークの形 成が要請されるようにな ろ う。.

さ らに、 レジャー関係業界で も、 ホテル、航空機 列車な どの予約業務 で コンピュータ化 が進 んで

お り、 キャッシュ レスに関連 してこれ も銀行 シンテムとのネ ッ トワーク形成が望まれている。

1.4・6コ ンピュ ータ ・ネ ットワーク形成の諸問題

企業 間、官庁 間あるいは官庁 ・企業間の よ うに異なる組織体 間の情報流通 を容易にするた めには、

各種の標 準化 を進 めることが最 も重要であ る。例 えば文字、記号を表 わす符号 や、項 目を表 わすコー

ド、伝送 制御のための手順、あるいは情 報の形式、 情報媒体、 イ ンターフェースな どの標準 化の 制定

であ る。 これ らの うち、情報交換 用符号や伝送制御 手順、 さらに一部のコー ド、例 えば都道 府県番号、

市区町村 番号、職業 ・産業分類、学校 コー ド、 日付の表示、時刻 の表示などについては既 にJIS(日

本 工業標準規格)と して制定 され ている。 このほ か、媒体関係では磁気テープ、紙 テープ、 カー ドな

ど もJISに な ってい る。

オ ン ライン化 が普及 し、組織体 相互 の関係が緊密にな るにつれて、 このよ うな標準化の要望は、ま

すます高 まって きているが、既に実行 してい る組織体や メー カー等 の利害関係 もあって、標 準化 の制

定は非常に時間の かか る問題である。

と くに コンピュータ ・ネ ッ トワークの進 展は、各種の プロ トコル、ハ イレベル伝送 手順、 さらには

必要な コマン ド言語などにっいて標準 化を早急に制定する必要がでて くるであろう。標準化が遅 れる
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ために、 個別 ネッ トワーク相互の連携 が繁雑、困難にな るおそれ もあ り、拡大発展を阻害することに

もな りかねない。 しかし、反 面標 準化 を早急に制定 するこ とは、新技 術の導入に ブレーキをかける心

配 もある。標準化はいわば両 刃の剣 である。

つ ぎに、 通信制度、 すな わち通 信回線利 用上の問題であるが、 わが国では周知の ように、通信回線

は電電 公社から倍角す るのが普通 である。 借用に当っては、 公衆電気通信法に定めるところに従がわ

なければな らない。 過去にお いて、この公衆電気通信法に よれば、 オ ンライ ン化するに も相当の制約

があ ったが、 その後各界の強い要望 もあって、数次の改 正 が行われ、現在の ようにコンピュ ータ ・ネ

ッ トワークの実施 も可能 とな っている。最近では、回線料の低廉化、 回線規格の増加、 さらに品質の

よいデータ通 信用 公衆回線の 出現などが望まれている。利用'者側 として望みたい ことは、制度 面で、

欧 米の新技術 を容易に導入実施で きること、な らびに将来の新技 術の採用に弾力性 を もたせることで

あ ろう。一方、狭 い国土 で公社とい う組織が一元的に管理運用 しているため、通信回線の品質が世界

的に も最高の ものであ ることは、 コ ンピュ ータ ・ネッ トワークを志向す る利用者に とって幸 いといえ

よう。

また、 コン ピュ ー タ ・ネッ トワークが発展 して、 社会生活や福祉の 面に も重要な役割を持つよ うに

なると、障害や誤操作 あるいは犯罪 な どに よる損害、 プ ライバ シーの侵害な どの防止対策の研究 も重

要な課題 とな って くる。 また管理社会化への反澄や、国民総背番号 化への不信感など、信頼され る政

策 とモ ラルの確立 も、 コン ピュータ ・ネッ トワークの普 及に先立 って、実行 しなければ ならない問題

であ ろう。

,
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2コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク 技 術 を め ぐ っ て

2.1コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワークの技術的諸問題 『

2.Llコ ン ピュータ ・ネッ トワークの概念

我 が国に於いて も、現在 コンピュー タ ・ネ ットワークが脚光を浴 びるよ うにな って きてい る背景 と

しては、利 用面 からの要求 と、それをパックァ ッブす る技術の発展とが、バ ランスを取 り得る状態 に

な りつつあ るとい う事が、考 え られ る。

利用面か らの要求には、次の ものがある。

(a)ア プ リケー ションな どの拡 大と共に、汎 用 システムと呼ばれていたものが、必 らずしも汎用て

はない とい った場合(例 えば 、システムの拡張 、要求の多様化に容易に対処 で きないとか、よ り効率

や信頼性 を向上 させる必要 があるな ど)が でて きた。

(b}各 種産 業/機 関の活動 範囲 が、拡 大、発展したこ とにより、これ ら相互間で、プログラム、 フ

ァイル、ハー ドウェアなどの資源(リ ソース)を 共同利用したい、とい う要望が強 くなって きてい る。

技術面 での開展には 、次 の ものがある。

(a)半 導 体技術(LSI、IC)の 進 歩 にょ り、CPU本 体(中 央処理装置)の 価格が低下 し、特

に小型計 算機の コス ト/パ フォー マンスの 向上が見覚ま し く、同時に、安価な マイク ロコンピュー タ

(プ ロセッサ)が 、実現するよ うにな った。そ して、これに よりグロッシュの法則に対するMiIti-

Maxシ ス テム実現の期待が、持てる ようにな った。ま た、単体大型計 算機の"超 大型 化への限界打

破"と い った事 も、同時に考 え られる。

{b)aに 関連 して、マイク ロプログラミング技 術が、制御 メモ リ(ROM、RAMな ど)の コスト/パ

フォー マ ンスの向上などによ り、進歩す るとともにその利 用が一般 的に なって きている。

(c)デ ー タ通 信技術の進 歩によ り、計算磯 間の高速伝送 、高信頼 伝送 、データ交換(主 としてパ ケ

ッ ト交換)が 可能 とな ってい る。

(d)タ イ ム ・シェア リング ・システ ム技 術が、進歩 し定着 しつつある。

コンピュー タ ・ネッ トワー クの基本的概念は 、タ イムシェア リング ・システ ムが 「一台の計算機 を

多数の利用者 が、端 末装置 を通 じて同時に共 同利 用(時 間的共用)」 することであるの に比べ、これ

にとどま らず この考え方 をさ らに発展 させ 「通信回線によって結合 された複数の計 算機を多数の利用

者が 自己の計算機ないしは端末装置 を通 じて共同利用す ることに ある。即ち、 タイムシェア リング ・

システ ムにおけ る時間的共用を含む空間的共用(ス ペー ス ・シェア リング)を はかることを目指 して

い ると言 える。

その目的 ・利点 としては一言でい えぱ空間的共有をベースと した資源共用 であると言 えるが 、よ り

具体的には次の 様に考 え られる。

(1)負 荷 分担

網 時 え られた負荷を最駆 分散する(オ ー ・・テ・・ク ・ジ・ブ ・デ・・パ・チ ・グ)・ とに/

1よっ'て、個 々の計算機 に生 ずる過負荷 た対処 で きる。一.__.
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(2)プ ア イル共用

。。イル唾 根緒 舗 け、多数の計餓 購 積 されている各種の ・・イルを有効に利用で き る・

従 って 、デー タ収集 、保守な どの重複 も避け ることがで きる。1

(3)ソ フ トウェア共用

ソフ トウェア開発の重複 を避け ることがで き、高度な特殊 プ ログラムの共用 も可能 となる。

(4)ハ ー ドウェア共用

高価な特殊機器(OCR、 グ ラフィックスなど)の 共同利用(リ モー ト・ジョブ ・エン トリー 友 ど
『
による)が 、可能 とな る。

(5)危 険 の分散(信 頼性 の向上)

1一 部 の計算機 に障害が発生 した場合で も、他の計算機 を利用することがで きる。.

2,1.2コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワークの 事例

米国、 躰 ⇔ け ・代表的旙 子計鰍 網鵬 成 担 び・比擬 以下 に示す・

,

φ

'
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シ ス テ ム.名

ARPA

Advanced

Re8earch

Project

'Agency

'業

.務 内 容

リソー ス ・シェア・リングを 目的と

する高信頼度 、経済的な計 算機網 を

め ざす。

備 考

.稼 動 時 期'.』

1970.'2・

交 換 装 置

IPM
'

TIP

網 構 式

無階位分散

IMP/TIP数

(1973.9)

全 米3 .9(内 ハ ワ イ1)'

。ン ⇔1

ノ ル ウ ェ ー1

HOST数

(1973.9)

46

網 構 成

HAWAII

TIP

姐

PDP-10

MAXC

316

1MpNOVA

NOVA

TYMSHARE

FNWC

siGMA7

ぼ　　
Lis『9

,IMP

PDP-IO

360/75

SDC

GWC

DOCB

19"73.9

TX-2

TSP

RADC

PDP-IO

PDP_11

BELVOI

RML

TIP

PB'P-lo

MIT-MAC

PDP-10

PDP-1

BBN

H316

PDP-・n

ETAC
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シ ス テ ム 名

OCTOPUS

(="　 ア)

米 国

業 務 内 容

ロ ー レ ン ス リ ドモ ァ 研 究 所 が 核 反

応 の シ ミ ュ レー シ ョ ン を 主 目 的 と し

て 開 発 した 。

備 考

構 想

1964

稼 動 時期

1971

網 構 成

複数のサ ブネッ トワー ク(現 在

3)の 重 畳

網 構 成

テ

レ

タ

イ

プ

ラ

イ

タ

ー
実験

リ ー ダ ・ ブ レ ン タ

GPL
Disc

DatacoUection
PDP-6

TTY

PDP-8

TT¥
PDP-8

TTY

I)DP-8

Remotej/O

PDP-11

1970・ 秋

Data

Cel1

660

L

7600

R

※T

7600

S

6600

M

Photo

store
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シ ス テ ム 名

JIPNET

(日 本情報処理開発センター)

日 本

業 務 内 容

従来独立 に使用 していた3シ ステ

ムを結び、CPU、 漢字入出力装置 、

図形処理装置な どのハー ドウェア、

ソフ トウ ェア、ファイルの共有を 目

的と した実験網

備

計 画 開 始

1973

NCPコ マ ン ド開 放

1974.11

考 網 構 成

漢 字
CRT

リン

PTP

TTY

文 字
CRT

cR

L

文 字
CRT

文 字
CRT

運

蕊.
含

マイクロフィルム

フbジ ェクタ

句
合 も

治

ハー ド

コ ピー

カセ ッ トMT付

高」衷タ イ フ◆ライ タ

ガ フィック

CRTコ ヒ_

文字

筆CRT

㌔紺
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シ ス テ ム 名 業 務 内 容 備 考 網 構 成

KUIPNET 図形処理及び音声等に関する研究 第1期 完成 1NTT
∫

[48KBPS

KoyotoUniversity の た め の 異 機 種 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ 1973

/
HITAC TOSBAC

Information ト ワ ー ク 。 網 構 成
8350

} /イ

40

1//
(〆/・ ○

P・ ・ceSsing 広域 ネッ トワー クに も加入出来る 分 散 )/
)) ノ
ー'㍉ 一 一 CRT

6 Network よ うに考慮 されてい る。
ノ

)ノ
'200M
〆

一
TTY

京都大学 '

'

'

FFT

、

日 本

'
一

15MSpeech
Picture

・ UIlderstanding
、

P「oceSSmg
50M 5M

.

MACC NEAC MELCOM

7/F 2200/200 70

(
() )

)

) ESS

一
一 _ノ(

CRT

、)
CRT 一 TTY

TTY
Filesystem AD/DA

GRAF一

PEN

COI.OR一

、 DISPI、AY

`

一39-～40一
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. . 日 " ■

ネッ トワーク

項 目

A'RPA Dcs
NETWORK

440

、

OCTOPUS JIPNET TECNET KUIPNET

－一

ネ ッ ト ワー ク の

形 状
分 散 分 散

'

1

集 中
集 中(フ ァ イル)

分 散(テkタ イフ)
分 散 分 散 分 散

交 換 方 式 蓄 積 交 換 リン グ 交 換 蓄 積 交 換 蓄 積 交 換 蓄 積 交 換
(注1)一 蓄 積 交 換

伝 送 媒 体 賃 貸 回 線 同軸 ケー ブル 貸 借 回 線 同軸 ケー ブル 専 用 線
専 用'線

同軸 ケー ブル
同軸 ケー ブル

デ ー タ 速 度

(6PS)
50K 200K～500K 40,8K

1,500K

(テ レ タ イ プ)

12,000K

(プ ア イ ル)

48K

1200

2400

48K

160K

1,000K

リンつ.ト ロ
ー ノレ 全 二 重 シン ジ レ。クス 半 二 重

全 二 重
半 二 重

全 二 重 全 二 重 半 二 重

メ ッ セ イ ジ フ ォ

ー マ ッ ト 可 変 長 固 定 長 可 変 長 可 変'長 可'変 長 固 定 長
(注1)

}

メッセイ ジサ イズ
(max)

8095ビ ッ ト
240ピ ッ ト

(max)

8192ピ ッ ト

1208ビ ッ ト

(テ レ タ イ プ)

3780Kビ ッ ト

(フ ァ イ ル)

(max)

9216ビ ッ ト

32～1024

バ イ ト
8。8。 ピ。ト

負 荷 の 配 分 ×
(注3)×

○ × ○ ×
(注1)

一

プログラムの共有 ○
(注3)×

○ ○ ○ ×
(注1)

一

デー タ の 共 有 ○
(注3)
× ○ ○ ○ ×

'

○

リモ ー トサ ー ビス ○
(注3)×

○ ○ ○ × ○

ダ イ ナ ミ ック フ

ァ イ ル ア ク セ ス

(注2)
×

(注3)×
× × × ×

'(注
1)

一

■
一
～

』
N

(注1)

(注2)

(注3)

一:詳 細不明

技術的には実現可能で あるが 、まだ実験段階

この網は実験用で あ り、 ソフ トウェアについては不十分
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2.1.3コ ン ピュータ ・ネットワー クにお け る技術問題

(1)ネ ッ トワーク技 術

i)ハ ー ドウエア

。 伝送路

異種/同 種の計 算機 システムを結合す る伝送路は、 コンピュータ ・ネッ トワー クの地理的要因 、規

模、 目的、利用形態 により、通常次の ものが使用される。

(a)ポ イ ソ トー ポイント通 信回線

(b)デ ー タ交換網(専 用網、交換網)

(a)は、最 も広 く使用 されてい る計算磯間通信で、通常の通 信制御装置を用い、専用 回線で 、一 対一

に結 ぶ ものである。

この結合は、計 算磯 間通信の利用 目的が、比較的固定 されてお り、計算磯間の'トラピック量が比較

的多い場合などに適 してい る。
ロ

この方法では 、計算磯間通信の デー タ交換な どの処理 は、各計算機内部で 行な ってい る。

(b)は、汎用的な利 用 目的に向い てお り、データ'交換 な どの処理 も、 フ・ン トエンドや専用装置(IMP、

交換 機)に 任 せている ものが多い。 また、この方式では、後で述 べている網 制御の問題 が、明確な形

で現われて くる。参考の ため表4に 、米国での使 用 コス トの例をあげ る。.

表4:各 種 通信手段を用い た1400マ イ ル間通信時の メガビッ トあた りのコス ト

(1970年 、SJCO)

通信手段 コ ス ト 備 考

電 報 3300.00 日 中 で 、1語30ビ ッ トと して100語 分

ナ イ ト ・ レ タ ー 565.00 1語30,ビ ッ トと し て100語 分 、 夜 間 配 達

テ レ'ッ ク ス 204.00 50BPSの テ レ タ イ プサ ー ビス

専用線(201) .57 2000BPS、 公 衆 用 、全 二 重

専用線(303) .23 50KB、 公 衆 用 、 全 二.重

郵便DECテ ー プ .20 2.5メ ガ ビ ッ トテ ー プ 、 航 空 便

郵便IBMテ ー プ .034 100メ ガ ビ ッ トテ ー プ 、航 空 便

。 制 御 装 置

コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ ト ワー ク で 使 用 さ れ る 制 御 装 置 に は 、 次 の 様 な もの が あ る。

(a)通 信 制 御 装 置(計 算 機 と 同 線 の イ ン タ フ ェー ス用 装 置)

(b)デ ー タ 交 換 装 置(メ ッ セ ー ジ 交 換 機 、 パ ケ ッ ト交 換 機)

(c)端 末 制 御 装 置(イ ン テ リ ジ ェ ン ス タ ー ミナ ル 、 簡 易 端 末)

(d)集 配 信 装 置

例 え ば 、ARPAネ ッ トにお・け るIPMは(InterfaceMe8sageProcessor)は(a)と

(b)と を組 合 せ た もの で あ り、TIP(TerminalInterfaceProcessor)は 、(bX(c)、

(d)と を組 合 せ た 様 な もの と考 え ら れ る。
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これ らの通信制御装置は 、従来ハー ドワイヤードのものが多かったが、最近では、 ミニ コンピュータ

や マイクロプ ロセッサにょる ものが多 くなってい る。

例 えば、ARPAのIMPは 、PDP516/316を 、TYMNETで は 、VarianDate

620を 、MERITで は 、PDP-ll/20を そ れぞれ使用 している。

これ ら制御装置 をプログラマブルにする利点 としては、

(a)性 能 の向上(計 算機 と制御装置の ロー ドシェア)

(b)適 応 性(バ リエー シ ョンの吸収 、拡張性への対処)

等 が考 えられ る。

ii)網 構 成

計算磯間に伝送路 を配 置す る網(例 えば、ARPAに お け るサブ ・ネ ット)の 構成に際 しては 、一

般的に次に述 べるよ う,な事が らな どを考慮する必要が あると考 えられる。

(a)網 利 用の 目的と規模(網 を構成す る目的、ノー ド数)

(b)距 離 的 、地理 的要因(イ ンハ ウス、日本の地理条件)

(c)信 頼 性(回 線障害に対処す るためノー ドに独 立な二 経路 が必要)

(d)経 済 性(伝 送路 、ス ラフィック量等 を考慮)

(e)拡 張 性(シ ステムの拡張に容易に対処)

網 構成 を網制御の観点 か らみ ると、全体の制御の流れを特定計 算機で行な う"集 中型"と 各計算機

で行な う"分 散型"と に分類 される。

信頼性 か らみ ると分散型が 、高 トラフィックを要求 され る場合には集 中型 が、それぞれ良い とされ

てい る。 しか しなが ら、集中 型では、 ホス トのダ ウンが システ ム全体の ダウンにつなが るし、分散型

では 、網の大 きさ、ノー ドの数によっては伝送効率が落 ちると共に経 済性 に問題があるとい う欠点が考

え られる。

(これらの 、分 散型の欠点 を除去する とい った意味な どか らも、ボ トム ・ア ップ的な網 、即ち自然発

生的 、発展的網(例 えば、ARPA網)で はな く、 トップ ・ダウン的な網 、即 ち最初か ら、計画 性に

基 づいて、'より汎 用的な、効率の よい網 を構成 しよ うとい った方 法が考 え られる。国家的規模の イン

フォメーション ・ネッ トワー クftど を実現す るための1つ のアプローチ法 と考 え られるが 、ここで問

題 とな るのは既存の各企業等 におけ る網 との関 連をどの ようにするのか、どんな使用法が要望され、

実際におこなわれるか 、またその と きの通 信量 は どの くらい か、国際間 コン ピュータ ・ネ ットワー ク

との接続 はどうするか、 とい った未経験 のことに対す る予測が 、実 際にたて られるか といったことな

どである。

電話 交換網 とは異な り'、インテ リジェンス度の高い コ ンピュータ ・ネ ッ トワー クの場合は、国民性 、

法律(回 線借用な ど)な どか らも困 難な問題を含んでい る。

iiD網 制 御方 式

網 制御が、集中型 と分 散型 とに分け られることは、先 に述べた。 その うち、集中型 では さ程問題に

な らないが、分散型 では 、一般 に次のような事を考慮す る必要があると言われてい る。
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(a)網 内の動 作は、ホス トコン ピュータの動作 と独立で あること。

㈲ 網 内の各ノー ドは、相互 に依存せず網内の一つ のノー ド障害 が、網内全体の機能を停止 さ

せる ことがないこと。

(c)会 話型 処理等 を可能にするには、問合せ等の短い メッセー ジに対 して十 分な応答特性が得

られること。

(d)フ ァ イル転送等 の利 用形 態に対 して も十分耐 え得 るよ うに、大量 なデータ伝送 に対 して十

分な スループ ット・ノイ トを保証する こと。

以上述 べた事を実現するため、網 内uatsけ る ・一 ド制徽 能(例 えば、IMPの 機 θ旨)と して、主

と して、次の事が考え られ る。

(a)伝 送 制御手順(各 種の伝送制御手順の吸収)

(b)交 換 機能 〔単一の高速 回線 を使用 して複数 の呼 を制御する方 式(多 重通信)を 可能にする

ため 〕

(c)パ ケ ッティング機能(効 率、バ ッファ容量、伝送遅延に対する考慮)

(d)ル ー チング機 能(最 適な伝送経路の選択)

(e)フ ロー ・コン トロール(網 内の ロックアップ(閉 塞)を 防止す るため)

(f)記 録(課 金情報 、障害情 報、稼動情報 に対する考慮)

以下 に、前述の制御機能の うち二 特に交換機能、 フロー コン トロール機能の うち、ルー チ ング機能

につい て述べ る。

、

,

図3網 の概念図(分 散型)
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(a)交 換 機能

各種の計 算機 を接 続す るデータ網に要求 される基本 的機能 で あり、網内の2つ の ノー ド間の リンク

(論 理的な もの)と 物理 的な 回線の割当て の方 法によ り

(イ)回 線 交換方 式(ス タティックな割当)

(ロ)蓄 積交換方式(ダ イナ ミックな割当)

の2種 類が ある。

㈲は現存電 々公社で行ってい る加入電話 サー ビスに代表 される。 この方 式では、網は利用者に対 し

完全なデー タの透過性(伝 送制御手順 も含 む)を 保ってい る。

(ロ)は一般 的に、計 算機間通 信に向い てい ると言われてい る方 式であるが 、朽)の持 っている利用者に

対するデ ータの透過性 を保 つ事、宛先 として網は どこま で意識す るか(宛 先と して計算機/計 算機 内

の プ・セス(ユ ーザ ・タスク)が 重要な問題 となる。 また実際に新 たな計算機を網に接続する場合の

デバ ックの方法 も十分考 慮 されていなければな らない。

(θ フロ一一コ ントロー ル機能

網 内の メッセー'ジ、ディ レイを少な くする為ス ロックァ ップ(リ アセンブル ロックァップ、ス トア

… アンド
、 フォワー・ド・ロックアップ)現 象 を避ける為、網内及び 、ホス ト計算機間では 、互 いに通

信す るに当た り、バ ッファ確保及び メッセー ジ確認 の制御 を行 ってい る。 フロー コントロー ルを実現

する上での問題点と しては

㈹ バ ッファの 使用効 率

(ロ)メ ッセー ジ確認 の方式 と紛失 パケット処理(伝 送制御手順 及びポス ト、ホス トプ・ トコ

ールに よる メ ッセージの確認に関係す る。)

⇔ フロー コン トロー ルの為の処理負荷 が少ない 事等

が.ヒげ られ る。具体的 な方式 としては

θ 予約方式

(⇒ 交互通信方 式

←う アロケー ト方 式(ARPA網 で 採用)

⇔ ウイン ドウ方 式等

があるが、バ ッファ使用効率、制 御装置の処理負荷 、紛失 パケ ット回復機能の面では ウイン ドウ方式

が よい と言われてい る。

(c)ル ー チング機能

ルー チ ングの手法は 、多 くの方 法が提案 されてい るが、これは、次の様な要求を満す ものが望ま し

いo

θ 最短時間で メ ッセー ジ(パ ケッ ト)を 目的地 に伝送で きること。

ω 網構成の変更に対 して も、同一方式で対処で きること。

⑰ 網 内の トラフィ ック変動に対 して、動 的に対処で きること。(ト ラフィ ック管理)

国 処理 のアルゴ リズムが、な るべ く簡単 で、計 算負荷が軽減で きること。
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⑱

以 下、主なルーチ ング手 法の比較い評価を表5に 示す。

方 式 長 所 ・ 短 所
◆

テ ー ブ ル テー ブルの更新

Fl・ ・ding法 。 ア ル ゴ リズ ム が 。 ネ ッ トワ ー ク負 な'し な し

単純 荷が増大

。網変化に対し安 。一 度 送 っ た パ ケ

定 ットを記憶 して

お ・く。

FixedRou一 。ア ル ゴ リズ ム が 。 トラ フ ィ ッ ク変 ル ー チ ン グ ・テ ー な し

ting法 単純 動に対 し適応性 ブ ノレ

。動作が安定 無 し。

ShortessQr 。効率が優 れてい 。計算負荷が大 き バ イ ア ス ・テ ー プ 各 ノ ー ド内 の キ ュ

eue+Bias法 るc くなる きらいあ ル 、 ル ー チ ン グ ・ 一 イ ン グ レ デ ィに

り。 テ ー ブ ル(各 ノ ー よ り決定。

。 ト ラ フ ィ ック 変 ド内 の キ ュー イ ン

動に弱い。 グ レ デ ィー に よ り

決定)

Distribllted 。網 全体の トラフ 。 ア ッ プ デ ー トベ デ イ レ イ・テ ー ブ ル 、 周期的に各 ノー ド

法 イック状態 を考 クトルを周期的 ル ー チ ン グ テ ー プ 相互に アップデー

Periodic 慮した決定 がで に送出すること ル 、 ア ッ プ デ ー ト トペ ク トル をや り

Updat
,i・g

き る 。 . による余分な ネ ベ ク トル と り す る。

。網の変化に対し ッ ト ワ ー ク負 荷

て も強 い 。 あ り。

。急 激 な ト ラ フ ィ

ック変化が頻繁

に超える場合に
'

は余 り適さない。

ASynchronρ 一 同 上 。計算負荷が増大 デ イ レ イ テ ー プ ある値を超えた場

ns す る き らい あ り。 ル 、 ル ー チ ン グ ・ 合に各 ノー ド相互

Upd誕ing
・一 ◆

ア ー フ ル 、 ア ツ フ に や り と りす る 。

デ ー トベ ク トル ・

表5ル ー チ ン グ手 法 の 比較
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(2)プ ロ トコノレ

網 内の任意の利用者が 、網 内の任 意の計算機を利用 して、ある業務 を実 行す る為には 、異 った計 算

機 内の プ・セス(ユ ーザー タスク)の 規約や、処理手順の規約、マン ・マシンインター フェー スの規

約な ど、各種の規約 としての プロ トコルが必要 となる。 コンピュー タ ・ネッ トワー クにお ける プロ ト

コルは一般 的に次の ように階層的 に分類 して、考 える事がで きる。

i)基 本 的プ ロ トコル

(a)IMP-IMPプ ロ トコル

(通 信網内部の約束事で、具体的には伝送制御手順、 フロー コン トロール、ルー チ ング、パケ ッテ

ィング等があ る。)

(b)HOST-IMPプ ロ トコル

(HOST計 算機 とIMP間 の 機能 分担 、通信 に関連 した約束 事であ る。 この プロ トコルは論理的

には、網内の 全ての計 算機て統一 されてい る必要は ない。)

(c)HOST-HOSTプ ロ トコル

iD高 位 プロ トコル

め

θ

0

d

)e

初 期 接 続 フ'ロ トコ ル

フ ァ イ ル 輸 送 プ ロ トコ ル

,リモ ー トジ ョ フ ェ ン ト リー フ ロ トコ ル

グ ラ フ ィ ッ ク ス プ ロ トコ ル

デ 一 夕 再 構 成 プ ロ トコ ル(デ ー タ 形 式 な ど の 変 換)

i)の 基 本 プロトコルは業務に依存 しない基本的な プロ トコルである。 この うちHOST-HOST

ブ ・ トコルは計算機のハー ドウェアや管理 プ・グラムの個性に直接関連 し、 ブ・セス間の通 信を可能

とする手段を提供する ものである。HOST-HOSTプ ロ トコルを決定す る際、機能的にはこのこ

とを満た していれば特 に制限 はないが 、この上に各 種の 高位 プロ トコルが作 られる為、これ らが容易

に実現 される形で作られる事が好ま しい。

ーまた
、プロセス間を可能とす る為には プロセス間の コネクションの確立 、プロセスの起動終了 、コ

ネクシ ョン中 のデー タ転送の機能 が最低 限必要で ある。ARPA網 で はHOST-HOSTプ ロ トコ

ルの設計の基本方 針 として

④ 既存の管理 プログラム(OS:Operat.ingSystem)に な るべ く手 を入 れない。

◎ 網使用上の自由度大などを挙げてい る一特に④は歴史的現実 としての管理 プログ ラムの改

造な しにNCP(NetworkComtrolProgram)を 単 に追加す るだけで コンピュータ ・ネッ

トワー クが実現で きるとい う意味で 重要で ある。

次にARPA網 におけ るHOST-H .OSTプ ロ トコルの一例 を示す。

STR;STRの 応 答 、STRとRTSに よ りコネクションが完了'する。

CLS:コ ネ クシ ョンの消滅

ECO:Senderが 、相手 が会話可 能か否 かを試す。

一48一

●

'

●



●

、

」⑱

ERP:ECOに 対 する応答。

プロセス間で通信を行 う場合 、実際はHOsT-HOSTプ ロ トコルではな く、そのHOSTの 管

理 プログラム特有の使い方に合わせて サー ビスしてい るNCPを 基 本と して、その上に計算機網利用

の様 々な応用 プログラムが作 られ る。

ARPA網 では、例えば、前述 した プロ トコルの他、通 信網 プ『 トコル(TELNET)が 作 られ

てい る。

TELNETは 、 インタラクテ ィブ ・シ ステ ムを遠隔地 から利用す る形態を サポー トする プロトコ

ルである。 即ち、端末利用者はその ホス ト(usillgHOST)内 のTELNETを 通 じてNCPを

動 か し、遠隔の ホス トと接続す る。 遠隔の ホス ト(serv'ingHOST)で は 、NCPが 端 末制 御

部と連絡 をと り、端 末制御 部から対象 としてい るブ・セスを働かせ、,あ たか も遠 隔の ホス トの端末 か

らその プ ロセスを利 用してい るかの様に扱 うものである。

これ らの プロ トコルは 、基本的 には、制定す れば解決する問題と も言えるが 、異種計算機関(異 な

る企業、機関間)の 問題であることか ら、その制定、特に統一の実現には 困難 さが予想 される、強力

な推進 機関が必要 となろ う。

(3)フ ァ イルの共有(共 同利用)

リソース共有の うち、 ファイル共有の問題は 、デー タ ・ベー ス(デ ー タ ・パ ンク)の それでもあ り

コン ピュー タ ・ネッ トワークの社会に与える影響 とい う事等 に関連 し、広範囲の分野 にわたる重要な

問題 と考え られる。 例えば、社会面では国家的な情 報ネ ットワー クを受け 入れる体制の問題 、技 術面

では 、ファイルの作成 、記述 、処理 にか らむ言語の標 準化、効率 的な データの構造 、マ ンマ シンイン

タフ ェースの問題(参 照に必要な操作、表示方法な ど)、 さらにさかのぼ っては 、現在の コンピュー

タへの批判(特 にデ ィジタル処理 偏重な ど)等 が あげ られる。本節では、これ らフ ァイルを扱 う上 で

の基本 的な各種問題点の うち、網の問題との接点に位置す るものと思われる ものについて、主 として

述 べる。

フ ァイル共用の理 想としては 、網 内の任意 のファイルに アクセスす るユー ザは 、デー タファイルの

所在や記録形式、装置の仕様を全 く知 らな くと も済む事が望ま し く(バ ーチャル ・ネッ トワー ク)、

亡れ らの事か ら次の様な問題が派 生する。

i)フ ァ イルデ ィレク トリと ファイルの完 全性の問題(フ ァイルアクセス、ア ップデー ト/検 索
、

の問題)

ii)マ ンマシンインタフェー スの問題(使 い易さ、汎 用性)

iiD網 上にお けるファイルの配置 と網 の構成の問題

iv)利 用面での標準化の問題

V)プ ロ トコルの問題

次に、上 記の各問題点の概要 を述べ る。

Dフ ァイルデ ィレク トリと ファイルの完 全性の 問題

網 を利用者か らみ て透明にす る基本的な方 法として(網 内の データ管理)、 参照 したいデー タに至
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るパスをデ ィレク トリを用い て与 える方 法がある。 そのディレク トリの構成には、次の二通 りがいわ

れてい る。

(a)網 に 存在 するデー タに対 して一意 的な ディレク トリをグ ・一パルに構成する方 式

(b}ノ ー ド毎に、 ロー カルに存在す るファイルのデ ィレク トリを もち、 自分の所になければ他

の ノー ドに問い合わせる方式

網 内の利 用者 から透 明にす るために、基本的に、上記の方 式が考 えられるが応答時間 、経済性、及

びデー タ構造な どか ら解決す べき問題 は多い。また、 ファイルの完全性 については、一つの ファイル

を多 くの利 用者が問 合せ 、更新な どを行 うため、ファイル内容 の完全性 を保つ必要がある、とい う問

題である。 フ ァイル属性(問 合せ/更 新 モー ドなど)を 、時間的に分ける方式が考 えられるが、更新

を行なえる資格は何なのか、秘密保護(プ ライバ シィの保護な ど)に 関 して、パス ワー ド(キ イ ・ワ

ー ド)は ど うするのか(例 えば
、パス ワー ドの ネステ ィングの問題)と いった こともある。

iDマ ンマ シンインタ フェースの問題

ユーザに とって、網 内の フ ァイルが容易に操作出来るように使い易い インタフェース(例 えば 、会

話用言語/入 出 力装置)の 確立が必要 であ る。

iib網 主にお けるファイルの配置 と網の構成の問題

デー タ ・ベースの集 中化に反 する方 向としての綿上 における ファイルの配置については'(ARPA

で は デイス トリビュテ ィ ド・デ… タ ・ベー スと呼 んで いる)、 一般 的解析手法は、未だ確立 していな

いが、問合せ/更 新 トラフィックパター ン、伝送 コス ト、7ア イルの蓄 積コス ト等によ り最適配置が,

評 価出来 る可能性 がある。

…般的には、蓄積 コス トの 高価な大容量 ファイルに よる情報提供サー ビスや、複雑 高度な科学技術

計算 プ・グラム等は、集 中化 された方 が望 まし く、他方蓄積 コストの安価な問合せ や更新 トラフィッ

クの 多い簡易計 算や販売 、在庫管理 システ ムな どの ユーザ ファイルを主体と した ファイル伝送 サー ビ

スは、 ファイルを 分散 させた方 が好ま しいといわれてい るが、実 際には どの よ うに運用するのか。

iv)利 用面 での標準化 の問題

網 内の ファイルは 、基本的には不特定多数のユーザにより使用 されるところから、デー タ表現 、デ

ー タ処理に関 しては合意が必要 で、これについての解決法 としての標準化が必要になる。

V)プ ロ トコルの問題

ARPA網 では 、端末 よ りの会話的 利用をサポー トす る、高位 プロ トコルとして 、TELNET、

フ'アイル伝送 プロ トコルを作成しているが 、プログ ラムによるファイルの共有 も容易に可能 とする、
十

より標準的な ファイル共有 プ ロ トコルの開発が必要 となるであろ う。

ファイル共有 に関 しては 、以上の他に も、共有すべ き価値 あるファイルの選定 や、 ファイル化は、

誰が行な うのか、ま た、ファ イルの保守 、管理な どは誰が責任 を もつのか、といった多 くの問題が考

えられ る。

(4)そ の他

システムの運用な どに関 して、次の問題が更に考 えられ る。
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i)課 金(課 金 対 象 、方 法)

iD保 守 、 管 理(障 害 対 策 、 シ ス テ ム 拡 張 へ の 対 応 、 プ ロ グ ラ ム や フ ァ イ ル の 管 理 、 性 能 測 定)

iii)網 情 報 セ ン タ ー(運 用 方 法)

2.1.4コ ン ピ ュー タ ・ カ ッ プ リ ン グ

コ ン ピ ュー タ ・ カ ッ プ リ ング と い う言 葉 は 、 必 ず し も一一般 的 で は 支 い が 、 次 の2種 類 に 分 類 し 、 各

々 の 概 略 に つ い て 述 べ る。

Dタ イ ト リー ・カ ッ プ リ ン グ(Tight,1y-Coul)lillsr)

主 記 憶 を 共 有 す る こ と に よ り結 合 さ れ 、 一 個 の 管 理 プ ロ グ ラム で 管 理 さ れ る 複 数 計 算 機 シ ス テ ムで

あ る 。

こ れ は 、最 も 密 に 結 合 さ れ た シ ス テ ム で あ る。

ii)ル ー ズ リー ・カ ッ プ リ ン グ(Loosely-Couplin9)

チ ャ ネ ル等 を 介 し て 結 合 され 、 一 個 又 は 、 複 数 個 の 管 理 プ ロ グ ラ ムで 管 理 さ れ る 複 数 計 算 機 シ ス テ

ム で あ る 。

こ れ は 、 比 較 的 密 に 結 合 され た シ ス テ ム で あ る。

(1)タ イ ト リー ・ カ ッ プ リ ン グ

タ イ ト リー ・ カ ッ プ リ ン グ を 、 結 合 方 式 に ょ り次 の 様 に 分 類 す る。

Dマ ル チ ・ブ ・セ ッ サ 方 式

IBM370-158/168、HITAC8700/8800、FACOM230-58/75

な ど が あ り 、 主 と し て 、 大 型 計 算 機 シ ス テ ム で 実 用 化 さ れ て い る。 こ'の方 式 は 、 処 理 能 力(広 義 の 並

行 処 理 に よ り)、 信 頼 性 の 向 上 を 目 指 し て い る と い え る が 、拡 張 性(接 続 台 数)と い う面 で 難 点 が あ

る 。

MM:メ モ リ

P:プ ロ セ ッ サPP

亀

◆

・

図4マ ルチ ・プロセッサ方式

iD単 一 パ ス方式/多 重パ ス方式(環 状パ ス方式 も含む)

一 本又 は
、複数本のバス上に 、プロセ ッサ 、メモ リな どを接続 した もので 、信頼性の向上に加 え、

拡張性の面でも優れてい る。

これ らの事例 としては、東京 大学 のPPS-1、 ロ ッキー ドのSUEな どがある。r

ま た、パスをルーーブ状 に結合 した環状パ ス方式とみなせる もの として、IBM370-125が あ

る。

図5単 一 バ ス 方 式
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図6多 重 バ ス 方 式

こ れ ら の 方 式 の も の は 、 実 験 的 色 彩 が 強 く、 今 後 、負 荷 分 担(・ 一 ドシ ェ ァ)な ど を 効 率 よ く行 う

為 に 、 プ ロ セ ッ サ 間 通 信 方 式 、 メ モ リ共 用 方 式 、 パ ス 制 御方 式 、 管理 プ ロ グ ラ ム の 機 能 と 構 造 、 障 害

対 策 と して の 自 動 シ ズ テ ム 再 構 成 方 式 及 び 、 狭 義 の 並 行 処 理 方 式 な ど が 、 重 要 な 問 題 と な る で あ ろ う。

(2)ル ー ズ リー ・カ ッ プ リ ン グ

チ ャ ネ ル 結 合方 式 に よ る もの で は 、 マ ス タ ー ・ス レ ー ブの 関 係 に あ る二 個 の 計 算 機 を結 合 し た 、I

BMのASPが 有 名 て あ り、 負 荷 分担 に よ っ て 、 処 理 能 力 の 向 上 を 目 指 し た も の と言 え る。

(補 足)

前 節"コ ン ピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク の 事 例"で 、 分 類 と し て 、 コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ ト ワー ク に 入

れ た カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学(ア ー バ イ ン)のDCS(DistributedCofnp .utingSystem)

一 －H－方 向 伝 送 路 と して
、同 軸 ケ ー ブ ル を リ ン グ 状 に 結 合(リ ン グ結 合 方 式)一 及 び 、京 都 大 学 のKU-

IPNET－ イ ン ハ ウ ス ・ コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クー な どは 、 ル ー ズ リー ・カ ッ プ リ ン グ に 含

め るべ き も の か も し れ な い 。

口r{三}一 回

俗

図7チ ャネル結合方式

LI:リ ング ・イ ンタ フェ ース

◎

図8リ ン グ結 合 方式

Z2コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク に お け る デ ー タ ベ ー ス

2.2.Lデ ー タ ベ ー ス

ソ フトウェアシステムの分化の過程にぶい て、データの管理 は、その統合化 と共通化 とが計 られ、
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個 々の処理 プログラムか ら次第に分離 されるよ うにな った。 この ことは、同時 に、デー タ処理の思 想

に重大 な変化を もた らした。すなわち、伝統的な プロセス指向の ファイル作成 か ら脱却 し、適応分野

に適合 するデー タベースへのア プローチがそれである。'

デ ータベー スは、従来のファイル システムにおけ る複数個 の ファイルを集 中統合 し、その一元管理

を計ったもので ある。

デー タベースの達成 目標と して、つ ぎの諸 項 目があげ られる。

・ データとプログラムの独 立性

可能 な限 り、ア プ リケー ションプ・グラムとデータとの独立性 を保持する こと。

・ データ構造の多様性

互いに関連のない ものか らネ ッ トワーク構 造 まで、各種 デー タについての構造を定義す ることを可

能 にする。

・ デー タの非冗長性

'デ ータの一部分あるいは全体が
、他の 適応 業務 で使用 され るに もかかわ らずそれぞれの適応業務に

最適な方 法でデー タを構成す るこ とを可能にする。

.デ ー タの共用

複数 個の ラン単位が同時に、デー タベー ス上 のデー タを検索 した り更新す ることを可能にする。

・ 機密保護

機密保持 を侵す プ・セスからデー タベースを保護する～二と。あ るいは、 プ・ グラム間の干渉か らデ

ー タベー スを保護す ること
。

・ 統 合管理機能

データの格納位置 を制御す るため などの統合管理機能 を提供すること。

これ らの 目標の もとに各方面で、デー タベースに関する調査研究がな され、い くつかの提案が提出

されてい る。

これ ら提案の代表 的な もの として、CODASYLの デ ータベース作業 グルー プ(DBTG)に よ

る提案 、IBMの ユーザ団体であるGUIDEとSHARREの 共 同作業 グルー プに よる提案 、IS

MのE・F・COODの 提 唱に ょるリレーシ・ナル ・デー タベー ス(RDS)な どがある。

CODASYLDBTGの 提 案は、現在≠または近い将来における技術 でもって充分実現可能 で あ

るデータベースを 目標 とした具体的な言語仕様 である。現在 では、サブセッ トでは あるが、DBTG

提 案に そった システ ムが数個開発 されてい る、これ らはそれぞれ好評を得てい る。

CODASYLDBTG提 案 のなに よ りも大 きな成果 は、デー タ記述言語(DDL)、 デー タ処

理 言語(DML)の 共通 化、または、標準化 をもた らしたことに ある。実 際、現存する数多 くのデー

タベー ス ・マネジメン ト・システムは、それぞれ独 自の言語 、アーキテクチュアを もち、利用者に対

して色 々な面で混乱 を余儀な くさせ てい る。 このことは、単に言語上だけの問題 でな く、用語統一 の

問題 や、概 念的な面 でもそれぞれまちま ちである。 コン ピュー タ ・ネッ トワー ク内での デー タベー ス

は、と りわけデー タベー ス、マネジメン トシステムの共通化が一 つの課題 とな る。 こ の意 味 で も、
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CODASYLDBTG提 案は 高 く評価してよい。

GUIDE/SHAREの 提案 は、必ずし も、現在 の コンピュー タ技術にと らわれることな く、い

わば理想に近い デー タベースを提案 した ものである。 これには 、CODASYLDBTG提 案 で見

られるような具体的な言語仕様は明記 されてい ない。GUIDE/SHREの 提案の特長は、エンティ'

ティの概念を導入 した事に代表 され る。エンテ ィティとは、世の中一般の 事象のことをいい、 アプ リケ

ー ション ロジックと格 納されたデー タ間に位置 し、それ ら相互の マッピングの橋渡 しを行 う事によ

って、よ り高いデー タと プログ ラムの独立性を得 ようと したもので ある。

リレー ショナルデー タベースでは、 「デー タベースの本質は 、 リレー ションであり、デー タベー ス

に対 する操 作 とは 、デー タ〔こ一 スを構成 してい る リレー ションの集合か ら、新たに リレー ションを作

り出すことにある。 」と言 う見地 よりデー タベースを論 じてい る。

リレーシ・ナル ・データベースの特 長は、デー タベースとプ・グラムの 間に高い独立性 が得 られ るこ

と、あらゆる レベルの利用者 、 とくに エン ドユーザに使い易い情報 システムとして論 じてい ることな

どがあげ られる。

以上最近の デー タベー スの動 向と『して代表的な もの をあげた が、現時点では、CODASYLD

B .TG提 案 が最 も具体的で ある。'この意味 で、当面のデー タベ ースの開発は 、DBTG提 案 を考慮 し

ながら行われるもの と考 え られる。

デー タベース・マネジメント・システ ムの概 念をDBTG提 案 にそ って述 べる。

句

利用者

パ ラ メ ト リ ッ ク ユ ー ザ

デー タ記述言語 データ処理言語 パ ラ メー タ言 語

ソ フ トウ ェ ア

デ ー タ記 述 言 語

プ ロ セ ッサ

デ ー タ処 理 言 語

フ'ロ セ ッ サ

(コ ン パ イ ラ)

パ ラ メー タ 言 語

フ'ロ セ ツ サ

デ 一 夕 ベ ー ス コ ン ト ロー ル

シ ス テ ム(DBCS)

●

二次記憶

デ ィ ス ク リ プ タ デ ー タ ベ ー ス

図9デ ー タベー ス ・マネ ジメン ト・システム
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デ ー タ 構 造

デ ー タ構 造 と し て は 、 ツ リー 構 造 、 ネ ッ ト ワー ク 構 造(図10)の よ うな 複 雑 な 構 造 を 可 能 と す る。

図 の 矢 印 の 始 端 に よ る レ コー ドを オ ー ナ レ コー ド とい い 、 矢 印 の 末 端 に な る レ コー ドを メ ン バ レ コー

ドと い う。 ま た オ ー ナ レ コー ド、 メ ンバ レ コ ー ドの 関 係 を 「 セ ッ ト 」 とい う 。

■

●

ネ ッ ト ワー ク 構 造

ツ リ ー 構 造

●

図10ツ リー構造 とネッ トワーク構造

スキー マ/サ ブスキー マ

デー タベースにおけ る構 造の記述を スキー マ(SCHEMA)と い い、デー タベー スの 部分の構造

の記述 をサブスキーマ(SUBSCHEMA)と い う。この スキニ マ/サ ブスキrマ の導 入による主

な利点 どして次のものが ある。

1)個 々の プログラムは、 自己の関連する部分についてのみ、つま りサ ブスキー マについ てのみ デ

ータ構造を知れ ばよい。

2)ブ ・グ ラムがデー タベースを利 用で きる範囲はサ ブスキー マに記述 された 部分に限定 されるの

で、サ ブスキー マ以外の プ ライ バ シ と インテグ リティが保証 される。

3)デ ー タとプログ ラムの独立 性は、デ一 夕ペー ヌの データ構造が変更 されたと き、プログラムに

与 える影響の度合で測 られるが、サブスキーマがスキー マと異 っても良い範囲で影響度 を吸収 する こ

とが できる。

デー タベース管理者

デー タベースは、 目的の異 った多数のユー ザによって使用 されるので、これ ら異 った 目的で もって

作成 された プログラムか らの 、い くつかの異 った要求 を調整す る必要が生 じて くる。 この機能を もつ

ものがデータベー スの管理者 である。

デー タベー ス管理者の役割 りは 、デー タベースを使用す る各ユー ザの要求を収集 し、分析 し、それ

に基 づい七、デー タベースの設計 な らびに作成 を行い 、その運用の監視 を行い必要に応 じて、デー タ
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ベ ー ス の 再 編 成 や 再 構 成 を 行 う こ と な ど で あ る。 っ ま り、 デ ー タ ベ ー ス の 管 理 者 は 、 デ ー タ ベ ー ス の

作 成 と 保 存 と に 責 任 と権 限 を も つ と と もに 実 行 す る た め の 高 い レ ベ ル の 技 術 が 要 求 され る こ と に 左 る。

2.2.2デ ー タ ベ ー ス の ネ ッ トワ ー ク 化

従 来 の フ ァ イ ル シ ス テ ム を単 に デ ー タ ベ ー ス 化 す る こ と に よ っ て 生 ず る技 術 的 な 問 題 は 、 そ の 基 本

的 左 もの の ほ と ん ど が 解 決 さ れ て い る か 、 あ る い は 解 決 の 方 向 に あ る 。

しか し 、 コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワ ー ク に お け る デ ー タ ベ ー ス に つ い て は 、 そ こ に 発 生 す る で あ ろ う問

題 点 そ の もの に つ い て す らま だ 明 確 で は な い。

現 在 、予 想 出 来 る 範 囲 で い くつ か の 問 題 点 をつ ぎ に あ げ て み る 。

・ デー タ ベ ー ス の 管 理

.デ ー タ ベ ー ス の 共 通 化

・ エ ン ドユ ー ザ の 機 能

・ デー タ ベ ー ス へ の ア ク セ ス

1)デ ー タ ベ ー ス の 管 理

デ ー タ ベ ー ス ・シ ス テ ム(デ ー タベ ー ス を 利 用 し た 計 算 機 シ ス テ ム の 事 を い う)で は 、 デ ー タ ベ ー ス

が 多 数 の ユ ー ザ か ら使 用 さ れ る た め に 、 デ ー タ ベ ー ス 管 理 者 が 必 要 で あ る 事 は 前 に も述 べ た 。 コ ン ピ

ズ 一夕 ネ ッ ト ワ ーーク 内 に デ ー タ ベ ー ス を 構 築 し た 場 合 で も 、 そ の 存 在 の 重 要 性 は 不 変 で あ る。

コ ン ピ ュー タ ネ ッ ト ワー ク が 集 中型 ネ ッ トワー クの よ う に 、必 ず 中 央 の 中 枢 と な るIMP(セ ン ト

ラルIMP)が 存 在 す'る 場 合 に は 、 セ ン ト ラ ルIMPを 管理 す る 人 ま た は 、 部 門 が 、 デ ー タ ベ ー ス 管

理 者 と な り、 ス キ ー マ もそ こ に 格 納 す れ ば よ い 。

分 散 型 ネ ッ トワーー ク の よ一う に 、 そ の 中 枢 と な るIMPや 、HOSTが な い 場 合 に は 、 誰 を デ ー タ ベ

ー ス 管 理 者 と す る か 、 ス キ ー マ を ど こ に 持 た せ る か の 問 題 が 発 生 す る 。 反 りに 、 あ る1か 所 のHO

ST内 に ス キ ー マ を持 た せ る と す れ ば 、 デ ー タ ベ ー ス を ア ク セ ス し ょ う と す る プ ロ セ ス は す べ て こ の

ス キー マ を 参 照 しな くて は な らな い の で 、 そ の ス キー マに 対 す る ア ク セ ス が 集 中 す る 。 ま た 、 せ っ か

く分 散 型 に して 信 頼 性 を 上 げ て も 、 ス キ ー マ が 格 納 さ れ て い る 記 憶 装 置 に 障 害 が あ れ ば 、 デ ー タ ベ ー

ス に 対 す る ア ク セ ス は す べ て 不 可 能 と な る。 こ の よ う な 場 合 、 そ の 解 決 法 と し て 同 じ ス キ ー マ を 、 各

デ ー タ ベ ー ス に1つ ず つ も つ か 、 ま た は 、 ス キ ー マ も分 散 し て 持 つ こ と が 考 え られ る。

こ の よ う な 方 法 も 、 デ ー タ 構 造 が 変 更 され る場 合 、 つ ま りス キ ー マ を変 更 す る 場 合 の 処 理 が 問題 と

な る。

2)デ ー タ ベ ー ス の 共 通 化
.

デ ー タ ベ ー ス の 中 で リ レー シ ョ ン の 表 現 に は 、 一 般 的 に ポ イ ンタ が 多 く用 い られ る。 こ の ポ イ ン タ

の 記 憶 媒 体 上 の 形 式 は 、 お の お の デ ー タ ベ ー ス ・マ ネ ジ メン ト・シ ス テ ム で ユ ニ ー ク な もの に な っ て い る。

つ ま り 、 あ る デ ー タ ベ ー ス ・マ ネ ジメ ン ト・シ ス テ ム は 、 そ の デ ー タ ベ ー ス ・マネ ジ メ ン ト・シ ス テ ム 用 に 作

成 され た デ ー タ ベ ー ス し か 取 扱 え な い こ とに な る。 も し 異 っ た デ ー タ ベ ー ス ・マネ ジ メ ン ト・シ ス テ ム に

よ っ て 作 成 さ れ た デ ー タ ベ ー ス を 同 時 に2つ 利 用 し よ う と す れ ば 、 ど ち ら か 一 方 を 、 そ の デ ー タ ベ ー

ス マ ネ ジ メ ン トシ ス テ ム が 解 釈 で き る 形 式 に 変 換 す る 必 要 が あ る 。(図11)。
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図11デ ー タ ベ ー ス の 変 換

し か し 、 実 際 問 題 と し て 異 る形 式 の デ ー タ ベ ー ス を 利 用 す る こ と は 容 易 な こ と で は な い 。 コ ン ピ ュ

ー タ ネ ッ トワー ク に デ ー タベ ー ス を 構 築 す る 場 合
、 デ ー タ ベ ース ・マ ネ ジメン ト・シ ス テ ムの 統 一 、 各 種

言 語 の 統 一一は 、 最 も重 要 な 問 題 で あ る。

3)エ ン ドユ ー ザ の 機 能

コ ン ピ ュー タ ネ ッ トワ ー ク 内 で の デ ー タ ベ ー ス の 利 用 形 態 は 、 端 末 か ら デ ー タ ベ ー ス を 検 索 す る よ

うな 非 定 形 ジ ョ ブ が 主 で あ る と考 え ら れ る。'

定 形 ジ ョブ の 場 合 に は 、 処 理 効 率 と 、 そ の 機 能 が 重 視 さ れ 、 プ ロ グ ラ ミ ン グ に 際 し て は 、 高 度 の 知

識 が 必 要 と さ れ る の で 専 門 プ ・ グ ラ マ が 作 成 に 当 る の が 通 常 で あ る。 これ に 対 し て 、 非 定 形 ジ ・ブ の

場 合 は 、 そ の ユー ザ は 、 非 プ ロ グ ラ マが 主 体 で あ り、 プ ロ グ ラ ミ ン グ の た め に 簡 易 型 言 語(パ ラ メ ー

タ 言 語 の よ う な)が 必 要 と な る 。

ま た 、 デ ー タ ベ ー スが よ り広 範 な ユ ー ザ に よ っ て 、 よ り簡 単 に 利 用 出 来 る よ う に な る の で 、 デ ー タ

ベ ー スの 利 用 に 関 す る ル ー ル を 確 立 し 、 デ ー タ の 保 護 は 慎 重 に か つ 確 実 に 行 わ ね ば な らな い 。 デ ー タ

の 保 護 の 問 題 に つ い て は 、 こ れ を 専 門 に 検 討 す る グ ル ー プ が 結 成 さ れ て い る。

4)デ ー タ ベ ー スへ の ア ク セ ス

ユ ー ザ ・プ ロ セス の ア ク セ ス し よ う と す る デー タ ベ ー ス が 、 そ のHOST系 内 に 存 在 す れ ば 、 当 該

HOST内 ρ デ ー タ ベ ー ス 、 コ ン ト ロー ル シ ス テ ム を 使 用 し て 何 ら問 題 は な い 。 し か し 、 そ の デ ー タ

ベ ー ス が 他 のHOST系 に 存 在 す る 場 合 に は 、処 理 そ の もの を他 のHOSTで 実 行 す る か 、 他 のHO

ST系 に 存 在 す る デ ー タ ベー ス へ の ア ク セ ス メ ソ ッ ドを確 立 す る かな ど に よ らね ば な ら な い 。

コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ ト ワー ク に お・け る デ ー タ ベ ー ス の ア ク セ ス メ ソ ッ ドを 、 と くにDDBA(Di-

stributedDataBaseAccessing)と い う場 合 も あ る。 こ の プ ロ ッ ト コー ル の 解 釈 が 、
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実 は 、 コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワー ク 内 に デ ー タ ベ ー ス の 構 築 を 可 能 に す る か 否 か の ヵ ギ と な る もの で あ

る と い っ て も過 言 で な い 。 今 後 種 々 の 議 論 や 、 実 験 に よ っ て 解 明 さ れ ね ば な らな い 。

2.2.3デ 一 夕 ベ ー,ス の ア ク セ ス

コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ットワー ク に お け る プ ロ ト コー ル は 、つ ぎの4つ の レ ベ ル に 大 別 で きる 。

.ユ ー ザ レベ ル

・HOST-HOSTレ ベ ル

・HOST-IMPレ ベ ル

・IMP-IMPレ ベ ル

HOST-HOST、HOST-IMP、IMP-IMPレ ベ ル の プ ロ ト コー ル に つ い て の 問 題 は

他 に 譲 る と し て 、 こ こ で は 、 ユー ザ レ ベ ル の プ ロ ト コ ー ル に つ い て × デ ー タ ベ ー ス の ア ク セ ス に 関 す

る 問 題 を 考 察 す る。 、

ユ ー ザ レ ベ ル の プ ロ トコー ル の1例 と して 次 の もの が あ る 。

.ICP(InitialConl)ectionProtoc・ol)

.FTP(FileTransferProtocol)

.TELNET(TELNETTerminalProtocol)

・そ の 他

FTPは フ ァ イ ル を 共 用 す る 為 に 作 成 さ れ た プ ロ トコ ー ル で あ る。 そ の 概 念 は デ ー タ ベ ー ス を ア ク

セ ス す る た め の プ ロ トコ ー ル を 考 察 す る 上 で の 指 針 とな る で あ ろ う。 こ の 意 味 で 、ARPA不.ッ ト ワ

ー ク のFTPに つ い て の 概 略 を 以 下 に 述 べ て み る 。
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図12FTPの モデル
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図12はFTPの モ デ ル を 図 示 し た もの で あ る。

Server-FTP

Server-FT'PはUserFTPあ るい は 、 他 のServerFTPと 協 調 して デー タの 転 送 の 機

能 を 果 す プ ロ セ ス で あ る。 こ れ は プ ロ ト コ ー ル イ ン タ プ リ タ(PI)と デ ー タ転 送 プ ロ セ ス(DTP)

か ら成 る 。

Server-PI'

Server-PIはUser-PIか ら のICPに 対 してListen状 態 に し 、 そ してTELNETコ

ネ ク シ ョ ン を 確 立 す る 。

ServerPIの 役 割 はUser-PIか らFTPコ マ ン ドを 受 取 り、 そ れ に 対 す る 応 答 を返 す こ と

と 、Server-DTPを 管理 す る こ と で あ る。 、

Server-DTP

Server-DTPはServerPIの 指 示 に 従 いDaI、aConnectionを 確 立 し 、File-

Systemへ の ア ク セ ス 、 デ ー タ の 転 送 を 行 う。

User-FTP

.User-FTPは ・1コ ま た は 複 数 個 のServer-FTPと 協 調 し て ・ デ ー タ の 転 送 機 能 を 果 す プ

ロ セ ス で あ る。 こ れ は 、 プ ロ トコー ル 、 イ ン タ プ リ タ 、 デー タ転 送 プ ロセ ス 、 ユ ー ザ イ ン タ フ ェ ー ス

か ら成 る 。

User-PI

User-PIはServerFTPに 対 し 、ICPを 要 求 し 、FTPコ マ ン ドを 送 る。

ま た 、User-PIはUser-FTPが デ ー タ の 転 送 を 行 う場 合 はUser-DTPを 管 理 す る 。

User-DTP

Usei-DTPはUser-PIか ら の 指 示 に よ りDataConnectionを 確 立 し、 デ ー タ の 転 送

を 行 う。

FTPの 動 作 の 概 要 は 次 の 通 りで あ る。

ま ずUserか らの 指 示 に ょ りUserlnterfaceを 経 て 、UserPIはTELNETコ ネ ク

シ ョ ン を 確 立 す る 。 こ の コ ネ ク シ ョ ンが 確 立 さ れ る と 、User-PIはServer-FTPに 対 しFT

pコ マ ン ドを 送 る。FTPコ マ ン ドは デ ー タ コ ネ ク シ ョ ン お よ びFileSystemへ の ア ク セ ス の

た め の パ ラ メー タ 群 を 規 定 す る。UserDTP、Server-DTPは パ ラ メー タに 従 って デ ー タ の

転 送 を 行 う。

上 記 の ケー ス と は 異 な り、Userが 存 在 す るHOSTと は 異 な る 他 の2つ のHOST間 で 、 デー タ

の 転 送 を 行 う場 合 は 図13の よ う なFTPの 構 成 に な る。

ARPAネ ッ ト ワー クのFTPは 、 フ ァ イ ル を そ っ く りそ の ま ま コ ン ビ ュ ー す る こ と に よ っ て フ ァ

イ ルの 共 用 と い う 機 能 を 保 た せ て い る。

コ ン ピ ュー タ ネ ッ ト ワー ク に お け る デ ー タ ベ ー ス の 共 用 に つ い て1い え ぱ 、 あ るHOST系 で もつ デ

Lタ ペ ー ス は 大 量 の デー タ を 含 む と 考 え られ る
。 こ の デ ー タ ベ ー ス 全 体 を他 のHOST系 ヘ コ ピー し
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図15FTPモ デ ルの変型

て使用す ることは処理効率 、記憶容量 などから考察 しほ とんど現実的 に不可能に近いと考 えて よい。

したがって 、データベー スの共用には 、デー タベースの必要な部分に対するアクセスを実現す るプロ

トコ一一ルが必要 となる。'

問題 を単純化す るために コンピュー タ ・ネ ッ'トワー ク内のすべてのデー タベースは同一 のデー タベ

ー ス ・マネ ジメント・システムで作成 された とい う大垣 な前提条件 の下で、デー タベー スの アクセスに

関す るプロ トコールの概念をARPAのFTPに な らって考察すれば図14の よ うにな る。

アー タベ ー ス

B

Server

PI

re
P
v
T
re
D

S

デ ー タ ベ ー ス ア

ク セ ス

Connnalld

ReplieS

Data

COIll)ect,ion

一

、

ア ・ ブ リケ ー シ ←

ヨ ン プ ロ グ ラ ム

/

、

DBCS

/

一 ー 一

DBCA

イ ン タ フ ェ イ ス

User

PI

!、

、/

一〉
User

DTP

User

アンタへース

A

図14デ ー タベー スのマクセスに関するプ ロ トコール概 念
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ア プ リ ケー シ ョ ン プ ロ グ ラ ムま た は 、 エ ン ドユー ザ イ ン タ,ブ リタは 、 デ ー タ ベ ー ス に 対 す る ア ク セ

ス 要 求 をDB℃Sに 出 し 、DBCSで は 本HOST系 内の デ ー タ ベ ー ス に 対 す る アク セスか 否 かを チ ェ

ッ ク す る 。 も し 、 本HOST系 内 の デ ー タ ベ ー ス に 対 す る 要 求 で あ れ ば 、 デ ー タ ベ ー スAを ア ク セ ス

す る 。 ーま た 、 他 の 場 合 、 例 え ば 他 のHOSTの デ ー タ ベ ー スBに 対 す る 要 求 で あ れ ば 、DBCSイ ン

タ フ ェ ー ス で デ ー タ ベ ー ス の ア ク セ ス に 関 す る プ ロ トコ ー ル を 作 成 す る 。 こ れ をUSer--PIに 渡 し

そ れ 以 降 はFTPの 場 合 と同 様 で あ る。 こ の 場 合 、 デ ー タ ベ ー スBへ の ア ク セ ス は 、DBCSか らの

要 求 の 都 度 行 な わ れ 、 デ ー タ 転 送 の 単 位 は1物 理%単 位 に な る と 考 え られ る 。

Server-DTPはUserDTPに 対 し要 求 の さ れ た デ ー タ ベ ー ス の 部 分 の 内容 を 転 送 し 、 そ れ

は.'DBCSイ ン タ フ ェ ー ス に お い て 適 当 な 処 理 が 加 え ら れ て 、DBCSに 渡 さ れ る。DBCSで は

あ た か も デ ー タ ベ ー スBが 本 ス ト系 に 存 在 す る 如 く処 理 を 行 う。

書

2.5コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー ク の 実 験

情 報 ネ ッ ト ワー ク ・シ ス テ ム の 有 効 性 あ る い は そ れ の 具 備 す べ き機 能 等 を 論 ず る に は 、 大 別 し て2

つ の 方 向 の ア ブ ・ 一 チ が あ り、1つ は 情 報 そ の もの の ニ ー ズ と 質 お よび 経 済 性 を加 味 し た情 報 の 流 通

あ るい は 配 布 の 手 段 等 を検 討 す る 情 報 利 用 者 の 立 場 か らの ア プ ロー チ で あ り、 も う1つ は 情 報 ネ ッ ト

ワ ー ク の フ ァ シ リテ ィ を 提 供 す る 技 術 面 を 検 討 す る立 場 か らの ア プ ロー チ で あ る 。

両 者 の 接 合 点 は 、 恐 ら く ニ ー ズ に 見 合 っ た 経 済 性 を 保 証 し得 る フ ァ シ リテ ィ あ る い は 手 段 を 求 め 、

更 に そ の 将 来 あ る べ き姿 、技 術 的 指 針 等 の 多 角 的 な 評 価 検 討 に あ る と考 え られ る 。

さて 、 以 上 の よ うな 前 提 の もと で 、 こ こ で は 後 者 の ア プ ロー チ の1つ と し て 、 実 験 的 な 汎 用 コ ン ピ

ュ ー タ ・ネ ッ ト ワー ク ・ シ ス テ ム の 試 作 を 行 な い つ つ あ る 立 場 か ら コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ ト ワー ク ・ シ

ス テ ムの 概 要 と情 報 ネ ッ ト ワー ク の 実 験 と して シ ス テ ムが 具 備 す べ き条 件 を 述 べ る と と もに 、 本 実 験

シ ス テ ム'JIPNETの 概 要 を紹 介 す る 。

2.3.1コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ ト ワー ク と情 報 ネ ッ ト ワ・一 ク

(1)コ ン ピ ュ ー タ ・ ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム

コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー ク は 複 数 の 独 立 し た コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム が 相 互 に 連 結 さ れ 、 そ の 総

合 した リ ソー ス を 自 由 に 共 用 し合 う こ と に よ り個 々 の シ ス テ ム設 備 の 重 複 を さ け 、 経 済 的 ・ かつ 、強

力 な コ ン ピ ュ ー タ ・パ ワー を 利 用 し 得 る シ ス テ ム で あ る 。:

主 な リ ソー ス と して は 高 速CPU、 大 容 量 メ モ リー 、 特 殊 入 出 力 装 置 、 各 種 の ソ フ トウ ェ ア 、 デ ー

タ ベ ー ス 等 が あ り 、 こ れ らの リ ソ ー ス を 共 用 す る と こ ろ か ら 、 リ ソー ス ・ シ ェ ア リ ン グ ・ コ ン ピュ

ー タ ・ ネ ッ ト ワー ク(Resourcesharingcomputernetwork)と い う呼 称 も存 在 す

る。

ネ ッ トワー ク の 形 態 と し て は 、 中 央 に コ ン ト ・一 ル を 集 中 し た集 中型(Centralized・ ま た は

startype)と 各 サ イ トに 同 等 の 資 格 を もた せ コ ン ト ・一 ル を 全体 に 分 散 し た 分 散 型(Distri-

butedtype)と が あ る。 信 頼 性 の 点 か らは 一 般 に 後 者 が す ぐ れ て お り ・ 分 散 し た デ ー タ ベ ー ス

の マ ネ ー ジ メ ン トを 行 な うに は 後 者 が よ り適 して い る と考 え ら れ る。
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分 散 型 ネ ッ ト ワ ー ク は 図15に 示 す よ うに3つ の 要 素 か ら成 り立 つ 。

① ホ ス ト(HOST)コ ン ピ ュー タ … … 図15のH

そ れ ぞ れ 異 っ た り ソ ー ス を持 つ 独 立 し た コ ン ピ ュ ー タ ・ シ ス テ ム

② ノ ー ド(NODE)… … 図15のN

各 種 の ホ ス トあ る い は 端 末(図15のT)群 を ネ ッ トワー ク に 結 び つ け る 節 と な る と こ ろ で 、 一 般

に は こ の ノ ー ドが コ ン ピ ュ ー タ機 能 を 持 って い る。 異 機 種 結 合 ネ ッ トワ ー ク で あ っ て も ノご ド ・ プ ロ

セ サ は 同 一 ハ ー ドウ ェ ア と す る の が 一般 的 で あ る。

③ 回 線

ノ ー ドと ノー ドの 間 を 結 ぶ 。 図15に 示 す よ う に ノ ー ドと 回 線 を 総 称 し て サ ブ ネ ッ ト(Subnet)

と 呼 ぶ 。

こ の よ う な ネ ッ ト ワー ク で 、 ノ ー ドに コ ン ピュ ー タ機 能 を持 た せ る理 由 は 次 の よ うな もの で あ る。

o異 機 種 ホ ス ト間 の イ ン タ フ ェ ー ス の 調 整 の し や す さ

oホ ス ト負 荷 の 軽 減

oネ ッ ト ワ ー ク拡 張 の 容 易 さ

,

▼

T
T

TT

図15分 散 型 ネ ッ トワ ー ク

ま た 、各 ホ ス トが 同 一 機 種 か ら な る ネ ッ トワ ー ク をhomogeneous、 異 機 種 か らな る ネ ッ トワー

ク をheterogetieousと 呼 び 、 メ ー カ ー の 商 用 ネ ッ ト ワー ク は 前者 の 形 を と り う る が 、 公 共 性 の

強 い ネ ッ ト ワ ー ク ・シ ス テ ム は 概 し て 後 者 の 異 機 種 ネ ッ トワ ー ク の 形 を と ら ざ る を 得 な い で あ ろ う。

一 般 に リソ ー ス シ ェ ア リ ン グ ネ ッ ト ワー ク の 効 用 と して は 次 の よ うな 事 項 が あ げ られ る 。

○ ハ ー ド ウ ェ ア ・ リ ソ ー ス の 共 用

例 え ば ア レ イ プ ロ セ ッサ や 大 容 量 メ モ リー 、 特 殊 周 辺 装 置 等 の 共 用 に ょ る 経 済 性 の 向 上 。

L)ソ フ トウ ェ ア ・ リ ソ ー スの 共 用

他 の コ ン ピ ュ ー タの 持 つ 特 殊 プ ロ グ ラ ム 、 言 語 プ ロ セ ッ サ 、 ユ ー テ ィ リテ ィ プ ロ グ ラ ム 等 の 共 用 。

○ デ ー タ ・ペ ーース の 共 用

分 散 、 集 中 い ず れ の デ ー タ ・ベ ー ス も可 能 で 広 域 情 報 サ ー ビス の 道 具 と な り得 る。
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○ 複数 システムへのアクセスが可 能

1つ の端末 から複数 システムへ 、会話型 あるいは リモー トバ ッチ型で アクセスが可能 とな りユーザ

への サー ビス範囲 が拡大 される。

Oコ ンピュー タ ・センターの専門化 が可能

各 センターは 夫 々得意 とする分野で、よ り高度な アプリケー ションに集 中で き、重複投資が回避で

きる。',

O互 換性 の拡張

ハー ド、ソフ ト、データ等の互換性 を拡張す る手段とな り得る。

○ 処理負 荷の分担-.

あ る システムの過 多の負荷を他の システムで分担 し、全 体として処理効率 を高める。

○ 信頼性の向 上

障 害のあるシス テムや回線 部分を避けて他の システムで カバーす ることがで きる。

○ 拡 張性

新たな システムをネッ トワークに付加 し、全体 としてよ り大 きな 機能にする事が比較的容易。

・=方
、これ らの効用 の裏腹 として、また実際の インプリメント上の困難さ、あるいは結合 した が故の

欠点等 と してい くつ かの問題点が存在する。例 えば 、

○ 結合に よる個 々のホス ト・システムの オーバヘッ ドお よび ・一 ドの増大や運用上の変更の

必要性

○ 異機種間の デー タ・ベース ・マネー ジメントの効率化 には未解決 な技術的問題点がーまだか

な り残されている

○ ネッ トワーク利用の メ リットを コス ト効率の形 で把握す る事の 困難さ

○ ネッ トワークの建設の 費用 および回線費用 を含む運 用費をどこまで減少 させ得るか

○ 特に高速の ネッ トワークでは 、それを充分使い こなす だけのニーズ(iteeds)が ま だ充

分把 握されていない

現在 、米国を中心 に世界主 要国の殆ん どは全国 規模 での ネ ッ トワークを建設 中であ り、中で も米国

の国防省 にょるARPANETは 現在世界最大規模の研究用 ネッ トワークであ り、1968年 か ら稼

動 を開始 してい る。 また フランスのCYCLADES、 カナダのBNRネ ッ トワーク、英国のNPL

ネ ッ トワーク、スペ インのCTNE等 、そ れぞれ規模 は異 なるが、いずれ もすでに稼動 中であると伝

え られてい る。

また欧米におけ るネ ッ トワー クは単に1ヵ 国内の規模に とどま らずEuropeanInformati-

cNetworkや 、米国のARPANETやMARK皿 、TYMsHARE等 の商用Tssネ ッ トワ

ー クの ヨー ・ッパへの拡張
、世界主要国を結ぶ航空会社のSITAネ ッ トワーク等汎用、専門 を含み

国際的な規模 での ネッ トワーク ・システム も数多 く建設 されつつあ る。

我 が国 におい ては 、ほぼ2年 後 と予想 される寛 々のデ ィジタル網 の建設 と呼応 して大学 間の研究用

ネッ トワークの構 想、企業内 ネッ トワークの建設等がその緒 につい たばか りであ り、世界各国 と比べ
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若干 遅れをとってい るというべ きであろ う。

(2)情 報 ネ ッ トワークの実験 と必 要な システムの条件 情報 ネットワーク ・システムの実験 は以下の

よ うな項 目を含むべきであろ う。

①HeterogeneollsなHOST間 の 統一したデータベース ・マネジメン ト

② 異機種 データベース間の互換性確保の手段 とその効率評価。

③ ネッ トワークに於け る情報 の秘密保護。

④ 他HOSTと のCPUリ ソース ・シェア リング。

⑤ 異機種HOST間 の メモ リ・シ ェア リング。

⑥ 特殊入出力装置g)シ ェア.リング。

⑦ 異機種間の ソフ トウェアの シェア リング。

⑧ ・一 ドの シェア リング。

⑨ 大 量の デー タ伝送お・よびインタラクテ ィブ ・メッセー ジに対す る伝送網の伝送速 度と効率 、

レスポンスタ イム、ス ループ ットの評価。

⑩ ネ ットワーク結合にと もな うHOSTの 負 荷お よびオー バーヘ ッ ド増 の評価。

⑪ ネッ トワーク ・ユーザの操作性の評価。

⑫ ・ネ ットワー ク利用の メ リッ トとその コス ト効率お よび経済性 の評 価

これ らの うち、特に① 、②の 内容 をや ふ具体化 してみると、異機種間のデー タお よびファイルの マ

ネジメン トに於ては先ず次の ような種 々の 相違 点 に対し、どの様な形 で互換性 を保証 し、かつ 常識的

な効 率下で処理 し得るかを検討、し、実験 せねばな らない。

O

O

O

O

O

コ ー ド系 、 バ イ ト、 キ ャ ラ ク ター 、 ワ ー ドお よ ひ ワ ー ド長 等 の デ ー タ の 単 位 。

言 語 に 依 存 す る 国 定 小 数 点 数 、浮 動 小 数 点 数 、 二 倍 精 度 数 、文 字 定 数 等 の 規 準 。

順 編 成 、 索 引 付 順 編 成 、 分 割 型 順 編 成 フ ァ イ ル の 形 式 。

ラ ン ダ ム ・ フ ァ イ ル の マ ッ ピ ン グ ・ ア ル ゴ リ ズ ム(mapPingalgorithm)。

10CS、 デ ー タ 管 理 等 に 基 づ く ラ ベ ル や チ ェ ッ キ ン グ機 構 等 を含 む フ ァ イ ル ・ コ ン ト ・

一ル形式
。

O各 言語 プロセ ッサの インプレメンテー ションに依存す るファイル形式お よびそのコン トロ

ール形式。

○ 各HOSTの 既存のデー タベース ・マネジメン ト・システムの機 能。

この様な具体的項 目に対し、まず現状 を前提として検討 すると同時にCODASYLC)デ ー タ ・ベ

ー ス標準化の動 き
、記憶機構 、 メモ リ素子等 の新 しいハー ドウェアの研究 開発 の動向 を含め、多角的

な検討 が必要 とされる。

前述 のよ うに現在世界各 国で数多 くの コン ピュータ ・ネットワークの実 現あ るい は計画がお こな わ

れてい るが、異機種問のデー タベース ・マネジメ/ト あるいは異機種に存 在す る分 散 したデ ータベー

スの扱いに関 してはまだ多くの成果 は発表されていない。

ネッ トワーク上にお・け るデー タベース ・シェア リングの研究 としてはARPANETのRSEXE
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Cが 著 名であ り、多 くの新 しい試 みを成功 させた数少ない例の一つであるが、これは同 ネッ トワーク

内のPDP-10の グルー プの間での同機種間の分散型データベース ・シ ェア リングである。

そ の他 、関連 する研究と しては 、英 国のNPLネ ッ トワークに於て、各種のサ ブシステムあるいは

アプリケー ション用の ファイルをセ ン トラルに集 中管理し、異な った各 種のHOSTか らアクセスす

るCentralfilcstoreの 実 施 、あるいは 、また異な った システム間に 開発 された情報検 索

システム、例 えば科学技 術情報 、医療情 報等 を相互 にネッ トワーク結 合し、一つの端末から、いつれ

の情報 も検索し得 るとい うスエーデ ンの情報 ネッ トワーク ・システム、あるいはCYCLADESの

一 環 としてのデー タ ・パ ンクのための ロジカル ・ネットワーク ・マシー ンの研究な どが報告 されてい

る。

いつれ もそれぞれの立場 で実用的成果が得 られてい るようであ るが、特別に漸新な技術 とい う面で

は今後に期待すべ きであろ う。

一方 ネ ッ トワーク上のデータの秘密 保護の問題は
、具体的には総 合的点か らの負 荷分担の問題 であ

り、 ライ ンの分離(例 えば専用線 の敷設)、 ノー ドプロセッサのハー ドウェア、あるいはソフ トウェ

ア、特殊・・一 ドウェア、特殊 メモ リーディバイス、HOSTの ソ フ トウェア、ユーザシステム等 の何

処で どの ような形で秘密保護 機能 を分担 させるかを効率 、 コス ト、信頼性、使用者の操 作性等の多角

的な立場か ら検討 し決定せねばな らない。

ネッ トワークにおける秘密保護の技術は 、従来ディレク トリ、パス ワー ド等の ソフ トラニア技術 に

よって専 らサポー トされて来た。人 間の作った鍵は所詮万能 ではな く、その気 になれば人間の手 であ

け得 るとい う事や、鍵の構造を複雑 化すると全体的な効率を大 き く阻害するとい う点な ど、不備 な要

素を多 々抱えなが らも、幸いに して我 が国の従来の利用分野 の大半 では、 さほど深刻な 事態を引 き起

すこと もな くどうや ら経過 して 来た。 しかし今後は事態が急激に変化 して 来るであろ う。

そ もそ もネッ トワークの主 目標 は、デー タの共用 による ゴーティ リゼー ションと経済性の 向上 にあ

るわけだが、その共用 性 と、秘密保護 の立場 か らの排他性 とは 、全 く相反す る矛盾した要求で ある、

この両者を共に包含 してゆかね ばならぬところに難しさがあ り、この解 決には、当初は、ある程度の

経済性を犠牲に せざるを得ないであろ う。

次 にこれ らの実験 をおこな うネッ トワー クのモデル ・システムの必要 な規模や条件につ き考 えてみ

よう。"

分 散 型 コ ン ピュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク の 基 本 パ ター ン は 、次 の よ う な 要 素 が 相 互 に 結 合 さ れ た もの と

考 え る ぺ きで あ ろ う。

oGS-=・HOST

O複 合HOST

O端 末 群

○ ロ ー カル ・ ネ ッ ト ワー ク

け
具体的な形態の例を図16に 示 す。HOSTの 種 類はなるべ く多 くの機 種 を含み、最低4NODE

以 上 で構成 されることが望ま しい。 フ ランスのCYCLADESは 実 用規 模の実験 をお こな うとい う
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建て前 で、ほぼ ネー ションワイ ドの規模 での実験 システ ムを形成 してい るが、経済 事情 さえ許せば広

域実験 はよ り望ま しい と言 える。

サ ブネ ッ トの機能は少な くとも48KBPS以 上 の回線速度 を持 ち、任意の メッセー ジ表の伝 送 を

行 うこ とが可能 で、大量のデータ伝送に対して もインタラクテ ィブな ショー ト・メッセージの伝送に

対 して も充分対処 し得る高い効率性 と信頼性 を もつ もので あれば、その交換方式(例 えば蓄積交換 、

回線 交換等)や 、ノー ドプロセッサの ハー ドソフトの分担等は、問わないが 、ユーザ ・インタフェー

ス(HOSTと の イ ンタフェース)の 簡潔 さとその経済性 とが望まれ る。

なお 、次第に情報処理開発セ ンターで開発中の汎用 コンピュ三夕 ・ネ ッ トワー ク ・システ ムJIP

NETに つ き紹介す る。

この システムは小規模 では あるが 、今 日の リソース ・シェア リング・コン ピュー タ ・ネッ トワー ク

システ ムの持ち得る殆ん どの機能 を具体的な インプ リメントにより実験す る事を 目的としてい るが、

その中で も情報 ネットワーーク ・システムの技術的基礎実験 とし.ての要素は強 い。 しかし、その点のみ

に焦点 をあててみるな らば、現在実験 用 ファシ リテ ィとして利用 し得 るネッ トワークは皆無で あるた

め、モデルとはいえ、伝送網に相当す る部分 か ら、開発せねばな らず 、かな りの遠回 りを余儀な くさ

れてい ると言 うこと もで きる。

2.3.2JIPNETに よ る『実験

JIPNET(JIPDEC1ntegratedProjectNETWork)はJIPDECで

開発 中の異機種 結合、分教型 コンビュー・タ ・ネッ トワークである。

第1ス テップとして インハ ウスの3台 の国産 コン ピュー タ、ACOS77、NEAC700、FACOM

23075、 お よびHITAC8450と 、数台の端末が、3台 のノー ドプロセッサ と48KBDS

通 信 回線を介 して結合 されてい る。

この ブ ・ジェクトは1973年 に 開始 され、4、5年 間の開発お よび内部での試行期間 を経 て、将

来は外部への拡 張 も考 慮してい る。

(1)JIPNETの 目的

JIPNETは 実用と実験の両 目的を持 った ものであ る。

先づ実用の 目的 としては

① 現在 、設置 されてい る異な った機種間のハー ドウェア、 ソフ トウェア、デー タ7ァ イル等 の

制約 をと り除 き総合 した リソー スを利用す る。

② プログラムやデータファイルの互換性 を標準化 とは異な るアブ・一 チにより確保する。

③ 漢字入出力、ブ・ツタ、固形 処理装置 、マー クシー ト・リーダー等の特殊周辺装置 を、どの

CPUか ら も共用す る。

④1つ の端末 から複 数のTSSに ア クセスする。

⑤ 機種による ・一 ドの アンバ ランスをな くし平均化する。

⑥ コンピュー タ ・ネ ットワーク ・システムの効率評価のデータを収集す る○

等 がある。一方実験的 目的 としては
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① 個 々 の シス テ ム の 結 合 し た が 故 の 負 荷 や オ ー バ ヘ ッ ドの 増 大 度 、 あ る い は 運 用 上 の 変 更 の 必

要 度 等 を検 討 す る 。

② 実 用 上 、 ユ ー ザ レ ベ ル の ブ ・ ト コル と し て ど の 様 な もの が 必 要 で あ る か 。 ま た そ れ らの 処 理

が 異 な る機 種 間 で ど の 程 度 効 率 よ くお こ な わ れ る か 。

③ ネ ッ ト ワー ク 利 用 の メ リ ッ トを コ ス ト効 率 と い う観 点 か ら定 量 的 に と らえ る。

④ 異 機 種 間 の 分 散 型 デ ー タ ベ ー ス が 常 識 的 な効 率 下 に 於 い て マ ネ ー ジで き る方 式お よ び 限 界

を 研 究 す る 。

⑤ 異 機 種 間 の オ ー トマ テ ィ ッ クな ハ ー ドお よ び ソ フ トの シ ェ ア リ ン グの 方 法 お よ び 有 効 性 を 検

討 す る。

(2)JIPNETの 構 成

JIPNETは3台 の 代 表 的 な 国 産 の 中 、大 型 コ ン ピ ュ ー タ 、NEAC、FACOM、HITAC

をHOSTコ ン ピ ュー タ を し 、3台 の ノ ー ド ・ プ ロ セ ッ サ 、NEAC3200/50を 介 して 図17

に 示 す 結 合 形 態 に ょ り ネ ッ ト ワー ク の モ デ ル を 形 成 し て い る 。

各HOSTと ノ ー ド ・ プ ロ セ ッ サ 間 は セ レ ク タ ー ・チ ャ ン ネ ル に よ る 直 結 と し、 イ ン タ ・

フ ェ ー ス ・ ア ダ プ タ を 介 して キ ャ ラ ク タ ー 単 位 の8ピ ッ トの パ ラ レ ル 伝 送 を半 二 重 に よ り行 な って い

る。

ノー ド.プ ロ セ ッサ と してNE・AC3200/50(DDP516)を 選 ん だ 理 由 は 、 結 合 時 点

(1973年)に 国 内 で48KBPSの 通 信 回 線 を サ ポ ー トし 得 る 機 種 は こ れ 以 外 に な か っ た か ら で

あ る。

結 合 に あ た っ て 、 次 の よ うな 点 に 留 意 し た 。

① シ ス テ ム構 成 は サ プ ネ ッ トの コ ン ト ・ 一 ル ・ ノ ー ド ・ ブ ・ セ ッ サ に 直 接 結 合 され た 端 末 か ら

の ネ ッ ト ワ ー ク ・ リ ソー ス の 利 用 、 ま た は ネ ッ ト ワー ク の 効 率 測 定 等 を 含 む コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワ

ー ク の 基 本 機 能 の 殆 ん ど す べ て が 実 験 し う る も'ので あ る こ と 。

② コ ン ビ ・・一 夕 ・ コ ン プ レ ッ ク ス ↓ シ ス テ ムの 一 種 と して 、JIPDECで 実 施 す る 他 の 研 究 、

開 発 に も適 し た 構 成 で あ る こ と。

③ 将 来 、 容 易 に 他 の コ ン ビ 。一 夕 ・ ネ ッ トワー ク ま た は シ ス テ ム に 結 合 で きる よ う に オー プン・

エ ン デ ィ ドで あ る こ と 。

④ 情 報 ネ ッ ト ワー ク ・ シ ス テ ムの モ デ ル と し て 、 分 散 型 デ ー タ ベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス

テ ム の 実 験 が 可 能 で あ る こ と 。

⑤ こ れ ま で6HOSTで 実 行 さ れ て きた す べ て の プ ・ グ ラ ムが 何 等 修 正 な し に 引 き続 き稼 動 可

能 で あ る こ と 。

(3)JIPNETの 機 能

JlPNETは 次 の 諸 機 能 を 持 つ 。

① 他HOSTに ブ ・ セ ス(HOSTに お け る 処 理 の 単 位)を 発 生 さ せ 、 プ ・ セ ス 間 通 信 に よ り

処 理 依 頼 す る 。 入 力 デ ー タ ・ フ ァ イ ル ・ プ ロ グ ラ ム 、 フ ァ イ ル等 の 所 在 は 問 わ な い 。
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② 各HOSTのTSS端 末 あ る い は リモ ー ト ・パ ッ チ ・ス テ ー シ 。 ン か ら他HOSTのTSS

処 理 あ る い は リ モ ー ト ・パ ッ チ 処 理 が 使 用 で き る。

③ 漢 字IO、 ブ ・ ッ タ ー 、 マ ー ク ・ シ ー ト ・ リー ダ ー 等 の 特 殊10を す べ て のHOSTで 共 用

す る こ と が で き る。

④ ノ ー ドに 直 接 連 結 さ れ た 会 話 型 端 末 、 あ るい は リモ ー ト ・パ ッ チ 端 末 よ り 、任 意 のHOST

のTSSあ る い は リモ ー ト ・パ ッチ 処 理 が 使 用 で き る 。

⑤CooperatedJobProcessin9(CJP)

ネ ッ ト ワ ー ク 内 のHOST・ コ ン ピ ュー タ 群 を一 種 の コ ン ピ ュ ー タ ・ コ ン プ レ ック ス を し て 考 え 、

複 数HOSTに わ た る い くつ か の 作 業 を 平 行 的 に 処 理 し 、1つ の 作 業 を 複 数HOSTの 分 業 に よ り行

な う。

⑥ ・AutomaticJobDispatchin9(AJD)

AJDは ネ ッ ト ワー ク ・ ジ ョ ブ に 対 す る 自動 的 なHOST選 択 機 能 て あ り、HOSTを 指 定 して い

な い ジ ョ ブに 対 し 、 各HOSTの 機 能 、負 荷 な ど を 考 慮 し 、 最 適 のHOSTを 割 り当 て る。 特 に ノ ー

ドに 直 接 連 結 さ れ た 端 末 か ら の ジ ョ ブ に 対 し て 、 利 用 者 にHOSTマ シ ー ン を意 識 さ せ な い て も済 む

利 点 が あ る。

⑦DistrihutedDataBaseAecessing(1)DBA)

各HOSTに 分 散 し た デ ー タ ・ベ ー ス に 自 由 に ア ク セ ス で き る機 能 で あ る。 異 機 種HOST内 の 種

々 の 構 造 の デ ー タ ・ベ ー スの 処 理 お よ び 互 換 性 を 可 能 と す る 。

(4)プ ロ ト コル

JlPNETに お け る プ ロ ト コル の 階 層 は 次 の よ うな もの で あ る。

①NODE-NODEプ ロ トコ ル

パ ケ ッ トの 送 信お よ び 受 信 、 確 認 の 手 続 き 、 エ ラ ー検 出 と 回 復 、 パ ケ ッ ト ・フ ォー マ ッ ト等 、 相 隣

す る2つ の ノ 一一ド間 の プ ロ ト コ ル。

② 発 信 地NODE－ 目的 地NODEプ ロ トコ ル

フ ・一 ・ コ ン ト ロ ー ル 、 シ ー ク
、エ ン ス コ ン ト ロー ル 、 メ ッ セ ー ジ伝 送 に と もな う エ ラー 検 出 と 回 復

等 、 発 信 地 ノ ー ドと 目 的 地 ソ ー ド間 の プ ロ ト コル 。

③HOST-NODEプ ロ ト コル

HOSTと ノ ーー ド間 の メ ッ セ ー ジ の 形 式 や 転 送 の コ ン ト ・一 ル 、 相 互 の 障 害 管 理 等 の プ ・ トコ ル で

主 と し てHOSTと ノ ー ド間 の ア ダ プ タ ー に 対 す る コ マ ン ドの 形 で 規 定 さ れ る 。

④HOST-HOSTプ ロ ト コ ル

HOST間 の コ ネ ク シ ョ ン の 確 立 、 コ ネ ク シ ョ ン を通 して の デ ー タ の 送 受 、他HOSTの プ ロ セ ス

の 起 動 と プ ロ セ ス 間 の 情 報 伝 達 、 フ ・ 一 制 御 等HOST同 志 の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン に 関 す る ブ ・ トコ

ノレO

⑤ 高位 プ ・ ト コ ル

機 能 レ ベ ル の ユ ー ザ ・ プ ロ ト コル で あ り 、 ネ ッ ト ワー ク 内 のTSSノ リ モ ー ト ・パ ッ チ 処 理 等 を ユ
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一ザが使用する場合の コマン ドを始め、ファイル転送 、図形処理 、特殊IOの 使用等 、ネ ットワー ク

のすべての機能 を操 作性 高 くユー ザが使用す ることを可能 とする プロトコルで ある。

これ らの プ ・トコルは① を最低 レペノしと し、① か ら⑤に順次階層関係を持つ。

(5)コ ン トロー ル ・ソフ トウェア

JIPNETの コ ントロー)レ・ソフ トウェアは ノー ド・プロセッサ内のサ ブネッ ト・コントロール・

プログラム(SCP)と 各HOST内 の ネ ッ トワーク ・コン トロール ・プロ『グラム(NCP)と に 分

け られ る。

ネ:ソトワークの総合的な信頼性 と効率 の確保 、HOSTの ロー ドの軽減お よび ネッ'Fワrク の拡張

性等 の観点か ら両者の機能分担の基本線は 、各HOSTに 依存する部分はで きる限 りNCPで 吸収 し、

SCPはHOST独 立な共通 の もの とし、伝送係の信頼性の確保お よびデー タの高速伝送 にかかわる

一切の処理はSCPの 分 担 としてい る
。

以下に両者の機能 を簡単に説明する。

① サブネッ ト・コン トロー ル ・プログ ラム(SCP)

サ ブ ネット・コン トロールの設計を行な うに際 して 、次のような点に留意 した。

o信 頼性 の面か らノー ドとHOSTは 互 に依存関係がないこと。即 ち両者の間で互いに他の

障害に影 響されぬ こと。

○ 同様 にノー ド相互 間に も依存関 係がないこと。 例えば、隣接 ノー ドの障害を検知 した ら、

それ を切 り離 した形で可能 な限 りサブネ ッ トの運転は続ける。

O高 率 の立場 か らネッ トワークを通 しての会話型 処理に於け るレス ポンス ・タイムは2sec

以 下 におさえ!ロ ーカルネ ッ トワークとサブネ ットで夫々1sec以 下)『、一方大量の ファイ

ル転送に対 しては充分 なスループッ トが得 られること。

○ 拡張 性の立場か ら、ネ ッ トワークの拡 張や 、 トポ・ジの変化に 対 して影 響を受け ぬソフ ト

ウェアであること。

SCPの 主 な機能は次の ような ものである。

D蓄 積交換

発信HOSTか らの メッセージは発信地 ノー ドでパケッ ト化 され、各パ ケットは任意の経路 を経て

目的地 ノー ドに到着 し、ここで再び メッセー ジに リァセンブル(reassenble)さ れ受信計OST

に送 られる。受信の確認 として隣接 ノー ド間 ではACKが 返 され、両HOST間 ではRECEIVE

が返 送 される。ACKあ るいはRECEVEの 返 信に よ り、各 ノー ドあるいは発 信HOSTに 保 管さ

れてい た コピーは棄却 される。 逆にこれ らの返送が遅れた場合 、原則 として タイマーの管理 にょ り再

伝送 が行なわれ る。

隣接 ノー ド間は論理 的な4つ の チャネルに分け られ 、1つ のパケ ットは1つ のチャネルを使 って伝

送 される。 この チャネル数は国内で考 え得 る最長 ノー ド間の距離(例 えば東京一札幌 間約800knt)

と48KBPSの 転 送速度に基 づ き定め られている。 これに と もないACKの 返 送は原 則と して4パ

ケッ ト分が逆方 向のパ ケ 元トに便乗 して返 送 され る。 パケ ット形式は、HDLCの 規 定 に準 じてい る。
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[i)ル ー チング

ルー チング ・アルゴ リズムを定めるに際 して 、次のよ うな点に 留意 した。

O伝 送遅延の最小化

○ ネ ッ トワークの拡張や トポ・ジの変化に追従 し得 るアルゴ リズムであ ること。 これに

はネ ットワークの一部の障害による一時的な トポ ロジの変化 も含む。

o

○

○

o

トラ フ ィ ッ ク の 変 動 に よ く 適 応 で き る こ と。

ノー ドの 処理 負 担 が 軽 く、 旦 つ パ ケ ッ トコ ピー の 保 存 が 少 な くて す む こ と 。

ル ー チ ン グ 情 報 の ト ラ フ ィ ッ ク オ ー バ ー ヘ ッ ドが 少 な い こ と。 .

ル ー トの 平 均 的 利 用 が 行 わ れ る こ と。

以 上 の 条 件 で 、基 本 的 に は 適 応 ル ー テ ィ ン グ を 採 用 す る こ ・と に し た が 、 ト ラフ イ ン ク ・オ ー バ ヘ ッ

ドを 避 け 得 る 固 定 ル ー テ ィ ン グ の ン リ ッ ト も捨 て 切 れ ず 、 両 者 の 折 衷 的 手 法 と してShortesoQu-

elle+Bias(SQ+B)ル ー テ ィ ン グ に 於 い て 、 サ ブ ネ ッ ト内 の 回 線 や ノ ー ドのup/downに と も・

な う 重 大 な 変 化 の 際 に の み パ イ ァ ス テ ー ブ ルを 更 新 す る方 法 を 採 用 す る こ と と し た 。

iii)フ ロ ー ・ コ ン ト ロ ー ル

発 信 地 ノ ー ドと 目的 地 ノ ー ドの 間 に パ イ プ と呼 ぶ 論 理 的 な パ ス を 考 え 、 そ の バ イ ブ の 容 量 を 制 限 す

る 事 に よ=、 て フ ・ 一 制 御 を 行 な っ て い る。 ノ ー ド数nの ネ ッ ト ワ ー ク で は す べ て の パ イ プ の 本 数 は

2(n-1)本 で あ る。 シ ン グ ル ・パ ケ ッ ト ・ メ ッ セ ー ジ(144bytes以 下)の た め のS-pipe

と マ 、レチ.パ ケ 。 ト.メ 。 セ ー ジ(1152byt。 ・以 下)の た め 四 －pip・ と を設 け ・ 別 々 暗

躍 す る こ と に よ っ て 、 短 か い メ ッ セ ー ジ の 伝 送 に 長 い メ ッ セ ー ジの 伝 送 に 要 す る オ ー バ ヘ ッ ドの 影 響

を与 え な い 配 慮 を して い る 。 現 在S-piPcの 容 量 は4、L-pipeの 容 量 は1と し て い る。

な お 、 マ ル チ ・パ ケ ッ ト ・ メ ッ セ ー ジは 目的 地 ノ ー ド内 に そ の リァ セ ン プ ル 用 の バ ッ フ ァ ェ リ ァの

リ ザ_ブ が 行 な わ れ た とい う確 認 を 得 て 始 め て 発 信HOSTか ら発 信 地 ノ ー ドに 送 り 出 さ れ る 。

iv)シ ー ク エ ン シ ン グ

各 メ 。 セ_ジ に は 。か ら255の 番 号 が ラ ウ ン デ 、 〃 聞 け られ て 劫 ・ こ の 鶴 に よ っ て)lfi序

づ け が 行 な わ れ る 。2つ のHOST間 の コ ネ ク シ ョ ン に 於 て 、1つ の コ ネ ク シ ョ ンに 対 してS-pipe

が レpip。 か ど ち ・・か 一 方 の ・・砂 の み が 対 応 す る た め ・ シ ー ク エ ン シ ・ グ に 於 い て も両 パ イ プは

夫 々 別 々に 管 理 さ れ て い る。

疏 の各パ イプの容量は シーク エ・シ・グのための パップ・一 ・ リアとして照 し得 る記憶容量

の条件 に より束縛 されてい る。

aた 、 シーークエ〃 〃 の機 能 を利用 して、 メ。セー ジの縦 樋 複の発見 ・あるいはRECEIVE

の 消滅等の エ ラー検 出 も行な ってい る。

V)ロ ック:ア ップ対策

JIPNETで は 次の4種 類の ロ○ク ・アッ プを想定 し、対策を考慮 した。

oStore&fowardlockup

OReassemblelock1]p
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oSequencinglockup

OHOST/NODElockup

これ らはNODE内 の バ ッファ管理 あるいは転送の優 先権 の設定等 によって防御 する手段 を講 じた。

vD障 害 対策

サブネッ トの障害対策に対す る基本 的態度は次のような ものである。

〇 一部の構成要素が障害 によって失 われた場 合 も、それ を除いた環境下で可能な限 り運

転を続行す る。

o障 害の発生お よびその回復の段階 に於いてサ ブネッ トの運 転が一時的に しろ中断 され

ては ならない。 .

○ 障害 回復は自動 的に行われることが望 ましい。

サ ブネ『ッ トにおけ る主な障害 はノー ド障害 、回線障害 、ディスコネクシ ョン等 であ り、ノー ド障害

はその回 りのすべての 回線障害 とみな して処理する。

また、デ ィス コネクションの発 見は各 ノー ドが ネッ トワークの コネクシ ョン行列 を持 ってお り、何

等かの障害に と もな い行列の更新 が行 なわれ、グ ラフ理論の利用 による行列 演算に よって各 ノー ドで

他ノー ドとのデ ィス コネク ション状態を検出す る。

②Networkcontrolprogram(NCP)

NCPはHOST-HOSTプ ロ トコルに基づ くHOST間 コ ミュ=ケ ー ション、 フロー コン トロ

ール、高位 プ・ トコル処理等 が主な機能 である。

i)HOST間 コ ミュニケー シ ョン

HOST間 コ ミュニケー ションは各HOST内 の ブT」セス間 コ ミュニケー ションの形で実現 され・

プロセスの発生 、消滅 、プ ロセス間の コネクシ ョンの確立 、そのク ローズ ・コネク ションの切 り換え、

コネクションを通 したデー タ転送の制御等 が行なわれる。

プ ・セス間、コミュニケーションは、図19に 示 す よ うに各プ ロセス固有のPort-id(Portは そ

のプ ロセスの入出力に関する情報 の記述で ある)の ペア(pair)に 対 して確 立され る。

JIPNETtr(i5・ け る連結 は一方 向のデー タ流に対 して一本の コネク シ。ンを対応 させてい る。現

在一時点におけ るlHOSTの コ ネク ションの最大数は24な い し36で あ る。

各HOST内 .VC於け るNCPと プ ロセス間には表6に 示す サー ビス ・コマ ン ドが設け られてい る。

ii)フ ロー ・コン トロー ル

各HOST内 のバ ッファ領域の管理にょ り制御 され る。

1つ の コネクションに対 して最低1個 の基底 バッファを割当て、それ以上のバ ッフ ァはバ ッフ ァ・

プー ルの考えに基づ き必要な都度要求 され、使用後は プー ルに返却 される。

コネクションの増加やHOST内 の処理 の遅滞に より、 バッファを多 く占有 してい る コネクシ ョン

に対 して、発信HOSTへ の一時的な デー タ送 出停止 の要求 、その再開の制御等を行な うと同時に 、

会話 型処理 、 リモー ト・パ ッチ処理等の処理形態によ りやs異 なるバ ッファ管理 を行な ってい る。

iiD高 位 プロトコルの処理
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OPEN コネ クシ ョンの確立を要求す る。

'

CLOSE コ ネ ク シ ョ ン の 閉 鎖

READ コ ネ ク シ ョ ン を 通 じ て デ ー タ をreadす る 。

WRITE コ ネ ク シ ョ ン を 通 じ て デ ー タ をwriteす る 。

LISTEN コ ネ ク シ ョ ン の 要 求 を持 つ 。

POST イベ ン ト情 報を通知 する。

WAIT コ マ ン ドの 終 了 を 待 つ 。

'

●

表6サ ー ビ ス ・'コマ ン ド

高 位 ブ ・ ト コ ル は 今 後 の 種 々の 要 求 に 対 処 し 得 る よ う拡 張 性 を 重 視 し て お り 、原 則 的 に 各HOST

に お け る ユ ー テ ィ リ テ ィ プ ロ セ ス の 形 で サ ポ ー トさ れ る 。

基 本 的 な一プ ロ トコ ル と し てDemandServiceProtocol(DSP-conversationa1-

prot,ocol)、Reniotebat,chprotocol(RBP)、F▲leTrallsferProtocol

(FTP)等 が ま ず サ ポー トさ れ て い る。DSP処 理 の 概 念 図 を 図18に 示 す 。

NCP

HOSTA

:]ネ ク シ ョ ン

HOSTB

会話 型処理
フ セ ス

会 話 型 モ ニ タ

末

仮 想 端 末

フ セ ス

会 話 型 モ ニ タ

フ

φ

,

:

図18DSP概 念 図
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HOSTA HOSTB

n

図19プ ロセス間 コネクション

,

1975年1月 現 在 、JIPNETは サ ブネッ トのSCPとFACOM、HITACの 両HOST

のNCPお よびDSP、RBP、FTPの 基本 的部分の インプ リメントがほぼ完 了し、ノー ドに直結

された端末か らHOSTのTSS使 用 も可能 となってい る。今後 、これ らの評価kよ び修正を行な う

とと もに、CJP、AJD、DDBA等 高 度な利用法に対す る検討および処理機能 を加 えてゆ きたい。

8

9
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5コ ン ピ ュー タ ・・ネ ッ トワ ー ク の 実 際

5.1国 際的 ネ ッ トワークの現状 とその展 望

わが国において も代表 的企業は、いずれ もその活動 が国際化 してお り、 他国での 活動での情報の流

通 とその処理な くしては、 もはや企業競争上 で優位を た もてな くな っている。

また、民間のみでな くて官庁間 におい ても国際間の情 報処理 にコン ピュー タネ ットを必要 とする段

階に今 日すでに来ている ものとされて いる。

ところが、今 日国際間 でコン ピュータ間を リンクしたネ ッ トワークが実用化 されている例はほ とん

どない とい ったのが現状 である。

わが国の企業のなかには、 日本の 国内には勿論 コン ピュータ ・センター を持 ち、大型電 算機 を利用

したオンライン処理 が実施 され、 さらにその海外営業所、例えば アメ リカ、 ヨー ・ッパ等 に も海外活

動の ため に計算 センターを持 ち、 コン ピュータを設置 してい るケースがある。 しか しなが ら、 これ ら

日本国内の センター と海外 センターが リンク され、運 用されてい るケースは今 日まだ報告 されていな

L(o

これはわが国のみな らず、ア メリカの本 社と ヨーロッパの営業所間でコンピュータネットがは られて

いる欧米の企 業 も今 日の ところ、特別 な用途例えば メセッージの蓄積交換 とい った もの以外ほとんど

みあ たらない。

コンピュータ ・ネッ トワーク特に コン ビ。一夕同志の リンクの例が国際的にまだ例をみないのには、

い くっ かの理由が あげ られるが、デ一夕通信回線1つ をと って も内陸 と国際間は、それぞれの国 にお

いて通 信業者が ことな り、 二国間 をみたyけ で も少 くと も4つ の通信業者 の回線問題 を解決 しなけれ

ばならない、 とい った国内では想像 し得ない問題が ある。

しかしなが ら、今 日の情報化社会においては、企業に とって も或は 官庁間に して も、社会活動 、経

済活動 が一・国内で完結 しないで、 すべて グローバルにお たがい が作用 し合 って いる。 ζσ)ことか ら、

情報の流通 については従来み られなか ったほ ど、その処理 が迅速 に行 なわれねば ならない。 この解 決

には、国際間の コンピュータ ・ネッ トワーク が大いに貢 献する ことは容易に想像 で きるものである。

前述の ごと く、国際 コンピュー タ、 ネッ トワー クがいまだ充分活動 していない今 日、コンピュータ'

ネ ッ トワークの定義 に完 全に沿 った システ ムであるか どうか問題は あるか もしれないが、 と もか くも

全世 界16ケ 国 主要400都 市 のいずれの地点 か らで もコン ピ ュータパ ワーを利用出来る商用TSS

助GEMARK脚 の 国際 ネッ トワークの現状と問題点 をさ ぐることによ り、 国際 ネッ トワークの実状

をみてみ たい。

GEは1967年 に ローカルセンター的な商用TSSを スタ ー トした。当時 このTSSは 、 中型機

が使用 されていた ポー ト数 も37～8位 で、端末機 も150台 が最大使用数であった。 勿論 アプ リケ

ーション も技術計算が殆ん どあった
。

しかし、 このTSSの 考 え方、 コン ピュータパワーを容 易 に利用可能 出来 ること自体、爆発的 ブー

ムを呼び、数年後GEだ け でも1'7の セ ンターが出来た。 また当時GEは600シ リーズと呼ぶ大 型
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電算機 を製造 してい たので、先 の17セ ンターを7つ のセンターは集約 し、機種 もこの635に 置 換

えた。

その当時、 このサ ービスをMARR皿 と よんでいた。

一方
、 アメリカの企業は、工場、 倉庫 、営業所が全国 に分散してい るケースがほとんどある、い か

に、個 々の事業所内の情報処理 が うま くい って も、総 合的に情報集約処理が行なわ れねば、その効果

があが らない もので、 インフォメー ション、 ロヂエステ ィクをうま くするため には、情報 ネ ットワー

クを形成する必要 がさけばれた。GEのMARKllの 利用者例え彼等 が技術者で あ って も、企業内で

技術情報 の集中化或 は技術計算 プログ ラムの集 中蓄積等が生産性をたかめ るために必須の条件 とな っ

.た。

GEで は このため7セ ンターをさらに4セ ンターにまとめ、それぞれの センタ ーに大 きな ファイル

を置 くことを実施 した。そ れだけで な く、それ ぞれの センタ ーを結ぶ ための即ちコンピュータ ・ネ ッ ト

ワークのための技術開発を進め ることにな った。

しか しなが ら、一方では地理 的に分 散 している センターをそれぞれ リンクし運用す る ためのあらゆ

る経済性 と、4セ ンターを1っ の センターに集約することの運用 の ため の経済 比較検討が進 め られ、

あ らゆる角度か ら研究結果、1970年 遂 に1つ のスパー センターをオハ イオ州 のク リーブ ラン ドに

建設 した。御存じの通 り、 アメ リカには太西洋側 と太平洋側 に3時 間 の時差 が存 在 してい る。

この ため放送等 では、 録音、録 画技術 が発達 した。 このため、放送局の運用 が うま くい っている。

少 し条件は違 うが、 時差のあ る地 域の コン ビ・一夕 ・センターの運用は案外 日本で は想 像 しがたい

問題 が存在 してい る。

大陸の4ケ 所に分散 した センターが結 ばれたと き、全 システムを各地の勤務時 間すべて に運用す る

とすれば、それぞれ センターの運用 時間は相当長時間になる。 もしどこか1ケ 所 にすべて コンビ・一一ー

タが集中化 されれば、 時差があ るためにかえ って コンピュータ ・ロー ドが平均化 され るといったメ リ

ッ トが出て くる。 これ等 のメ リットは全米 を通信回線 で集中的 に結ぶ経費 に較べ て も、 さらに上廻 る

ほどの ものである。

GEが 商用TSSの セ ンターを 一 ケ所 に集 約し、 ここに従来各 センターで使用 していた計算機を集

めそれぞれの計算機 をス イッチ ング用 コンセ ン トレ一 夕に結び リンクする ことにな った。

この センターでの コンビz－ 夕 ・リンクの形態は1970年 当時 と今 日では大 いに変 化が吟 られる

が個 々の利用者側か らの通 信回線 の方式は基本的に変 ってはい な硲。

即 ち、 ユーザが選ぶ端末機 或は端末装置或は電算機は使用 目的即 ち インプッ ト、 ア ウトプッ トの量

に応 じ自由に選ぶ ことが可能で あ る。即 ち、 もしユーザが毎秒30字 以下 の入 出力端末機 を利用す る

際は公衆通信回線網 を通 じRCの ポー トに入 る。RCか らの出力は2400b/Sを2ル ー トでCC

で結 ばれ る。

もしユーザが毎秒120字 の入 出力を必要 とす る時は公衆通信回線網を通 じHSC(HighSpeed

Concentorater)の ポ ー トに入 りHSCの 出力は4800b/s2ル ー トでCCに 結 ば れ る。

ま た、 ユー ザ が 自社 の電 算 機 の 出力 を セ ンタ ーと結 び た い 時、 即 ち 毎 秒200字 、240
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字、480字 で の電送 をのぞむ ときは、 電算機(主 としてIBM370、360の 機 種)が 酊SCの

ポー トに特定回線 によ り結ばれ、HSCは9600b/sでCCに 結 ば れることにな ってい る。

東京 から9600b/sでccva結 び今 日計算機の磁気 テー プのアウトプットをセンターに送り・処理後

再び磁気テープに書 き込 むよ うな処理 も行な って いるが、 システム全体非 常に安定 し、回線上のエ ラ

ーもほ とん ど問題になってい ない さて、 ユーザ側か らいろいろ速度の ことなる メッセージはCCを

通 じSWCC(SwitchingCC)に よ り各 コンピュータに送 られる ことにな る。 コンピュータか

らの出力 も今 の逆ル ー トで端末機に もどる ことにな る。

さて1971年 にGEで は 国内の主要都市か らのアクセスがほY完 全に実施 され ると同時に、RCを

を イギリスのロン ドンに設置 し、国際 回線、主 としてサテ ェライ ト回線で結び、 ・ン ドンの市内か ら

米国同様センターを利用する こと を考 え、テス トに入 った。層

音声級回線 をその まx高 速 データ通 信に利用する こと にな ったが、 当初回線上 での データエラーを

少 くする ため、通常の伝送 方式 をとればス ピー ドがお ち、端末装置の利用度 がアメ リカ国内の場合 と

比較にな らない程悪 く、その改善 に相当の 日数 と検討 が行な われ た。 その結果、海底 ケーブル と空 中

の2ル ー トが並列的に使用 される ことにな った。

アメリカとロン ドンとの高速伝 送技術の成功 にょり、今 日 ロン ドンにCCが 設置 され、 ヨー ロッパ

各国にはさらに海底 ケー ブルによ りデンマーク、 フランス、 イタ リア、スウェーデン、 スイス、 オース

トリヤ、オ ランダ、 ポル トガル、西独等にRCが 設 置 されてい る。

即 ち、 ヨー ・ッパ各国の都市か らは、その国に設置 して あるRCを 通 じロン ドンのccva結 ば れ、

そのCCか らク リ、一ブラン ドのCCに 結ば れてい る。

今 日ロ,ンドンとアメリカ間 には衛星 回線3と 海底 回線2本 が使用 されてお り、それぞれの回線は、

9600b/sで 運 用 され てい る。

わ が国において もサ ンフランシス コ東京間衛星、海底回線 かそれぞ れ使用 されてお り、 オース トラ

リ・Vとア メリカ間 も同様k方 法 が採用 されてい る。 それぞれの回線 は9600b/sで 運 用されてい

るo

今 日のところ衛星回線と海底回線の2ル ー トを採 用することによ り回線障害のためサー ビスが中断

されたことは ない。現在わが国内では国 内のいかなる都市 か らでも、公衆通 信回線を通 じ利用 可能 と

な ってい る。

さて、GEの この センタ ーは時差の ある世界の各国 から利用 す るため、次の よ うな メ リッ トがある。

ア メ リカと日本の間はほ ×昼夜逆の ため、 センターの計算機は通常の2倍 の稼動時間とな るア メ リ

カとヨーロッパ間 は約6～7時 間の 時差のため計算機の ロー ドのバ ランスが うまく利用出来 る。 即ち

計算機の利用効率は一 国で使用 する際 とは比較 にな らないほ どの 良い結果 が得 られる。

国際回線の コス トと計 算機の利用効率 の高 さにより安 くな つたコン ピコ一夕 ・パワー コス トを比較

してみれば、 国際回線費用 は利用者 に とって大 きな負担 とは思えないのが実状 である。

スパーセンタの コンピュータ群を世界各 都市か ら利用可能 とな った ことによ り、単にコン ピュー タ

の パワーを手軽に利用 し得 ることの利益 を得 た ことにとどま らず、現在今迄話題程度だった世界的な
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ス ケールでの情報 流通の例がい くつか実現 して来ている
。 その 例をい くっ かあげ てみ ると、 その一 つ

に各種 データバ ンク、サー ビスがあ る。OECD、 アメ リカ、 日本 などの各国でそれぞれにマクロ経

済 デー タ或 は ミ.ク・経済データをセンターの ファイルに入れ、 世界各国 で必要 に応 じ、そのデータを

検索 し分析 に利用する ことになった。 米政府機関 は自 らデ ータをそのパ ンクに入力 し、広 く世 界中に

利用 さしている。勿論 費用は事務費程度の低 いもの である。またロン ドン、 「・ユー ヨー ク、 東京等 の

株式市場 での連 日の株価 データ或は刻 々 と変化す る為替相場の通貨変換 レー ト・デ ータバンク等が次

第に作 られつつ ある。

この際 もニ ュース的な価値 をデータが持 つの でな く、変化す るデ ータを直ちに必要な計算 を自動 的 ・

に行 い うる メ リッ トが大 きい。

ご く最近 イギリス政府の一機 関が質量 スペク トル検索 システ ムを このGEのTSSを 通 じ世界各 国

の関係者 に 自由に利用 せしめて いる。

実にこの システ ムは米国政府機関が検索 シス テムを開発 し、質量 スペク トルデータファイルを英国

が受 け持つ とい ったもので あり、 この ような技術 デー タです ら、非 常にローコス トで世界 中の人 々が

利用 可能 とな って いる。 わが国か らもごく最近工 作機械を輸 出する ことが多 く、その工 作機械用数値

制 禦 プログラムを輸出国の利用工場が この サー ビスを通 じ利用 し、 ブ ・グ ラムの メンテナンスは 日本

か らオン ラインで行 うとい った新 しい例 も出て 来てい る。

これ以外 に最近非常に多 くな って来 てい るものと して、各国で開発 されたアプ リケー ションプ ログ

ラムがア メリカ、 ヨーロッパ、 日本でそれぞれ ライ ブラ リー化 し、 ユーザが アクセスごとに使用料 を

支払 って プログラムの共用化が進 みつつ あ り、今後 プログラムの二重三重の開発の無駄がはぶ かれよ

うと してい る。

GEは ア メ リカ国内での商用TSSを 発 展 させて来 た過程 で、時差 の非常 にことな る他国を結ぶ こと

によ り、想像以上 に計算機の運用効率 をあげ、それに よって非常に ローコス トのコン ピュータパ ワー

を提供 して来た。

このよ うに して表 面的 には何等理論 的に うたがい もな くす ぐれた システムで あり、現実 に何等 問題

は生 じて いないが、 この システム利用各国 では、 心理的にデー タが他国 で蓄積され る ことに対する不

安 がある。

これが今後国際的 ネ ッ トワークを進めて行 く際 に国内では想像出来ない障害 とな る ことが予想 され

るo

また＼各国電気通信法規 が ことな り、 また通信業者が国際、国 内 とことな る国もあって法規的 に も

また実際 データ通信回線を入手 す るに も、 日本的 に理解 出来ない こと も翼 々生 じる もの と考える べ き

である。

また各国 とネ ッ トを結ん だ コン ピュータ側 の 日常の運用 も時差の ため思わぬ 不便な ことが生 じるも

のと想像 される。

いろい ろの問題が予想 されるに も拘 らず、 わが国は国際通信回線網の地理的位置 としては ヨー ロッ

パにお ける ロン ドンと同様
、東 京或は 日本 がア ジア通信網 の一つの重要地点で ある。幸いわが国はア
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メ リカ、 ヨー ロッパ両方にむけ る通 信衛星利用 国であ る地 の利をい かすべ きであろ う。

さ きのGEの 例 で云えば、 もしアメリカ、 日本、 ヨー ロッパにそれぞれスパーセンタが存在 し、 各

センタはそれ ぞれ リンクされる とするな らば、 この センターはすべ て24時 間お たがい に フル運 転さ

れる ことにな ることは容 易に想像 される
。

このような意味での国際的 コンピュー タネッ トワー クは実現性
、実用性 が非常に高い もの であろう。

5。2カ ルフォルニア州の コンピュータ ・ネッ トワー ク

3.2.1歴 史 的背景

1962年 、 ニクソン(1960年 に ケネデ ィに破 れた後、 再び カムバックす るステ ップとして、

知事選 に立候補 した)を 破 って当選 したブラウンカ リフ ォルニア州知事は、 その公約通 り福祉国家 の

モデルと しての カル フ ォルニア州の建設 を考 えた。

その結果、1965年 にカルフォルニ'アプロジェク トの フィージ ビリティ ・スタデ ィズが各関係航 空

宇宙 及び コンピュータ ・ソフ トウエアー会社にお いて な された。

それが、

1)犯 罪 の防止

2)交 通 運輸

3)廃 棄物 の処理

4)情 報 処理(行 政管理上)

以 ⊥四つの プロジェク トである。

その後、 このよ うな 社会開発 長期計画の基礎 には、 コ ンピュータ化 された各種の データ ・パークの

必要 が痛感 された。 例えば、不完 全なテ レックスと電話 によ る各警察間の ネ ット ・ワー クでは、 あく

まで もその操作の大部分が入力 による限 り、迅 速性 と正確性に問題 があ った。更に警察情報 システム

は、 自動車免許証情報システへ 登録自動車情報 システ ム等 の他の関係官庁 の情報 システムと密 接な関 係

にある。 犯罪捜査 のみな らず 、その防止 とな るな らば、医療情報 システ ム、社会福祉情報 システ ム又

は教育情報 システ ムとの関連 も持 って くる。

州 内の知識産業及び コンピュータ産業 の発展 又は 優秀な州官僚による問題の先取 りに よって、州政

府は広範囲な コンピュータの利用 を図 った。

。El)pの 必要性 と問題点(Ig65年)

。加州政府 のE1)P(1g67年)

。効率 性とコス ト・コントm－ ルに関す る調査(1968)

。長 期 マスター ・プラン草稿(196g)

。長 期 マス ター ・プラン最終案(1g70)

これ らEDP利 用 にかか る諸提案は、州政府 又は州議会の イニシアチブル によるもの が多 く、上か

らの開発促進計画 であ ったが 、その実施過程 にお いては、住民側のニ ー ドをす いあげ、制度的問題 に

関 しては、 フレク シブルな態度 をと った。
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図20カ ル フォルニア州総合シ ステム
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注)大 島、高瀬、共 編、 「社会開発プ ロジェク トの展開」P37よ り

噂

即 ち1965年 の カルフォル=ア ・プロジェク トの中で示唆された トータルな ものが上記 であ る。 し

かしなが ら、 当時の コン ピュータ ・サ イエンスの技術水準は、 このよ うな計画 を一気に実 施す ること

は不可能であった。

提案 されたシステ ムは、二つ の重要な部分か ら成 っている。第1は 、互いに独立 し、 しか も地理的

にもは なれてい る情報処理電子計算機 センターの連合体をつ くることである
。第2は 、それぞれの セ

ンターがそ れを通 じてお互 いの間で情報 交換 を行な うことができる ような
、情報 中枢 を設け ることで

ある。そして、 この研究の基本的結論 として得 られ たのは、それぞれの異な った管轄権限 を もってい

て、 各 ら独立 し、地理的に もはなれている多 くの情報処理セ ンターを もつ ことの 方が、すべての権限

を もつ単一の情報処理 センターをお くよ りも好ま しいであろ うとい うことである。 そ して、 この研究

で強調 されたのは、独立 した情 報処理 センターのお互いの間で、デー タ ・コー ド、質問の 用語、情報

カタログの手続 きな どについて、 適合性 を もたせる必要 があるとい う ことで ある。

州 と地方自治体のすべての情報 セ ンターと計 算機集合体 は、情報中枢 と結びつけ られて いる。 これ

らは個 々の部局の センター・である こと もあるし、又共同設備や地域的な集合体の こともあ るて あろう。

この システムは主 として、三つの情報の形式に従 って運営 される。

① 詳 しい情報 についての問 い合わせに応 じる。 システムの全体がどの利用者 に も使えるよ うな情

報検索の システムとして働 く、ある情報 が要求 されると、情報 中枢 は、 この情報 のある場 所をつ きと

め、更に質問を先につづける。そ して利用者 への返答 には、求め られている情 報を項 目の形 でと り出

した もの、その 出所及び ファイル場所 が含 まれ る。

② この システ ムは、ま た未端局 での操作 プ ・グ ラムの インプットの要望に もこたえる。

③ この システ ムは、また自動的 に ファイルを更新する。 そ してある組織か らのデ ータで、他の組
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織の ファイルを新 しくする こと もで きる。 その手順は、更新 した デー タの係 れの経路 と大型 のデータ

処理 システ ムで、時間が どのように有効に利用 され るかとい う方法の検討によ って決定 され る。 ある

限 られた種類の情報の他は、 リアルタイムで更新する必要 はない。

3.2.2現 状 と問題点

現行州政府 による システ ムは次の如 きもので ある。

農業部 一 農業害虫駆除

大気資源委員会 一 大気 監視と空 中浮塵 に関する報告 、気象

会計検査

災害事務 局

教育 部 －CEIMS(カ ル フ ォルニア教育情報管理 システ ム)

CEIS(カ ル フtル ニア教育情報 システム)

教員 免許 システ ム

学校設 置配分 システム

特殊教育 システ ム

州 テス ト・プ ログラム

教科書 システ ム

職業 システム

資産評価 一 固定 資産税標準

財政局 一 歳入 と入 口

厚生局 一 公的医療 を受 け るための資格決定 システ ム

ハ イウェイ・パ トロールAUTO-STATIS(自 動 車窃盗)※

人間関係局 一 社会情報 システ ム

人材 開発 庁 一 職業奨 励

司法局 一 統計情報 プ ログ ラム

麻薬処方箋 プ ログラム

犯罪手 ロブ ログ ラム

銃砲 プログ ラム※

犯罪歴 プ ログ ラム

CLETS(カ ル フォルニア司法通信 システ ム)※

自動車月 一 登録 システ ム

DMVシ ステ ム(運 転免許証)

・公衆衛生局 一 職業病報 告

生命に関す る統計

計画 のための センサス ・データ
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公共 事業局 一 都 市計画

TASAS(交 通 事故 と監視分析 システ ム)

社 会福祉局 一 社会デ ータ ・サ ンプル

水資源局 一 基礎 デー タ ・システム

これらの うちのあるものは、州 全体の ネ ットワークを組んでい るもの もあ り、 そ して連邦政府 の シス

テムと連 けい して、 全国的なネ ッ トワー クにな ってい るもの もある。又(註 ※印がついてい る)一 方

州内の ネ ッ トワークをつ くるのに予 算的問題のみな らず、行政的な問題で、足踏 みをして いる もの も

ある。 しか しなが ら、 カル フォルニア州 は、 全米50州 の 中で一番積極的な コンピ ュー タの導入 とそ

のネ ッ トワークを図 った。

以上の ことが、問題な くス ムーズに行な われ たの ではない。予 算上の問題は さるととな がら、 技術

上の問題、行政上の問題等、色 々な事態 に直面 した。行政 の立場 か ら云えば、 ネ ットワークを組 む こ

とは、行政 サー ビスにムラのな くす ことを意味す るわけで あるが、現実は必ず しもその ようにいかな

い。 とい うのは、 ネ ットワークを組むべ き、機関の コ ンピュータ導入 が一律 では なか ったか らである。

それは、 時期の場 合 でもあ り、又機種 の問題 でもあった。 現実 に一つの部 局に異なった コン ピュータ

が導入され たこ とは ままで あった。 更に問題 を複雑 に したのは、 それに異 なる技術的な問題 だけ でな

く,、行政 組織、上の問題 で もあった。'

■
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図21全 米の情報システムと行政上の関係

この図21は 、 トータルは全米 インフ ォー メイションシステムの行政上 の関係を示 している もので

あるが、問題を州内に限定 して考えてみ よう。

一般的に米国の行政単位は
、次如き ものに区分され る。

州、郡、市、
t

これが地方行政 の三 つの単位 である。 これのステ イタスは、次の図22で 示 され る。
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連 邦

「⊥ 「
州 市

J
郡

図22行 政 のステ イタス

市は、州域内に位置 していて も連邦 に対 して、同列の位置 にある。 ニュー ヨークのよ うな大都市は

例幌 で、米国では人 ロー万、二万の市がごろごろしているか らで ある。 ネッ トワークを組ん だ場 合、

それを どのようにす1べ きか問題 にな った。

もう一 つ問題になったのは、米国 には、行政 、司法、立法の三分権の外 に もう一つの一大 分権があ

ると云われている。それは教育 で州政府、市政府、郡政 府を乱れた教育委員会が州 中央教育委員会の

下に い くつか の地 区教育 委員会が存在す ることである。

の

■

-
(地
区
教
育
区
)

地
区
教
育
委
員
会

州
中
央
教
育
委
員
会

図25教 育と行政区分

嘉
警
聲

州 と市は ここで も対等関係にあ る。 この よ うに教育 とい うある特定の 目的のための行政区が もたれ

てい るのである。 これは、一般の行政区 と必ず しも市 を除 いて一致しない。即 ち地 区教育区 は、い く

つかの郡 を合 せたもの が多い からである。

教 育区がある特定 の 目的の ために作 られたの と同 じよ うκ、 交通、環境規制等広域 で対象 とした行

政区 が出て きている。その例はBART(湾 岸 高速鉄道網)等 、 い くっかの市、 郡を串ざしにしてそ

のサ ービスエ リアを拡大してい る。

一 般行政区分に よる組織 と、 ある特定 の目的 をも った広域行政組織 との組合せは、色 々な問題をお

こ している。即 ち、 これ らの異質の機 構の組合 せは、単なるハードウエアーの結合 だけですまな い問題が

ある。そ こには情報 とい う金銭 とは異な る価値 を もった もの が流通 するからで ある。云いか えれば金

銭は100円 は、どこでも100円 で あるが、 情報は それぞれ利用する側によって、 その見出す価値が

異なるか らである。即 ち、BARTで 集 めた土地売買の情報 か、税務署 にと っては、査定の重要 なデ

ータであるか らで ある
。
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い くつかの施策が考えられた が、 かな り基本的な問題 を解決 しない限 り、行政 上に有効 なネ ットワ

}ク は出来得な いと結論 づけ られ
、 す ぐさま問題の整 理 が行なわれ た。

各郡の共通のデータベースの開発

① 土地利 用 ② 世 帯 ③ 収 入 ④ 人 口 ⑤ 雇 ・ 用

これ らは、単独の市 叉は郡 で行な われ たが、い くつかの市又は郡が共同 して、 資金 を出 しあ って オ

ンライン・システム を完成 してい る。その一 つとして、SanGabrielMunicipalData

Systemで あ る。 これに よってプ ログラム開発の重複投資をさけ、 共同利用 の益を得ている。

その結果、標準化 と ドキュメシ テ ィシ ・ンについて、全州 的に検 討され、 「各行政機関連絡委員会 」

「カルフ ォ'ルニア、郡 デー タ処理協会 」等で検討 されている。 この段階では、 ネッ トワーLクの技術的

問題について、外部機関に委託を出 しなが ら進め られている。

そして最後 に問題 になるのは、 プ ライバ シィの問題である。住 民情報の利用 の限定、特 に税務、資

産、運 転歴、犯罪歴の住民情報 の利用限定 である。現在 カル フォルニア州では、 データの 集中管理 に

よって、 これを解決 しょ うとい うこころみがあ るが、又一方、集中管理は、 もしその箇所 に護れかが

アクセスすれば、 すべて の情報 がつつ抜 けになるの で、住民情報 は分散管理をすべ きであるとい う反論

もある。今のと ころ費用効果の面 で集中管理 の方向が とられている。

3.2.3ネ ッ トワークの政治的 影響

すでに犯罪情報の ように、連 邦、州、 郡、市 と完 全に ネットワークされてい るもの もあ り、又その犯

罪情報 システ ムが州 の他 のシステ ムオ ンラインで完 全につながってい るもの もある。

■

■

AUTO-STATIS

(自 動 車窃盗)

DMV

運 転 免許証

他州 システ ムーNCIS(全 米犯罪情報 システム)ワ シントン所在

Il
CJIS(州 犯 罪裁判情報 システ、ム)

サ ク ラメン ト所在

〃 〃

図24加 州の犯罪情報システム

しか し大部分の ものは、州 内にお・いて ネ ットワークをつ くる準備 におわれてい る。 その最大の理 由

は、前者にのべた ように現行の行政機関の枠 組との関係である。

① 一般行政区分の統合

② 特定 目的行政機 関 と一般 行政機関 との関係
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前者 につい ては、 すでにネ ッ トワー クに関する限 り、い くつかの統合 した行政 機関があ り、その一

つ として、BayCitiesAssociationで 、 オー クラン ド、 バー クレイ、 リッチモン ド市

の結びつ きが ある。更にい くつかの郡 の統合化が行なわれ、そ れをRegionalgoverment

とい う言葉での法 制化 が行な われよ うと している。 現在 カルフ ォルニ アには、21の 郡 が あるが、そ

れ らを北、 中、肉叉は太平洋 岸と三乃至四つのRegionに 統 合 される傾向 もある
。 これ らはすべて、

行政の効率化の観点 が うな され、 コン ピュータ ・ネッ トワークの導入 がその効率化の重要な要 因であ

る限 り、 現実の 目に見 えな い ネッ トワ…クが住 民の伝統的感情 をオーバーしているの である。

又後 者については、 地域 開発、Qualityoflifeの 観 点か らみて、 交通、環 境(大 気、水)

問題は一行政機関の手 におえ る もの ではない。毎 日の対策及び長 期的対策 にやは りネッ トワークの重

要性が情報の 適確な把握 とい う意味 で理解 される。すでにロス アンゼルスにおけ るスモッグコン トロ

ール システ ムは発生 の要因 があると一イウエイの 自動車走行 を即 時にコ ン トロールする システムにな

ってお り、 又ハ イウェイに じゅう帯 がお きると各地の ハイ ウェイの情報板にそれ があ らわれ、 その う

回順路 も示され る。 これ らは、い くつかの行政 ネ ットワークとある特定の ネ ットワーク との具体的な

連げいによって可能 にな ってい る。 ここで問題になるのは、一般行政 ネ ッ トワークは、 租税収入 によ

って維持されるか、 これ らの特定 目的行政機関の場 合必ずし も歳入が保証されてはい ない。州議会又

は市議会が正式 にみ とめない限 りそれはVoluntaryO.rganizationで あり、Mandatory

Organizationで な いため、その予 算規模はそれ程大 き くない、そ のためその ネットワーク維持の

ための収入がない。特 に地域 開発組織にはそ のような例が多い。 たとえば サンタク ララ郡地域開発委

員会、太平洋 岸開発委 員会等 である。 この ような場 合 つな ぎとして連邦政 府 からの補助金でまかな

われ る ことが多い。

■

や

●
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4コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワー ク 形 成 に お け る 諸
.問題:

勺

4.1制 度上か ら見た組織間}イツ ター フエースの問題 点

コン ピュー タネッ トワークは資源の共有
、負荷の分散およ びデー タの共同利用等、将来のコンピュータ

利 用の基本 的な形と なるものと考 え られている が、 その実現には多 くの難問題 を克服し て行か ねばな

らない。 その中には高速 データ伝送 回線 の効率的利用 とか異種 計算機結合のご とき技術上の問題点の

外 に、 デー タの機密保護、 デー タ伝送回線使用の法規等にみ られる非技術的問題 もあ る。

以下 では非技 術的 問題 にしぼ ってコンピュータ ・ネットワーク の システ ム設計 ・運営上 の問題 点 を取

り上 げることとす る。

4・1.1.シ ス テム設計 ・運営上 の問題点の 推移

コンピュー タシス テムの設計Sよ び運営にお いて問題 とな る事項 が時代のす う勢 と伴 にどのよ うに

変化 しているか とい う図25に 示 すご と く1970年 代 は技 術的問題 よりも社会性、法制庭上、 経済

性 等の非技 術的問題点の比率 が漸次増大して くるもの と予想 され る。

`

●

o

t9601970

図25問 題 点 の 推 移

これは今後開発 され る システ ムが段 々大 き くな り
、 システ ム全体の効率 を上げ るために一 つの組織

体の内部 システ ムか ら漸次 外部 の組織体へと拡張 して行 く過程 を考えると うなずける現象である
。す

なわ ち一つの企 業お よび関連官庁 を一つ のシス テムとして考え るよ うな国家的規模 の情報 ネッ トワー

クを形成す る システムにお いて は、その設計お よび運営上 の問題は技術的な問題 よ りも、利害 が必 ら

ず しも一致 しない業種の人 々をその システムのユーザとし て参 画 させるためには以下 のごと き問題 を

解決することが必要 で ある。

① 個 々の企 業の システ ムレベルが異なるのをいかに調整す るか

② 業界間 の利害 関係の調 整

③ 個 々の企業 と全体の メ リッ トとの調整

プライバ シーの保 護(企 業秘密 の保護)の 維持

④ 開発費、運 用費等費用の分担方法

⑤ 企 業の内部情報 を外部 に提供する社 会的慣習 を定着 させる方 法
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⑥ 対象業務の標準化の進め方

⑦ 回線利用の制限 と経済的利用方法

⑧ 情報に対す る価値の認 識

⑨ データ収集 と正確性の保持

⑧'各 企 業において稼動中 の システムとの コンバー ジョン対策

ま た 現 在各 業 界 の活 動 お よ び業 務 手 続 を規制している法律 あるいは制度は システム設 計にお い

ては大 きな影響力を持 ってい る。特 に行政に関す る情 報の シス テム化 にあた っては行政自体が法律 に

基 づいて行われる原則にな っているので、法 制度の改革が システ ム化の前提条件 とな る場合 がある。

4.1.2.情 報 の正確性と機密保 .護

コンピュータ・ネッ トワークで各種の組 織体を連結 した システムを考え た場合、 当然 ネッ トワー ク内

を流 れる情報 に要 求され る条件としては

○情報 の正確性

O情 報 の機密保護

の両方 が維持 され ていなければな らないこ とは明 らかであ る。

(1)シ ス テムの機能

いーまい くつか のデータベー スを持ってネ ッ トワー クを一つのシステムとする図26の ご と きシステム

を考え る。

●

図26デ ー タベー スの ネットワー ク

7

●

●

この シス テムの機能は複数の デー タベースに含まれたデータを有機的に組み合せ・加工 し・ ある目

的 給 ったよ う頒 料、例えば統計的資料 を作成す るといった デー タの静的活用方法 と・流通 システ

ムに見 られるよ うに物の流れに付随 したデー タを物の移動 と同期 をとって、 あるデー タベースから別

のデー タベースへ情報 を移動 させる よ うな動的 活用方法の2面 が考え られ る。

畝 め ような・ンピ_・ ・ネ 。 ト・一 クの対象となるのは異業種・異企 業・官階 を離 した

共同利用形式 のデー タベー スと考 えて よい。 そこでは多数 のユー ザーが共同のデー タベースを利用す

るために種々の問題 が起 きる。
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(2)情 報 の正確性

複数 の組 織 が共同利用す るデー タはそ の収集 す るデータの正確性 を保持す るための考 慮 が システム

設計 の重要な問題 の一つである。

情報 の正確性は現行の制度内 で、また単一 の組織内の規則で維持されていた ものが・ 前述 のよ うな

ネ 、ソトワ_ク を形成するこ とによって組織外に 出る ことによって受 け る問題 である。 このよ うな イン

タフェー ス上 の問題のい くつかを挙げ るとつ ぎのご ときもの が考え られる。

① 用語 とそ の定義の統 一

② コー ドの統一

③ 個有 の リファレンス ナンバーの規 定(フ ァイルの検索 キーの統一)

⑭ 帳票類の統一

⑤ 署各 ・捺印の処理方式

⑥ 業務手続 の統一

⑦ 関連 法制度の改 正

これ らの問題 は国際的なイ ンタフェース問題 として考えた方が よい場合 もある。例 えば貿易 段違 の

手 続 きの ご とく国際的に流 通す る情報に 対しては、国際機関 と協調 をとりつつ、関連 業界の意 見調整

をはか る専 門機 関が必要 で ある。

現在 国連 の ヨー ロ..パ 経 済委員会(ECE)の 貿 易拡大委員会 が中心 とな り、 各国か ら貿易関連の

専門家を集 め1972年 か らつ ぎの よ うな問 題につ き国際的協調 を計 るべ く努力しているe

① 用 語 コー ドの統一

② 書類の記載事項の統一

③ デー タ伝送上にお ける通信文 の統一

④ 自動処理 システムの研 究

しかしこのよ うな国際的活動 に対 し、 わが国 の協力体制はやや もす ると従来 の縦 割 り行政 の壁に阻

まれて、一元化 された体制が採 りに くいこ とがあ る。

(3)情 報 の機密保 護

複数 システムがそ れぞれ互いに関連 を もって働 くことになる情報 ネッ トワー クは通信 回線 を介 して

遠隔地か ら不特定 多数者が利用で きる よ うになる。 そ こで蓄積 され処理 され る情報 が互 いに有機的に

関連 を持つ ことが可能 になるに及んで、当 然機密保護に関す る問題が重要視 され、 この対策を真剣 に

考え ることが必要 である。

今後 高性能の コンピュー タの出現 と ソフ トウエア開発技 術の進歩に よって各種の情報 センターの確

立が次第に容易 にな り、政府機関お よび業界、各企業 に関する一連 の情報 が紬織的 に蓄積 されて・い

ろいろな面 で有効 に使用 され ることにな るであろ うが、同時に秘密 の漏洩 と悪用の不安に さらされ る

ことにな る。 また、 このような大 きな システムの設 立は万一1軍用 を誤 まると圧 制の道 具 ともな りかね

ない。

データの機密保護とは 偶発的 または意図的 に も情報 が勝手 に利用 された り、 修正 された り、破壊 さ
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れ た りす ることから守ることである。

従来 はこ うした措置 はデータ通 信がこれ らシステムの 中で最 も弱いところであるとい'うことか ら、

コンピュータ室か ら遠 く離れ たター ミナルのために採 られた ものが多い
、そ の中には正当な ユー ザは

タ
.一ミナルの使用 のため彼 のみが知る番号または合言葉(パ ス ワー ド)が 与えられ るとか、特殊 なキ

ーまたは バッ ジ(エDカ ー ド、を与え られた者 のみ がター ミナルを利用できるようにす る等 の方法 が

採用 されてい る。

ま た コン ピュー タシス テ ムの中にユー ザの使用 を制 限す る機能 を持 つ こともある。例えば ユー ザに

与え られた許 可の限界にょ って、特定 の ファイルまたはその一 部のみ を利用する ことが許 され るよう

な方法 もある。 これ らの各種方法 の組合せで現行のシステムは運営 されているが
、 まだ十 分な対策とは

言えない状態 であ る。

今後政府、民間が この面 についての法的規制 の是非と望 まれ る対策を総合的に体系化する必要 があ:

ろ う。

4.1.3デ ー タ伝送回線 使用 の法規

コンピュータ ・ネットワーク形 成にはデー タ伝送が不可 欠であ り
、 通信回線の利用が必 要になって く

るが、私設の通 信回線以外 の通信回線の運営、 管理はすべ て電 信電話公社 が公 象電気通信法に ょって

行なってお り、そ の対象 とする情報が電 信、電 話に代表きれ るよ うに人間対人間の もの であ ることか

ら、 従来の回線 のデ ータ通 信への利用が法的に相 当な制限 を受け ることにな ってい る。

コンピュータ技 術の進 展 とデー タ通信への需要増加に伴い コンピュー タ利用 が産業構 造に改革を可

能にするため、通 信回線 の一般への開放 が法的に検討 され、そ の一部が実施 されてい る。

当初公社は コン ピュー タと電子交換機 が同 じ機 能 を持 ち うるとい うことか らデー タ通信 に対し
、つ

ぎのような基本 的考 え方 があった。

① 専用回線 と自営 コ ンピュータとの接続 は 「国の機 関お よび地方公 共団体または共同し て同一 の

業務 を行な う2人 以 上σ)者、 もし くは相互に業務上緊密 な関係 を有するため、 その間の通信 を必要 と

tる2人 以上 の者 」に限定 す るとして、計算会社等の業 として他人 の情報処理 を行 うもと)には回線は

貸 さない。

② 公衆 回線 と自営 コンピュー タとの接続 は コン ピュー タが交 換機能 を有す るため、本来 公社か行

うべ き不特定多数者間の交換 がコン ピュータを介 して行 なわれる ことになるので認めない。

これに対し関連 業界 からデータ通信の公社による独 占をやめ、 公 社は通信回線の提供業務にのみ徹す

べ きであ り、公衆通信網 と自営 コン ピュー タとの接続 を認め、公衆通信 網 を開放 すべ きである等の批

判 ・要 望が出され た。

46年9月 「公衆電 信通 信法 の一部改正 」が行 なわれ、 デー タ通信 を単にデー タ伝送だけ でな く、

コンピュー タに よるデー タの処理 を含めて一体化 したサー ビスとしてとらえ
、公衆法 のなかにデー タ

通信の一章 を新 た に設 け、公社 の役務 として、

① 民間な どの設置 するデー タ通 信 システ ムのために公社 の回線 を提供する 「データ通 信回線使用

契約 」
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② 公社 の設置す るデー タ通信 システムの使 用を一般利用者に提供す る「デー タ通信設備使 用契約

とを規定 した。

上記2項 の前者はいわゆ る回線開放 に関す るもの であり、 「特定通信 回線使用契約 」と「公衆通信

回線 使用契約 」か らなるが、 いずれに して もそ の認可の対象 となる使用形態の範囲が問 題 となる。認

可の対象は 従来 の電 信 ・電話 回線の ような相互通 信のための共同使 用でな く、 コンピュー タの共同利

用を主眼とした ものに限 ってお り、認可 の条 件は郵政省令 て定 める基準に適合す るか、郵政大 臣の個

月1認可にょるとされている。

以上 を整理す る法規的にはつぎ のよ うになる。

(有 線法)

私設データ

通信設備

データ通信設備

使用契約

データ通信回線

使用契約

(国 鉄 のみ どりの窓口等)

(地銀協為替通信システム等)

特定通信回線

使用

曾露 ンラ)

公衆通信回線

使用

冨

'

また特定通信回線 を共同利 用 し うる機関は郵政省 令にょ りっ ぎのよ うに定 められてい る。

① 国 の機 関お よび地方 公共団体

② 同－i糊 を行 な う2人 以上 の者

③ 公害防止、 防災、空港管理その他 の公共的 シス テム

④ 親企業、下請企業間お よび業務 提携 を した企 業相互間 の生産、 販売、在庫 管理 に関するシステム

⑤ 金融機関相 互間 の預金 システ ム、座席予約 シス テムそ の他 これに類す るもの。

したが って計算 セ ンターなどが業 として他人に回線 を使用 させ る場合に は図27の よ うにコ ンピュ

ータとデータ端末装置 との間 に
、 いわゆ る「行 って来い 」の形 で終始す ると

、認 め られ る場合に限定 さ

れている。
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図27特 定通 信回線使用認可 の基準 の一例

また、 コンピュータネッ トワー クの実現 に最 も関係深い もの は 「デー タ通信回線 使用契約 」のうち郵

政大 臣の認 可を必要 とする部分 である。これには図28の よ うな場合 がある。

コ ン ピュ ー タA

(大 阪)

特定通信回線

一 公衆通信回線

電 話 局

/
市外回線

端末機abc

図28郵 政 大臣 の個 別認可 を要す る一例

この ような場 合を無制限 に許す と大阪 の端末機aか ら東京の端末機a'にa→(公 衆通信回線)→A

1>(特 定 通信回線)≒ 〉κ→(公 衆通 信回線)→a'と い うデー タ通信 が行なわれ、東京 ・大阪間 の市外

通信料 を免れて第三者 が通信 を行な うこ とがで きるこ とにな り、公衆通信 秩序 を乱す ことにな る。 し

たが ・て、
、a→Aii>At:Eで で止 ま りA'>A→ ・だけvctlR・ て 認可す るかど うか問題が残 されている・

しか し上記のa→a通 信 を可能にするのが本来のコンビ=一ーータ ・ネットワークの基 本形態であるため・

aa間 の メッセー ジ通信のよ うな公 衆電気通信業務 に支 障をきたす もの を主体 としない限 り認可され

るのではないかと考え られ る。 もっともコンピュータ ・ネットワークは広帯 域通信回線で コンピュー タ間を

結び回線 コス トを下 げな い限 り実用化の条件 をみたさない ので本格的な コンピュー タは既 存網 では限

界があ り、まった く新 しいデー タ網 を必要 としている。

公社 では45年 よ り7年 計 画で電話 ・TV電 話 ・データ通信の3つ の単 位通 信網 か らな り・ これを

電子交換機 で結合 し、 網間相互接続、回線の相互融通 、交換横舵の共用な どので きる総合網 の計 画 を進

めてい る。

コ ン ピ ュー タB

(東 京

電 話 局

a/b'c!

、

∀

⑲
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以上の よ うにデータ通信回線 に関す る種 々の制約を十分認識 し、経済性の ある通信回線 の利用 を考

えて コン ピュー タ ネッ トワークを設計 しなければな らない。

4,1.4新 制 度化 の必要 性

今後の システム化にあたって、従来 の慣習、 制度か ら脱 皮して、ま った く新 しい制度 を確 立しなけ

ればな らない こともある。その例を全銀 システムに見る ことがで きる。

都市銀行は全 国的に店 舗網 を持 っている関係か ら内国為替の うち80%強 が 自行本支店 為替 である。

そのため昭和33年 頃 から自行為替 の送受をテレタイプにょって行な う合理化策が逐次採用され、40年 前

半にはテレタイプ交換システムから、為替オンラインシステムへと進んできた。自行為替は権利主体が同一人格で

あることから、通信回線の専用も自由であったし、他行為替のような複雑なチェックを必要としなかった。40年 代

には各都市銀行とも、ほぼ全店 テレタイプ網が完 成 し、残る他 行為替 の分野の合理 化であ った。

一方
、都道府県 を主な営業 地盤 とす る地方 銀行は自行為替 が60%と い わm.て い たが、都市銀行 の

全店 テ レタイプ網 と競争するためには、各 自行網 の整備と併行 して地方銀行全 体を結ぶ共同 システ ム

の実現 が電信電話公社の直営 シス テムとして、43年 地方 銀行62行 を結 ぶ地方 銀行 デー タ通信 シス

テムが完成 し、地方銀行相互間 を流れ る他行為替 を複雑 な事務手続か ら解放 し、 自行本支店為替 と同

様にした。

全銀 システムも上記地銀 システムと同 じ く公社 直営 システムとして44年 に全 国89行 の 銀行 と特

定通 信回線 で結んだ内国他行為替 業務 の合理 化 と顧客 サー ビスの向上 を目的 としたメッセー ジ交換 シ

ステムが出来上 がった ものである。

本 システムの稼動 で個別店 間 コルレス制度の廃 止、為替 決済 制度 の改正、為替取引 を「デー タ通信

取引 」と 「文書取引 」の2本 建にす る等の制度 が確立 した。

旧制度におけ る他行為替 は、まず銀 行間 において為替契約 を結び、 さらに実 際に為替 を取 扱 う営業

店間除 いては迫力喫 約(い わゆる コルレス契約)が 結ばれ る。 か りに200の 営 業店 をもつ銀行 が全

国銀行の 他の7000店 舗 とコル レス を結ぶとすれば、140万 の コル レス網 となる。実際 には地方

銀行で数万、都市銀 行で十数 万の コルレス為替取 引が行 なわれてい る。

お客 か ら為替 の依頼 を受け た取引店 では、まず コル レスがあるかないか の選定事務 が大変 である。

為替通 知の送達手段 としては郵便、電報、加 入電信 が用い られていたが、 いずれ も第三者 が介在す る

ため、普通為替 では印鑑照合、電信 為替 では暗号電文の但用な ど事故 防止 の た め 複雑 なチ ェ ツク シ
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ステムが採 られてい た。

新 制度にお いては、 旧制度の相互に指定した取 引店間におけ る為替取引 とい う方法(選 択的 コル レ

ス制)に 対して、新 制度では参加する銀行相互間では約7,200の 店 舗のいずれ に も自由に為替 を仕

向け ることが で き、 為替 を仕 向け られた店ではそれ を断 ることがで きないとい う包括的、 かつ 強制的
」

コル レス契約 となってい る。以上のよ うにコンピュータ・ネ ッ トワークはいまま での業務手続お よび法

制度を変更 させ る要 素をもってい る。ま たいいかえれ ば、法制度 の改 正なしにはコンピュータ ・ネ ッ ト

ワー クにおけ る組織 間のインタフェース問題 は解決 しない ものが多 いといえ よ う。

4.2コ ン ピュータ ・ネ ッ トワー クによるサー ビスとその コス ト

現在 の コン ピュー タの利用が あらゆる点 で合理的 に行 なわれているかどうかはわからない。

また将来 コ ンピュータお よび通信回線の コス トが どこま で相対的 に低下す るかもわか らない。

加 えて、 ハー ドウエア ・オ リエン トなオペ レー テ ィング ・システムを基盤 として、その.上にどの よ

うな アプ リケー ション・オ リエン トな ソフ トウエア(デ ー タ保護 を含 む)が 作 り出されて くるかも予

測 し きれなし(。

そのため、現状 プ ラス アルフ ァの線 で以下 の問題点の考察 を行 なってみ た。

4.2.1ネ ッ トワークと経費

コン ピュー タ ・ネッ トワー クでは通信回線 によ り結合 した複数 の コン ピュー タお よび他 の コン ピュ

ー タ ・ネッ トワークの持 つ リソースを多数 の利用者 が共用 で きるものとす る。 したがって ネッ トワー

クの利用方法 は次のよ うに考 える。

① 多数 の利用者の大部分は他の コンピュー タまたはネ ッ トワークとの接 しょ くを利用 者の所在位

置か ら通信 回線を通 じて行な う。

② ネ ッ トワー クに よって結合されてい るコンピュー タが持つ リソースについて は契約 によ り使用

を許 され、る範囲内 で利用で きる。

リソースには次σ)ものが含まれ る。

ハー ドウエア

ソフ トウェア

情報(デ ー タ)

③ コンピュータの利 用方式 としては パッチ処理、即時処理、 メッセー ジ交換 のいずれ でも可能 で

ある。

④ ハー ドウエアの共用には次 のもの も含まれ る。

メモ リの拡張 の ため の利用

フ ァイル媒体の借 用

特殊な出力装置の使用

処理 ロー ドの 分散、あ き時間の借用

交換 、中継機能 としての利 用

、

ρ

'

,
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それで は、 コンピュー タ ・ネッ トワークについて以上 を前提として、その利 用可能性 をコス ト面、'

利 用技術面、利用面 からチェ ックし、 問題 点をあたってみ ること としたい。・

ただし、 コス ト面についてはモデルを作 って実際の計数 をあてはめる余裕がなかったので問題 の提

起に止 めた。 ,'戎

は じめに コンピュー タ ・ネヅ トワークの建設お よび維持 にかかる経費 に大 きい影響 を与 えると予想

される要素 を考えてみょ う。

① データお よびプ ログ ラムの トラフィックの量 と ピークから要求され る通信回線 の規模、接続 を

希望す るホス トの数か ら くる交換設備の規模

② 即時処理の対象とす るデ[タ を直接 アクセスできるよ うに収容す るた めの ファイルに媒体 の容

量

③ 登録の予想 され るプログ ラム、 パッケー ジを収容する シァィル媒体の容量

⑭ 要 求され る演算処理 の最大 規模 にあわせ て準備する メモ リ(ス トレー ジ)の 容量

⑤ ピー ク時 に要 求され る演算処 理の規模お よび実行の併行度に応 じ うる演算速度 と メセ リ容量

⑥ 多彩な要求に応じるため の特 殊な入 出力装置 の数

⑦ インタフェー スの違 う各種機器 を結合 させるために必要な ソフ トウエアの開発

⑱ デー タ ・ファイルの内容の滅失、損壊、 盗用 を防止す るために必要 な ソフ トウエアお・よびハー

ドウエアの開発と冗長度 チェ ソクのために増加する トラフィ ックの量が要 求す る通信回線の付

加 的ロー ド

ネッ トワー クに属す る各組織 の コン ピュータがほほ同程度の構成 となるか、 いずれか極端 に規模の

大 きい構成 となるか、 いずれ か極 端に規模 の大 きい構 成の コン ピュータが メインのホ ス トとなるかは'

さ だか でない。 いっぼ う経費面 での制約 を各組織がまった く持 たないか、 コ ンピュー タおよび通信回

線の費用 が卓上型の計算機 や コピー マシンなみでほ とん ど各組織 の収支に影響 を与 えない程度 であれ

ば問題に はな らない。

しか し、現状 でのコ ンピュータの費用、 回線の経 費は利 用者にと ってけ っして安 い費用 ではない し、

規模 の大 きい コンピュー タを設置 するため の機械室お よび付属施設 、設備 を用意するのに必要 とな る

投資 もげ っして無視 で きる金額 ではな い。 そして この条件が近い将来に 消滅す るとい う保証 もない。

以上のことからコン ピュー タ ・ネ ッ トワークに加わ るといって も各 組織はそれぞれの収支面の制約

か ら自己の組織 での定常的 な業務 の処理 に さしつかえない コンピュー タの規 模 をまず考 えることにな

ろ う。

定 常的な業務 とは ピークを除い て日常発生す る ビジネス系 のデータ処理 と くり返 しの頻度の高 い技

術的 な計 算あるいは情報の照会、 探索な どの業務 で発生か ら処理終 了までの時 間が短 かければ短いほ

どよい業務とい うこ とがで きる。

もちろん、その中に は即時処理 の必要 なもの も含 まれるし、1日 の うち あるいは翌朝まで といった

短 かいサ イクルの締切 り時間 内に処理 されれば よい ものも含まれ よ う。

以上のよ うな業務処理 が量的 にま とまってい る場合には、各組織 はコンピュー タを 目前で設置す る
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か、 もよ りの計算 センターヘデ一夕を運 び込 むか時差 を利 用した国際的な ネッ トワークを利用す るか、

いずれかの手段 を選択す るのがふつ うである。選択の基準 は必要 経費 と機密保護の保証、そ していま

ひとつは使いたいと きに コンピュー タが使え るか とい うことにかか ってこ ようい(か に計算センターへ

の持 ち込みが割 り安 につ いて も締切 りに間に合わなかった り、機密保 持のための立 ち合いが連 日のよ

うに深 夜にわたるのでは利用 しきれない。

自前のホス ト・・コン ピュー タを持 っての ネッ トワークへの参加 と他ぺの コンピュー タの利用はそれ

か らあとの問題である。

自分 で設 置す るコンピュー タで定常的 な業務 を処理す るとして非 定 常 的 な 業 務 つ ま り非定常的 な

時期(ピ ー ク時)に 発生す る業務 と非定常的な仕事、 めったにない大規模 な演算処理 などはむしろ他

の設置す るコンピュー タを一時的 に借用 したほ うが自前の コン ピュー タを一 時的に借用 したほ うが自

前のコンピュー タの規模 を大 き くして、定常的 には一定 以上 の能 力を遊ばせてお くよりも安 くつ く。

そして コンピュータの借 用の方 法 として計算 センタを利用す るか同一機 種、同規模 以上の他のユーザ

ー が設置するコンピュータの あ き時 間を借用するか ネッ トワー クに属 す る他の コン ピュー タて使いた

いときにアベイ ラブルな もの を利 用す るかをソフ トウエアの費 用、回線 の費用 も含 めて検討 し、選択

する余地 が残 されているわ けである。

さて、 あらゆる組織が コンピュータの規模、構成 をきめるにあたって ネッ トワーク を利用す る考 え

方 をとった としよ う。

その結果として各組織の設置 する コン ピュータはそれぞれの組織 の定常的 な業務量 を こな しうるが、

ピー ク時には相互 に相互の コン ピュータのあ き時間 をあてにす る状態 となるか もしれない。

この状態 を打 開す るには時差 が12時 くらいある地域間 で ネッ トワークを組 むか、それぞれ 自前 で

お くコンピュータの能力(記 憶容量、演算、速度、 フ ァイル装置や入出力装置の数、通信 制御 可能な

回線数な ど)に 少 しずつの余 裕 をもたせ、 かつ相互の ピー クの くる時期 を調整してずらすか、 または

いず れかの設置す る コンピュー タを他の共同利用専用として可能な限 りの大規模 な構成 をとるかの い

ず れかの途 が選ばれればよい。

しかし時差 も少な くピー クが まったく.分散 しえないとい うことになれば、 この専用 コン ピュータも

ピーク時 は恐 ろし くこみあ い他 の時期は開店休 業に近 い状態 で運営 され ることにな るかもしれない。

このよ うな条件 の リスクを承知して、 コン ピュー タを設 置で きる組 織は きわ めて限 られた ものとな

ろう。

4.2.2ネ ッ トワークの利用 とパッチ処理

コンピュータの利用面 では コン ピュータ ・ネッ トワークが通信回線 を介して結合 されている コンピ

ュー タ群 を前提とする存在 である以上即時処理、 メッセー ジ交換処理 を除 いて在来のパ ッチ処理 の ネ

ッ トワーク利用についての問 題 がないかを考察してみ る必要 かあ ろう。

コン ピュー タによ るパッチ処 理は、従来次 のよ うな場合に行なわれ てきた。

① 即時処理をしたいが、 コン ピュータのハー ドウエア、 ソフ トウエアおよび通信にかかる コス ト
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② パ ッチ処理 による時 間当 り処理量 を大 きくすることを目的 として処理 を行 な うと き

③ 一定 の期 間 をもって締切 り、その間に発生 したデータの一括処理 を行な った結果 が必要 な とき

④ 一般の人 が活動 をはじめる時間ま たは要求 された時間 までに発生 したデー タの処理 を終 ってお・

けばよいと き

①の ケースは経費 のみの問題 で業務処理の即時 性の要求などにつ いてはまっ た く考 慮 しない ケース

であるため問題 点の考察 の対象外 とす る。

ただ し、現状 ての多 くの組織 企業ではまだまだ コン ピュータお よび通 信回線 の コス トを負担 し き

れず、 パ ッチ処理 のみに頼 るケー スが多い ことを忘れては ならない。 、

もしコン ピュー タお よび通信 回線の コス トが相対的に低下す る場合 にはネ ットワークを利用 して の

即時処理 にすすむ可能性 のある潜在 ユーザーであ り、 これ ら潜在 ユーザーの顕在化に よってネ ッ トワ

ー クの負荷 に大 きい影響が及ぶことは明 らかといえ るか らである
。

② 以下 の ケースはバ ッチ処理 の即時処理に対す る相対的な優位性 あるいは制約条件か らくる必然性 と

もいえ る点 を考慮 してパッチ処理 を行なってい るケースである。

パッチ処理は、 もと もと一括処理にょ り時間当 り処理量 を増大 し、 コス トを引下げ ることを目的 と

して行なわれ るものであ り、そ のために即時性が失 なわれ ることはやむをえ ないこととされて きた。

いっぼ う即時処理 は、用 件の発生す るつ ど必要 な処理 を行な う ものてコス ト、能率 をある程度 ぎせ

いにするかわ り人間的 な要 求をよ り満 足に近ずけ ることができる。

ただ し、個 々の人間に とっての即時性 の要求は、 なん らかの規 制 を加え ないかぎり無限 とい ってよ

く個人 ごとのあ らゆる要求に対応 しようとすればす るほど、 コス トと能率 は無視 され てしま う.し か

も人間の即時性の要求は活動時 間中に限 られてお り、睡眠時間 中はその要求を一 時停止 してしま う特

長 をもつ。

した がって人間の即時性 に対す る要 求からあらゆる処 理についてパ ッチ処理 よ りも即時処理のほ う

が人間に とって受 け入れやす く、充足感 を与 え られ るとい うことか ら即時処理 の優位性 を強調 しす ぎ

ることは避けな くてはな らない。

コス トと能率 とい う点 を考 慮に入 れた うえ で即時処理 の優位 さをまず認め られ るのは次の処理で あ

る。

① 機械、 装置 の運転制御

② 人お よび ものの流れの制御

③ 要求者に対する現物または現金の受 渡しとその確認

⑭ 研 究、企 画立案時 の試行

⑤ 照会、 質問等に対す る回答、検索 された結果の提 供

⑥ 届出 にょ る元帳、台帳な どへの記帳 と届出老 との間の確認

さて、 パ ッチ処理をス ケールメ リッ トに ょるコス トの低下 を目的 とす るケー スでは必然的に発生 ず

るデー タ量 が多いか蓄積す る デー タ量が多いかのいずれ かの条件 を前提 として持 つことになる。

また、 パ ッチ処理 を成立 させ る条 件として処理方法、手続等 が例外処理 も含めて規 格化され る必要
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があることはい うまでもない。

1件 ごとに判断 を加えて処理 のしかたを変えるのは即時処理 では な く例外処理 であ り、それ らの処

理になんらかの判定 基準 を設け られない かぎりヒュー リスティックなプロセスに頼 るほか、 パ ッチ処理

も定 期的 な即時処理 も行えないわけである。

次に一定 の期間中に発生 したデー タを締切 り、 その一括処理に ょる集約結果が重要 な意義 を もつ場

合のパッチ処理 がある。

1日 の活動時間 が終 りにな った ところで発 生した1日 分 のデータから作 る日報類 もこれ に該 当すれ

ば1ヵ 月分の取引 きの結果 か ら集約 され る試算表 などもこれにあたる。

1日 あるいは1ヵ 月といった常識的な区切 りを設計、そ の区切 りごとに管理上必要な分類 を加味 し

た集計が行なわれるわけであり、 これ らに関 しては時 々刻 々の変化 を知 るために即時の分類、集計を

行なってお く必要性はほとん どない。

活動 時間の終 りを締切 りとする処理 に対して常識的 な活動 時間の スター トする時間ま でに準 備 をす

ませるかあるい は要求 された時間 までに処理 をす ませてお けば よいケースもある。

実 際に処理 の行なわれ る時点 よ りも前に処理 内容 を もりこんだデータが とりそ ろえられてい るよう

な ケー スは、銀行に対す る振込依頼や 自動振替に よる料 金請求な どにみ られ る。"

これ らの処理 は一般銀 行業務 の執務 時間 を終了したあと指定 日の早朝ま でに一括処理 を行なえばよ

いわけであ り、 また指定 日の活動 時間の最初 に処理 をはじめる よりも、それ以 前に終了 させておいた

ほ うが ピークをな らす意 味で もつこ うがよいことはい うまでもない。

同様の ことが前 日の活動時間 を終了 し、休 養、睡眠時間 をとる直前に依頼された演算処理 につ いて

もいえる。 依頼者 が翌朝に活動 を開始す る時間 までに終 らせ ておけばよいのてある。

また、現物、現 金などの受渡 しにつ いて要求者が時間の指定 を行な っている場合 も同様 である。

窓 口での個別 即時処理 よ りも予約 制による一括処理 の結 果 を指定した時間に受渡 しするほ うが結果

的には窓 口での待ち時間が少な くてすむケー スについては、即時処理 のみがサー ビス効果 をあげる方

法 ではないと考 えたい。

コ ンピュータ ・ネッ トワー クの利用 によって従来のパッチ処理 を即時処理 に変更するかど うかは 、

業務 の性 質上、即時性 が要求 され、かつ単独 で即時処理 を行な うには経費 がかか りす ぎるためにちゅ

うち ょしてきた業務 がパッチ処理にかず かの負担増 で即時処理 が行え ると証明 され た時点で決定す れ

ば よいことである。

業務 の性質上 バッチ処理 でよいものまで即時処理 を行な ったとして も本質的 な メ リッ トもなければ、

コス トを低下 させることもは じめか ら不可能 である以上は無意味 といえ よう。

したがって多 くの場合 は コン ピュー タ ・ネッ トワー クを利 用す るとして もパ ッチ処理 は リモー トバ

ッチ処理 の方法 での利用 を考え ることになろ うが、利用者 にと って は次の よ うなメリッ トの有 無が も

っとも重要 なネッ トワー ク利用の誘因 となろ う。

① 利用者の側 に設 置す る機械装 置(コ ン ピュータを含 む)の 処理 能力をこえ る演算 がネ ットワー

クに属する他の コンピュータの メモ リをか りて行 なえ ること
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② 利用者の側 での処理能 力を こえ る出力要求が他の コン ピュー タの出力装置 をか りて行 なえるこ

と。

③ 不定 期に行 な う短時 間のデー タの照会、検索業務 などを実行する さい に必要な ワー キングス ト

レージとしての大容量のファイル媒 体 をネッ トワーク中の他の コンピュー タに ょって求め られ ること

以上の メ リッ トを具体的にいえぱ、 ビジネス系 の デー タ処理 では時間 のかか る大量 デー タの ソーテ

ィングとか、明細の出力要 求 を他 のコ ンピ ュー タに よって満たす といった ことが含まれ、科学技術計

算では大 規模 な演算処理 を他の高性能 の コン ピュー タで実 行させ るといったこ とがあげ られ てくる。

それによ り利用者側では自前 て設置 す るコンピュー タの規模を最 少限度 に とどめ たり専 用化するこ

とが可能 になるからである。

この ことは多数の利用者にとって大 きい メリッ トを約 束す ることになるかわ りに コス ト面か ら次 の

問題 を提起する ことになろ う。・

① 利 用者が相互に コン ピュータを持 ち、相互に利用で きることを考 えたとして も余力のあ る大規

模 高性能 のコ ンピュータを放置 したと ころ を周辺の スレー ブ ・コンピュータ群 が共同で利用する形式 と

となる。.

② パ ッチ処理 の締切 り時間や期間は人間の常識か らいって ほほ 同一の時間、期間 に集 中し、 ピー

クをな らす ことはほ とんど不可能 である。"

し たがって共同利用 され る側の コン ピュータは ピークに十分対処できる規模 とすれば むだ の多す ぎ

る構成 とな り経済 性を考 えれば ピー ク時には使えない利用者 が大部分 とな るこどが考え られ よう。

③ 回線につ いて も上 と同 じことがいえ る。 ピー ク時の トラフィック量 とそ の他の時間の トラフィ

ック量の段差 が極端にはげ しいことが予想 され るからである。

.そ の結果、回線の建設数 に対 して回線 の実際の使用が一定 の期間に偏よるため建設 費用の回収 が遅

延するか使用料 が割 り高について敬遠 され るかとい う事態 も発生 しうるこ とになる。

なお、 トラフィック量 につ いてはパ ッチ処理 が即時処理にお きかわ った り、即時処理 の 方 法 が 変

化す ることにょって使用 者の行動 パ ター ンが変 わ り、 その結果予測値が大幅 に変 って くる こともある。

いっぼ うそ のために予測値 を安全 度を見込 んでは じめか ら大 きくとりすぎて よ りいっそ うのむだ の

多 い投資 を導 く可能性 もある。,

4.2.3ネ ッ トワーク利用技 術面 での問題点

コンピュー タ利用技 術の点 では
、 使用者 の側つま りアプ リケー ション・オ リエン トな面 と ハー ドウ

エア ・オ リエ ン トなオペレー ティング ・システムなど狭義 の ソフ トウエアの面 か らの問題点 の探究 が

必要 とされ よ う。

アプ リケー ション ・オ リエ ン トな面 の開発は コン ピュー タのハー ドウエア ・オ リエンテー トな面で

の開発に比べ ると遅れ ぎみで あったことは否定 できない。

本 来パ ッチ処理 でよい システムを即時処理 の対 象として とりあげて無用 の検討に時日を費や した り、

人間的な活動領域 に踏み込ん でシステムとして失敗 を認 め ざるをえない結果を 招来 した例な どもその

ひとつであろ う。
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しか し、 コン ピュー タの利 用がすすむにつれ利用効果をどこに求め るか、範囲 をどこに区切 るか と

いった点での誤 ま りをお かす機会は減少してい くであろうし、 ファイルの集 中 ・分散などにつ いて も、

そのファイルの性 質に応 じて最適 の方法 を自然に選択 するよ うになるに違いない。

たとえば、 同 じよ うな契約 対象のフ ァイルに して も個人 を主体 とする場合は集 中して持つか もしれ

ないし、地 区、 建物、家 屋に付随 した個人とい う場合には ・一 カルなファイルの分散を選ぶか もしれ

ない。

ネッ トワークによ るデー タ ・シェアの問題 はこれ ら個々の原 フ ァイルが どこに存在す ることが最適

かとい う問題 とあわせて発生す る。

それは、 そのデータの主たる使 用者 がだれ で共同利用者はだれかとい う問題で あり、究極的にはそ

れに対す るアクセス方法 にか らんでデータの保護、 プ ライバ シざの保護 を システム的に ハー ドウエア

お よびソフ トウエア的 に完全 に行なえ るかとい う問題 に導 かれ よう。

もちろん、そ の前には 共同 で利用す るために付加すべ き属性情 報 の標準化、 共通化、 あ るいは標準

その ものの更新、維持 の方法 と実施 責任、 費用の分担 の問題など も解決 してお かねばな らない。

また、必要 な情報 に対す る冗長 な付加情報 の入力、維持、更新、蓄積にかかる費用負担 を どうす る

かといった問題 も派生 して こよ う。

しかし、データ ・シェア を許すか ぎりは、 最終的 にはデー タ本 来の使 用 目的をはずれ て別の 目的に使

用す ることを法的規制で はな く、実際的に 不可能化する技 術上 の禁止措置 がとられない限 り、デー タ

の不正使用による プライバシーの侵害問題 を防 ぐことは困 難であろ う。

サマライズされ.たデー タの共同利用 についてのみデータの共同利 用 が許可 され るだけ では、お そら

くデー タシェアの本来の狙 いの効果は激減するか もしれ ない。 しかしデ ィテLづ レ・データの共同利用

にともな うブラィパ シーの保護の問題が不要 になった情報、誤 った情報の 自動 消去 などを含 めて技術

的な解決 をみない かぎ りデー タ ・シェア全 体が問題視 される可能性 が残 るといえ よ う。

利用技 術面 では別に ソフ トウエア ・シェアあるいは システ ム ・シ ェアの効用 も検討してみ る必 要が

ある。

ビジネス系の デー タ処理 での ソフ トウエア ・シェアは理論 的には同一管理形態(組 織)を もつ組織

にお・ける共通の業務 の処理 に関 しては可能 ともいえる。

管理形態 が同 じで あれば、 管理用 資料も同一 の分類で作 りうるか らであるが、実務的に は管理に当.

る個人の資 質、経験 な どか ら管理の方法を共通化することは極め て難かしい。

ま して管理形態 の違 う組織 では業務 の処理方法の共通化 など実務的 にはほとん ど実現の可能性はな

く、 したが って完成 され た ソフ トウエア・パッケー ジの利用はほ とん ど見込 めないといってよい。

共通的に利 用で きるとすれば、 むしろサブ ・ルーチンの集合体とい った形式の パ ッケー ジであ り、

それ らに個 々の使用者 がパ ラメータを与え て、独 自のルーチンとして完成す るよ うなものが考 えられ

るがその利 用は ネ.ト ワークを通 じてのソ・トウエア・シェアで はな く単な るブ・グ ラムの頒布 に止ま

ることになろう。

科学技術計算 の分野での ソフ トウエ ア・シェアはプ・グ ラムの一方的供給 をいず れかの ホス トか
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ら他 の利用者 が受 け、 自前 のホス トで実行す る形 式の場合 にはほ とん ど問題 を生 じない と考えち れ る。

しかし他の コンピュー タを利用 して演算 処理 を行 なうとすれば処理 に使用 した パ ラメー タやデー タ

が使 用者 以外には絶対に知 られない。 つま リホス ト・コンピュー タの設置者 す らメモ リダ ンプもとれ

ない とい う保証 が最終的には必要 となろ う。

まして使用者側が用意 したプ ログ ラムの実行を他 のコンピェー タで行な う場 合にはその あた りが問

題視され るか もしれない。

いずれにせ よ組織間 の競争原理 を無視しない かぎ り、機密保 持の要求を否定 し きれ ないし、競争 の

ために新 しい ソフ トウエアを作 ったときにその公開 に踏み切 れる組織は私企 業で は例外 とピ って よか

ろ う。 したが って、 この分野では公的機関を除いて供給老 対利用者の一方通行 となるζ とが予想 さ

れ る。

プ ランニングお よび意志決定の分野 でのコ ンピュータの利用は意志決定 の システムあるいは人間 活

動 の科学的な解 明など背景 とな る分野で どのよ うな研究がすすめ られてい くかわか らないが、現状 で

は、本来 の意味でのプ ランニングお よび意志決定 を完全 に コンピュータに委 ね ることはほ とんど不可

能 といってよい し、 その状態 が急激 に変化す るとは予測 しえない。

したがって この分野 でのネ ・・トワークの効用は ソフ トウエ アの シェアで な く、 広範囲か らのデー タ

の収集 にとどま ろ う。

い っぽ う、オ ペ レーテ ィング・シス テム系統 の ソフ トウエアでは、以上 に触れて きたよ うな機密保

護、 プライバ シー保 護の機能を従来 のハー ドウエア ・オ リエン トなシステムの中に どうとり込 むか と

いう問題のほ かに異 機種間の プロ トコル とい った本来必要 としな い こ利 用者言語 ミ をいかに減少させ

うるか とい う問題 もある。

この問題 は全国 に現存する コンピュー タがす べて破棄 され、唯一の機種に統一 されれば問題は解 消

す るか もしれ ないが、それは望 むべ くもない。

したがって異機種間 の リンケー ジをとることを前提 としなが ら利用者に とっては、 自分の前にあ る

コンピュー タも他の コン ピュー タ もほとんど意識す ることなく使用 で きるような状 態にす ることが望

望ましい
。

もし他の コンピュー タを利 用す るのに備えて同 じ内容の プログラムを複数用意す る必要 が あるよ う・

では、余分な ソフ トウエア開発の経費がネソ トワー ク利用上の障 害要因のひとつ とな るか もしれない。

4.5コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワークの社会に与える影響

コン ピュータ ・ネ・ソ トワークの ソー シャル インパク トを考 えるにあた り、 まず、 コンピュー タ・ネ

ッ トワー クが、 わが国で どのよ うに形成 されてい くか、主 としてニーズの面か ら追 求してお く。

基本的には、 コンピュー タ ・ネ ッ トワー クの形成は、組織主 体の情報(そ れ がオペ レー シ ョナルな 、

第一 次情報であるにせ よ、数段階 にわた る分析過程 を経 た加工情報 であるにせ よ)に 対す る多角的、

多様性を帯び た要求 にもとづ くものである.

現代社会は、政治、経済、社会、あるいは自然環境等、複雑な要素がからみ合M、 かつそ竺 ら控 こ
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噸 素が互いに作用・つつ変化す・轍 的混合体で・・。葺 酷 ⊃ ・いは研究纈 等ら・塑

組織主体は・ こ うした複雑 な要素を十分 に把握 し、 その組織主体の目的 に沿 う計画、 あるいはその計

画を具体化し・ 実施する とい う戦略上の要請 に基づ き、情報の多角 的な利用体 制の整備、拡充が強 く

求め られてい る。特 に昨今のよ うに国際的 な広 が りを もつ社 会、 したがって、国 際的な影響 を強 く受1

け る社会に あっては、単に情報 に対す るニーズ も、 国内のみならず国際的な広 がりをもつに到っている。;

コ ン ピュー タ ・不ッ トワー クは
、 こ うした組織 主体の要請 に応え るものであることは多言 を要 しな

いo

.すなわち、一般的には"コ ンピュー タ ・ネ"tト ワーク"は 、 コンピュー タと コンピュ'一夕、 あるい

は コン ピュー タと接続 した端末機 の網状 の構造、 あ るいは、それ らの総 称として、考え られ る場合 が

多い。 しかしながら、 こ うした単な る物理的工学的な定義の みをここで採用 して いるわけ では ない。

むし ろζうした物理的、工学 的 な構造 をか りた、 いわば、 インフォー メー ション ・ネッ トワークの構
.

築 こそが、す でに述べた ように組織主 体のニー ズである。

こ うした組織主体 のニーズをさ らに掘 り下 げてみると、

① 必要な データを、必要 な時 に入手 で きる とい う保証 がなされ ること。

② 必要 な情報に加工 し、分析、所期の 目的 に合致するよ うな機能、すなわち、 ソフトウエアを含

めた システムが保証 される こと

③ で きるだけ安 価にこれ らの情報 が入手 し うる こと

などの点に要約 で きよ う。

① につ いては、 第一次 デー タ、あるいは加工 され てい るデータにしろ、組織主体に合致 したデータ

の発生源が あり、 この入手方法 が コン ピュータ・・ネッ トワークを通じて保証 されれば よいとい うこと

て ある.

② については、情 報の加工機能 としての コンピュータ・ネットワークの保証である。しかしながらこれ らコ

ンピュータ・.ネットワークに対する要求は、必然的に③のコス ト・パフォーマンスによって制約を受けてくる。必

要な情報を得る場合ても、その対価戊 組織主体の財務限度を越えるものであっては利用されないことになる。

以上の ような諸点か ら、 わが国にお け るコンピュー タ ・ネッ トワークは、

① 同じような利用 目的 を持 つ ユー ザー群

② 情報の利用に際して相互に補足的 な関係にあるユーザー群

に対 して成立 して い くことにな ろう。

そ の場合、 同一分野 の情報 であって も、 レベルと範 囲の違い、 あるいは要求に よって、 ネ ットワー

クが形成 され ることにな ろ うし、 デー タ、情報 のみな らず、処理プ ・グ ラム、 ソフ トウエ云 あるい

は、 それらのパ ッケー ジとしての機能、 ユーテ ィリティーに対しても、相互 のネッ トワーク が形成 さ

れ る要因 とな ろう。

以上 の諸点 をふ まえた うえ で、 次 に、組織主 体間の ビジネス(業 務)の 再 配分、高度化 な らびに組

織原理の高度化についてふれ よ う。

43ロ コンピュ一 夕 ・ネッ トワー ク化 に併 な うビジネスの再 配分
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す でに述べたよ うにコン ピュー タによるネ ッ トワーク化は、デー タないしデー タ ・パ ンクの共有あ

るいは共同利 用 とい う現実(そ れが対価を要 求す るものであるにせ よ、ないにせ よ)を もた らすこ と

になる。

これ まで、各組織主体は自己の組織 目標 を有 し、そのたい に必要な計画立案とその実 行に あたっそ、

そ れぞれ のパター ンを持 っている。そ れ らを大別し てまとめ ると次の3点 に要約 しえ よう

① 経験 と勘(か ん)に よって計画作成す る

② 内部情報 を利 用し、主 として経験 と勘 によって計画す る

③ 内部情報 に加え、 外部情報 をとり入れ、情報処理機能 の もつ分析機能 とフィー ドバ ック効果 を

駆使し、 シミュレーション等をま じえ、 最適値 を割 り出 しつつ、 これ ら結果 を考慮 し計 画立案 してい

く

第1の 段階は、ほぼ 単一業務 の計画の場合 であ って主 として外的 な条件 にそれ ほ ど大 き く作 用さm .

な い よ うな計 画の場合 で ある。 また、組織主 体にお ける情報処理機能 が未成熟 の段階 である
。

第2の 段階 は・組織主体の情醐 理機能 力1・ンピ・一 ・の導入の撫 を問 わず、一応確立 されてお

り、特にオペレー ショナルなデー タの整備 、それ らのデー タを利用して第一次的 な加工 デー タなどの

内部情報が蓄積 され ている段階 をい う。

第3の 段階 は、第2段 階 をふまえ、 コンピュー タの導入 と内部利 用体制が確立されて お り
、 かつ、

外部 の諸情報 、デー タを利用 し、 高度の情報 処理機能を駆 使 しうるシステ ム技 術お よびデー タ解析力

を持 ちつつ、計画立案 しうる段階である。

コンピュー タ ・不ッ トワー クは
、 この第3段 階で確立 する ものであ り、逆の面 か らみ る と、組織主

体がその内部 での計 画立案にあた って、第3段 階に到達 した場合 に成立す るとい ってよいであろ う
。

第3段 階において、 明確 に組織主体間の ネッ トワー ク化 されたデータバンク機能が発展する
。 これ

はす でに述べ たよ うに、一つの組織主体では解決 しえなか った外部情報 の収集分析、 自己組織主体に

適 合した情報 の生成 といったプ ロセスが可能にな るか らであ る。 このよ うにしてナショナルにみた場

合には、大 きな ネッ トワークの形成 へと発展 す る。

以上の よ うに、 ネ ッ トワー クで結ばれ るデー タバ ンク機能 の高度化 につれて
、 た とえば、産業、企

業 一 地方自治体 一 政府等 のレベルで、 ビジネスの再配分 あるいは新 しい観点か らの業務分担 の再

編成 とい った現 象が出て こよ う。

た・とえぱ、民間産業、 企業相互間にお いてA産 業が あるア ッセンブリー産業で
、それぞれB、Cと

い う製品 を組みた てて、商品を生産す る場 合、それぞれ、B産 業団体、C産 業団体 に再編成可能 な オ

リジナル ・デー タ(無 論、秘密保護が保証され、利用可能 な範囲内であ って も)が 蓄積されていれば、

生産計画に必要 舗 報を ネ ・ト・ニ ク機倉巨を通 じて入手 レ 利用す ることがで きる
。
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図29ビ ジ ネスの再配分
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また、 地方 自治体にお いて も、市、区 などのデータを各 都道府県な ど」二位の レベルの政策に反映す

ることが、 こ うした ネッ トワー ク機能 を通 じて、 いっそ う容 易に なろう。

特に このよ うな一定地域 を対象としたロー カルな ネッ トワークが、地理的空間 を越え、有機的 に結

合す ること によって、よ り高度の情報利 用→ 諸計 画、施策の立案へと移 行す ることになろ う。

4.3,2コ ン ピュー タ ・ネッ トワークの与える影響

すでに4.3.1で 述 べたよ うに、各組織主体は、その 目的 を達 成す るための最適 な計画をたて るとと

もに、 ネッ トワーク化 された外 部デー タバンク機 能 を活用 し、多量な問題 を解決し うる機能 を確立 し

てい くことが必要 である。 この ため には、意思決 定パ ターンの高度化、すなわち組織原理 の高度化が

必要 で あり、 それは高度の情報 システム機能 を要することになる。

特 に企業に あっては、経済の動 向、市 場の動 きなど将来の方 向 を決定 する うえで、数 多 くの未確定、

あるいは明確 な判断 を即座 に くたしえ ない要因 がある。 こ うした現状 を正 し く把握 し、 分析 し、経営
[
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計画、企 業戦略を うち出してい くためには、 多目的 システム化 が必 要 であり、このためには従来 か ら

の意思決定 のあ り方は、当然変更 を余儀 な くされよ う.

す なわ ち、 従来の単独 目的的決定 から、 同時多 目的な決定法 をとる必要 が出て くる。一つ'の意思決

定がその本来の目的 を達成す るに あた り、他の要素、 あるいは環境にいかに大 きな影響 を与え るか、

こ うした問題 は今 日ほ ど痛感 され てい る時代は.な く、 この頃向 は今後 ますます強ま ろ う。

したがって、一つの決定 を行 な うに際 して も、 直接的 に必要 な一次情報 だけ でな く、関連情報 も収

集して十分な検討 を行 なわなければな らない.ま た一分野 だけ を説 明する情 報だけでな く、問題 の全

体が把握で き、 かつ比較可能な情 報 の利用が望ま しい。 これ らの情 報を十分活用するため に もネッ ト

ワーク化 にょるデータバンク機能が必要 である。

ま た、組織体をと りま く与件、外的条件は 日々変化 し、組織体 の位置がゆ り動 かされ る場合 が少な

くない。組織体は常に時勢の ニース をキャッチし、 これ を主体存続、発展 への方向で拡充 してい く必

要がある。

この よ うな場合 には、モデ ルや デー タの説 明力 を十分 に比較、検討 でき、 これ らの情報の組 合せが

迅速 に行 ない得 るよ うな システムが必要 とな ろう。特に与件の変 更に よる、 たとえば シミュレーショ

ン結果な ど容易に行ない得 るよ うな システム、あるいは、必要に応じてデー タ ・ス トラクチ ュアの変

更 が容易に行 えデー タ間の リンケー ジがで きるような体系の保証 が必要 である。

このよ うな点か ら考察す ると反面的なデータバンク機能 と、 高度 の情報 分析手 法 をもった タイム シ

ェア リングによ る情報 処理 機能 ・コンピュータ・ネ ットワークが必要 とな ろ う。特 にこれ らタイムシェ

ア リングによ るコン ピュータ ・ネッ トワー クは、即時性 を保 証す る一方、利 用者、分析者 の思考 を具

現 化 し、 トライアル ・アン ド・エラーの プ ロセスを経つつ、 意思決定 に必要な情報 を生産してい くこ

とになろ う。

コンビ三 一タ ・わ ・トワー クの形 成にょ る最大 のメ リッ トは、

① ネッ トワーク化 にもとづ くデータ・ファイルの共有 化

② ネッ トワーク化に ともな うリソースの シェア リング化

⑬ ネッ トワーク化に と もな う,ソフ トウエアの共有化

であろ う。

従来 より、 コン ピュー タによる情報 処理は基本的には組織主体単独 に、 かつ独立完結的 に、 あるい

は 自己の責任においてな され,ていた。 これは企業 の場 合、 自社 に コンピュータを導入し、管理 しつつ、

独 自にプログラマーを採用 ない しは教育 しつつ、 ソフ トウエアを開発 し企業 の情報処理 を行な って き

た。 ここでい う情報処理 とは、 パッチ処理(リ モー ト・ロー カルを問わず)あ るいはオ ンラインの区

別 をして、それ にょって、意味 がかわ るわけ ではない。 これ らは企 業だけ でな く、政府官庁 にお いて

も同 じであ り、 また、産業団 体、大学、研究機 関にお いて も基本的には同 じである。

しかしながら、 コンピュータ ・ネ ッ トワークが発展 し、情報 処理技 術あるいは方法が高度化すれば、

そ の社会に与え る影響は決 して小 さ くないであろ う。

たとえば、企 業にあっては、 経営上の意思決定 が多角的 に行 ない得 るよ うに なろ う。 これ まで独自
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に入手、 蓄積しなければな らなか った外部情 報は、 ネッ トワーク化に伴 な うデータバンクの共有化(そ

れに対す る対価は支払 って も)に ょって、 多面的 に利用 され よう。ま・た、 ネ ッ トワークを形成す る会

員が開発した新 しい理論 にもとつ くソフ トウエア、新 しい処理技法を生かし た処理 プ・グラムを他の

会員が 自由に使用で きる よ うにな り、情報 処理 の レベルは飛躍的 に高 度化 して い くであろ う。特に こ

うした状況 の中では、各企業 にとっては計 画を作成す るなかで情報 をいか にた くみに活用 してい くか

とい うことが今後の企業の状況 を決定す る主要な フ ァクターになって こよう。大 学や研究機関におい

ては、研究者 の研究過程のな かで情報 な りデータを如何 に使 い こな し、理論 を構築 して いくかが最大

の課題であ り、 コンビ・一 夕 ・ネッ トワー クがこ うした課題 を解消し、研究の効率 化、 高度化にはた

す役割 りは少な くないもの とみられ る。 また、 こ うしたネッ トワー ク化 のメ リッ トを最大限 に生かす

なかで、研究の成果 が新 しい角度 から コン ピュータ ・ネッ トワー ク技術 の発展 にフィー ドバ ックされ、

いっそ うネッ トワーク化 が進展 しよ う。
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